
令和 4年度第 3回 豊中市総合計画審議会(第二部会) 

 

【日時】令和 4年（2022年）10月 18日（火）18時～ 

【場所】豊中市役所第一庁舎 4階第 1会議室または Zoomによる WEB会議 

 

次 第 

１．2022 年度(2021 年度実施分)政策評価結果の施策シートについて 

 ＜施策シートに対する審議会の役割＞ 

 ・第三者の立場から、以下の 4点を確認します。 

  ①施策シートの評価の根拠が、施策の方向性シートから読み取れるか。 

  ②ＰＤＣＡサイクルがまわるような書き方になっているか。 

   ・「Ｂ」評価をつけたのであれば、どの部分が不十分で「Ａ」をつけられな

かったのか、それに対し今年度はこう取り組むという記載があるか。 

  ③市民が読んだときにわかりやすくなっているか。 

  ④施策の方向性シートについて、成果の根拠として、文章や指標から読み取れ

るか。 

 

 

２．その他 

＜今後の日程＞ 

  ○第 4回全体会 

   11月 18日(金)18時～(豊中市役所 第一庁舎 4階第 1会議室または WEB会議） 

 

 

 

＜資料＞ 

【資料１】2022年度(2021年度実施分)政策評価結果 

【参考１】第４次豊中市総合計画（本編） 

【参考２】第４次豊中市総合計画（概要版） 

【参考３】第４次豊中市総合計画前期基本計画 行政評価指針 

【参考４】政策評価の考え方とチェックポイント 
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１．行政評価制度における政策評価 

 

  本市では、平成 30年度（2018年度）に策定した「第４次豊中市総合計画前期基本計

画（以下、前期基本計画という）」において、行政評価による市政運営を図ることを明

らかにし、新たに策定した「第４次豊中市総合計画前期基本計画行政評価指針（以下、

行政評価指針という）」に基づき、行政評価に取り組んでいます。 

 

（１）行政評価制度の目的 

  ・成果重視の行政運営 

「どれだけ仕事をしたか」ではなく「どれだけ成果があがったか」という 

視点を重視した行政運営を行います。 

 

・職員間の目的・課題の共有 

行政評価を行うことにより、施策や事務事業の目的と政策をとりまく課 

題を職員間で共有します。 

 

・説明責任の確保 

評価結果を公表することで、施策や事務事業の現状について、市民・事 

業者への説明責任を確保することや、目的・課題を共有することにつな 

げます。 

 

（２）行政評価制度の枠組み 

    行政評価制度は、「政策評価」および「事務事業評価」から構成されています。 

・政策評価   ⇒総合計画の政策・施策を評価 

・事務事業評価 ⇒個別の事務事業を評価 

 

（３）政策評価の位置づけと役割 

    政策評価は、前期基本計画の着実な進行を図ることを目的として実施します。 

    前期基本計画では、各施策に「施策の方向性」を設定し、施策指標や市民を対象

とした調査をもとに、どれだけ「施策の方向性」が進んでいるか、ということを基

本的な視点として、施策ごとの進行管理を行い、評価結果は政策や施策を改善して

いくうえでの判断材料とし、次年度以降の「施策の方向性」に沿った取組みへとつ

なげます。 
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【行政評価の構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．政策評価の仕組み 

 

（１）政策評価の方法 

  ア．評価の対象 

    前期基本計画の 17施策および「施策の方向性」 

 

  イ．評価の方法 

 

  ① 「施策の方向性」ごとに「施策指標」を設定するとともに、「影響度の大きかっ

た事業」を抽出し、取組み結果に関する分析を行いました。 

     施策指標は、原則として成果を示す指標（成果指標）を設定しています。ただ

し、必要に応じて、活動内容や活動量を示す指標（活動指標）を設定している場

合もあります。 

     また、市民意識に関する成果指標の数値把握のため、令和 3年度（2021年度）

に市民意識調査を実施しました。今後も、2 年度に一回実施していく予定です。 

 

  ※「令和 3年度市民意識調査」の概要 

   ＜調査対象＞  豊中市在住の満 18歳以上の男女 8,000人 

           （住民基本台帳から無作為抽出） 

   ＜調査方法＞  郵送による配布・回収 

   ＜調査期間＞  令和 3年 7月 30日(金)～8月 23日(月) 

   ＜有効回収数＞ 3,530票（回収率 44.4％） 

 

総合計画 

実施計画 

基本構想 

基本計画 

政策体系 

 

事務事業 

 

施策 

政策 

行政評価 

■目的 

・成果重視の行政運営 

・職員間の目的意識の共有 

・説明責任の確保 

 

政策評価※ 

事務事業評価 

※豊中市総合計画審議会で検証 
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  ②  成果と残された問題をもとに、今後どうしていくかの方針を明確にし、PDCAサ

イクルを機能させ、その文脈に即した進捗状況の評価を行いました。 

評価 基準 

Ａ 順調に進んでいる 

Ｂ おおむね順調だが、一部取組みの見直しが必要 

Ｃ 課題が多く、取組みの見直しが必要 

  （具体例） 

Ａ：①目標を達成し、これまで通り実施する。 

  ②目標を達成したため、事業を廃止・縮小する。 

Ｂ：①目標達成に向け概ね順調に進んでいるが、実施方法など一部取組みを見直す。 

Ｃ：①課題が多く、事業内容を見直し、新たな事業を実施する。 

 

  ウ．評価者 

    施策を担当する部局長 

 

（２）政策評価の活用 

    政策・施策を改善していくうえでの判断材料とし、次年度以降の「施策の方向性」

に沿った取組みへとつなげます。 

 

（３）評価結果の公表 

    評価結果については、令和 4 年（2022 年）8 月 31 日(水)から、市のホームペー

ジや市政情報コーナー等で公表しています。 

 

（４）総合計画審議会における審議 

    政策評価の適正な運用および客観性の向上のため、分野横断的かつ俯瞰的な視点

に立ち、政策評価結果の検証を行います。 

 

3



３．各施策の評価結果 

   各施策および各施策の方向性ならびにリーディングプロジェクトの詳細な評価内

容については、令和元年度政策評価シートをご覧ください。 

 

（１）評価結果の見方 

  ①政策評価「施策の方向性」シート 

   

2019年度政策評価（施策の方向性）シート（2018年度実施分）

総計掲載頁
担当部局
関連部局

基本政策該当番号

章
施策名

施策の
方向性

子ども・若者が夢や希望をもてるまちづくり
1-1 子育て支援の充実

（1）産前・産後の切れめない支援を進めます

施策の方向性の進捗状況
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

こんにちは赤ちゃん（乳児家庭全戸訪問）面

談率

4 健康検査受診率（4か月児）

5

指標名 指標の出典 単位

事業名 実施内容

2022
年度

2021
年度

2020
年度

2019
年度

2018
年度

2022
年度

目標値

実績値の推移

1 妊娠届が満11週までに提出される割合

2 妊娠出産について満足している者の割合

3

影

響

度

の

大

き

か

っ
た

事

業

問題点・今後想定される事項

今後の方針

成果

b 

c 

d 

e 

f 

g 

h 

a 
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ａ．章・施策・施策の方向性：前期基本計画中の位置づけを表しています。 

ｂ．総計掲載頁：前期基本計画中の掲載ページです。 

担当部局・関連部局：施策の方向性を取りまとめる部局名と、それに関連する部局名です。 

ｃ．影響度の大きかった事業：当該年度の「施策の方向性」において、成果があった事業、実

施したが効果のなかった事業を抽出しています。 

ｄ．施策指標と実績値 

 ・指標名：各「施策の方向性」にどれだけ近づいているかを視点とし、あらかじめ「施策の

方向性」ごとに設定しています。 

 ・2022 年度目標値：前期基本計画の計画年次である 2022 年度までに達成をめざす目標値で

す。 

 ・実績値の推移：指標の実績値について、計画期間である 2018年度から 2022年度までの推

移を示しています。 

ｅ．成果：「施策の方向性」において、どのような成果が上がったのかを記載しています。 

ｆ．問題点・今後想定される事項：「施策の方向性」において、積み残されている問題、今後新

たな問題として想定される事項を記載しています。 

ｇ．今後の方針：上記のＥ,Ｆをふまえて、当該「施策の方向性」について今後の方針を記載し

ています。 

ｈ．施策の方向性の進捗状況：上記ａ～ｇをふまえ、その文脈に即した進捗状況を、以下の基

準のとおり評価しています。 

評価 基準 

Ａ 順調に進んでいる。 

Ｂ 概ね順調だが、一部取組みの見直しが必要 

Ｃ 課題が多く、取組みの見直しが必要 

 （具体例） 

Ａ：①目標を達成し、これまで通り実施する。 

    ②目標を達成したため、事業を廃止・縮小する。 

Ｂ：①目標達成に向け概ね順調に進んでいるが、実施方法など一部取組みを見直す。 

Ｃ：①課題が多く、事業内容を見直し、新たな事業を実施する。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5



  ②政策評価「施策」シート 

   

 

 

 

2019年度政策評価（施策）シート（2018年度実施分）

総合評価の理由

施策の方向性

市民の意識

（1）産前・産後の切れめない支援を
進めます

（2）安心して子育てができるよう支援
します

（3）地域で妊産婦および乳幼児期の
親子を支えるしくみづくりを進めます

担当部局

2021年度2019年度2017年度

施策の方向性の進捗状況

総合評価

2022年度2021年度2020年度2019年度2018年度

関連部局

子育てがしやすいまちであると感じている市民の意識の割合

総計掲載頁 P44，45子ども・若者が夢や希望をもてるまちづくり

2022年度2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

章

こども未来部

施策名

1-1 子育て支援の充実

地域のなかで、まわりの人々に支えられ、喜びや楽しみを感じなが
ら安心して妊娠・出産・子育てができるよう取り組みます。

a 
b 

c 

d 

e 

f 
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 ａ．章・施策名：前期基本計画中の位置づけを表しています。 

ｂ．総計掲載頁：前期基本計画中の掲載ページです。 

担当部局・関連部局：施策の方向性を取りまとめる部局名と、それに関連する部局名です。 

 ｃ．総合評価：総合評価の判断基準は、「施策の方向性」をふまえ、設定しています。 

 ｄ．総合評価の理由：前年度の総合評価や「施策の方向性」の評価をふまえて、今年度どのよう

に取り組んだか、今後どう取り組むかの観点から総合評価に至った理由に

ついて記載しています。 

 ｅ．施策の方向性の進捗状況：政策評価「施策の方向性」シートから転記しています。 

 ｆ．市民の意識：豊中市市民意識調査（隔年実施）の結果を記載しています。 
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（２）各施策の評価結果一覧 

  各施策と施策の方向性は以下の基準のとおり評価しています。 

評価 基準 

Ａ 順調に進んでいる。 

Ｂ 概ね順調だが、一部取組みの見直しが必要 

Ｃ 課題が多く、取組みの見直しが必要 

（具体例） 

Ａ：①目標を達成し、これまで通り実施する。 

    ②目標を達成したため、事業を廃止・縮小する。 

Ｂ：①目標達成に向け概ね順調に進んでいるが、実施方法など一部取組みを見直す。 

Ｃ：①課題が多く、事業内容を見直し、新たな事業を実施する。 

 

今年度の評価結果は以下のとおりです。 

・17施策（Ａ評価…11施策、Ｂ評価…6施策、Ｃ評価…0施策） 

・51施策の方向性（Ａ評価…31項目、Ｂ評価…20項目、Ｃ評価…0項目） 

・リーディングプロジェクト（施策：Ａ評価、方向性：Ａ評価） 

章 
施策 

【17施策】 

担当部

局 

評

価 

施策の方向性 

（51項目） 
担当部局 

評

価 

第
１
章
（
子
ど
も
・
若
者
が
夢
や
希
望
を
も
て
る
ま
ち
づ
く
り
） 

1.子育て支援の充

実 

こども 

未来部 

B 

(P15) 

(1)産前・産後の切れ目ない支援

を進めます 

健康医療

部 

B 

(P35) 

(2)安心して子育てができるよう

支援します 

こども 

未来部 

B 

(P36) 

(3)地域で妊産婦および乳幼児期

の親子を支える仕組みづくりを

進めます 

こども 

未来部 

B 

(P37) 

2.保育・教育の充

実 

教育委

員会事

務局 

B 

(P16) 

(1)保育や幼児教育の充実を進め

ます 

こども 

未来部 

B 

(P38) 

(2)子どもたちの学びを高める環

境づくりを進めます 

教育委員

会事務局 

B 

(P39) 

(3)子どもたちを育む学校・家

庭・地域の連携を進めます 

教育委員

会事務局 

B 

(P40) 

3.子ども・若者支

援の充実 

教育委

員会事

務局 

B 

(P17) 

(1)子ども・若者がそれぞれの力

を活かし、社会にかかわってい

くことができるよう支援します 

教育委員

会事務局 

A 

(P41) 

(2)社会的援助が必要な子ども・

若者への支援を充実します 

こども未

来部 

B 

(P42) 

(3)子ども・若者を取り巻く課題

に総合的に対応するしくみづく

りを進めます 

市民協働

部 

B 

(P43) 
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章 
施策 

【17施策】 

担当部

局 

評

価 

施策の方向性 

（51項目） 
担当部局 

評

価 

第
２
章
（
安
全
に
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
） 

1.自立生活支援の

充実 
福祉部 

B 

(P18) 

(1)多様な福祉ニーズに重層的に

対応した福祉コミュニティの実

現に取り組みます 

福祉部 
B 

(P44) 

(2)介護サービス基盤の充実を図

るとともに、高齢者を地域全体で

支える環境づくりを進めます 

福祉部 
B 

(P45) 

(3)障害者福祉サービスの充実を

図るとともに、障害者の社会参加

を促進します 

福祉部 
B 

(P46) 

(4)セーフティネットとしての社

会保障制度の充実を進めます 

健康医療

部 

A 

(P47) 

(5)就労支援の充実を図ります 
市民協働

部 

A 

(P48) 

2.保健・医療の充実 
健 康 医

療部 

A 

(P19) 

(1)こころとからだの健康管理・

予防対策を進めます 

健康医療

部 

A 

(P49) 

(2)生活衛生の確保を図ります 
健康医療

部 

A 

(P50) 

(3)地域医療の充実を図ります 
健康医療

部 

A 

(P51) 

3.消防・救急救命体

制の充実 
消防局 

A 

(P20) 

(1)救急救命体制および防火対策

を強化します 
消防局 

A 

(P52) 

(2)消防体制を充実強化します 
消防局 A 

(P53) 

4.暮らしの安全対

策の充実 

危 機 管

理課 

A 

(P21) 

(1)防災力の充実強化を図ります 
危機管理

課 

A 

(P54) 

(2)犯罪や消費者被害などの予

防、被害拡大防止を図ります 

危機管理

課 

A 

(P55) 

(3)交通安全意識の向上を図りま

す 

都市基盤

部 

A 

(P56) 
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章 
施策 

【17施策】 

担当部

局 

評

価 

施策の方向性 

（51項目） 
担当部局 

評

価 

第
３
章
（
活
力
あ
る
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
） 

1.快適な都市環境

の保全・創造 
環境部 

A 

(P22) 

(1)環境政策を推進するための総合

的なしくみづくりを進めます 
環境部 

A 

(P57) 

(2)自然環境や都市のみどりを身近

に感じられる快適な環境づくりを

進めます 

環境部 
A 

(P58) 

(3)環境汚染防止対策など生活環境

の改善を進めます 
環境部 

A 

(P59) 

2.低炭素・循環型社

会の構築 
環境部 

A 

(P23) 

(1)低炭素社会の実現に向けた取組

みを進めます 
環境部 

A 

(P60) 

(2)循環型社会の構築に向けた取組

みを進めます 
環境部 

A 

(P61) 

3.都市基盤の充実 
都 市 基

盤部 

A 

(P24) 

(1)安心して暮らせる市街地の形成

を進めます 

都市計画

推進部 

A 

(P62) 

(2)安全で安心して移動できる総合

的なみちづくり・交通環境づくりを

進めます 

都市基盤

部 

A 

(P63) 

(3)マイカーに頼らなくても移動で

きる交通体系の整備を進めます 

都市基盤

部 

A 

(P64) 

4.魅力的な住環境

の形成 

都市計

画推進

部 

B 

(P25) 

(1)地域特性を活かした都市拠点づ

くりを進めます 

都市計画

推進部 

B 

(P65) 

(2)社会環境の変化に応じた住まい

の確保を支援します 

都市計画

推進部 

B 

(P66) 

(3)まちの魅力として継承される住

環境づくりを進めます 

都市計画

推進部 

A 

(P67) 

(4)まちの魅力を高める都市景観づ

くりを進めます 

都市計画

推進部 

A 

(P68) 

5.産業振興の充実 
都市活

力部 

A 

(P26) 

(1)地域産業の活性化による都市の

にぎわいづくりを進めます 

都市活力

部 

A 

(P69) 

(2)新たな事業の創出や担い手の育

成を支援します 

都市活力

部 

B 

(P70) 
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章 
施策 

【17施策】 

担当部

局 

評

価 

施策の方向性 

（51項目） 
担当部局 

評

価 

第
４
章
（
い
き
い
き
と
心
豊
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り
） 

1.共に生きる平和

なまちづくり 

人権政

策課 

A 

(P27) 

(1)非核平和都市の実現をめざし

ます 

人権政策

課 

A 

(P71) 

(2)同和問題をはじめ、さまざま

な人権課題に関わる差別の解消

を図り、人権文化の創造を進め

ます 

人権政策

課 

B 

(P72) 

(3)男女共同参画社会の実現に向

けた取組みを進めます 

人権政策

課 

A 

(P73) 

(4)多文化共生のまちづくりを進

めます 

人権政策

課 

A 

(P74) 

2.市民文化の創造 
都市活

力部 

A 

(P28) 

(1)文化芸術の創造、歴史・文化

資源の保全・活用を進めます 

都市活力

部 

A 

(P75) 

3.健康と生きがい

づくりの推進 

教育委

員会事

務局 

A 

(P29) 

(1)生涯を通した学びの機械の充

実と成果を活かせる場や機会づ

くりを進めます 

教育委員

会事務局 

A 

(P76) 

(2)生涯を通じて、健康で生きが

いをもって暮らせる環境づくり

を進めます 

福祉部 
A 

(P77) 

第
５
章
（
施
策
推
進
に
向
け
た
取
組
み
） 

1.情報共有・参

画・協働に基づく

まちづくり 

市民協

働部 

B 

(P30) 

(1)市政情報の発信・提供・公開

を推進します 

都市経営

部 

A 

(P78) 

(2)市民が参画できる機会の充実

を図ります 

都市経営

部 

B 

(P79) 

(3)地域課題の共有を図り、協働

によるまちづくりを推進します 

市民協働

部 

B 

(P80) 

(4)多様な人たちが関わる地域自

治を推進します 

市民協働

部 

B 

(P81) 

2.持続可能な行財

政運営の推進 

都市経

営部 

A 

(P31) 

(1)公正で効果的・効率的な市政

運営を進めます 
総務部 

B 

(P82) 

(2)適正な公共施設マネジメント

を進めます 

都市経営

部 

B 

(P83) 

(3)都市の価値の創造と魅力の発

信を進めます 

都市活力

部 

A 

(P84) 

(4)多角的な連携に取り組みます 
都市経営

部 

A 

(P85) 

リーディングプロジェクト 

（南部地域活性化プロジェクト） 
都市経営部 

施策 

A(P89) 

方向性 

A(P91) 
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ち

ができるよう取組みは

づ

進んでいますが、今後

く

も新型コ
ロナの影響に

り

よる社会情勢の変化や

総

子育て世帯のニーズの

計

変化等を見極め対応し

掲

ていく必要がある
ため

載

、施策全体の評価は「

頁

B」としました。

施策

4

の方向性の進捗状況
施

4

策の方向性 2018年

、

度 2019年度 202

4

0年度 2021年度 2

5

022年度
(1)産前

１

・産後の切れめない支

．

援を進め

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂます

子

(2)安心して子育て

育

ができるよう支援し

Ｂ

て

Ｂ Ｂ Ｂます

(3)地域

支

で妊産婦および乳幼児

援

期の親子

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂを支

の

えるしくみづくりを進

充

めます

市民の意識 20

実

17年度 2019年度

担

2021年度

43.7

当

43.1 48.6子育

部

てがしやすいまちであ

局

ると感じている市民の

こ

割合

ども未来部

施策名 関連部局
地域のなかで、まわりの人々に支えられ、喜びや楽しさを感じながら安 健康医療部、こども未来

部、教育委員会

心して妊娠・出産・子育てができるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

子育て支援の充実のために
〇関係部局・関係機関が連携した妊娠届出時から子育て期にかけて切れめない支援体制づくりを推
進し、増加する産後ケア利用対象者への適切なケアの提供により育児不安を軽減しました。新型コ
ロナ対策を講じた乳幼児健診、健康教育、相談、訪問指導を行い、安心して妊娠、出産、子育てを
迎えられる環境づくりに取り組みました。不育症治療等助成を開始し、子を望む夫婦への経済的負
担を軽減することができました。
〇多胎妊婦への追加受診券交付や多胎児家庭への伴走型の育児・家事支援制度の

2

開始など保護者の
身体

0

的な負担感や育児不安

2

の軽減につなげました

2

。
〇新規施設の整備や

年

幼稚園の認定こども園

度

化のほか、保育定員確

政

保緊急対策事業の実施

策

など多様な
方策により

評

保育定員を確保し、4

価

月1日時点の待機児童

（

について、平成30年

施

から令和4年まで5年

策

連続
でゼロを維持しま

）

した。
〇ひとり親家庭

シ

支援のため、公正証書

ー

等作成費用補助金等を

ト

創設し、養育費確保に

（

つなげました。
〇「と

2

よなか子育て応援団」

0

や「赤ちゃんの駅」周

2

知のためのスタンプラ

1

リーや「とよふぁみ」

年

の
リニューアル、SN

度

S活用による発信強化

実

に加え、地域子育て支

施

援センターでの相談事

分

業等地域で子
育てを応

）

援する機運醸成や子育

章

て支援の充実につなげ

第

ました。南部の子育て

1

相談支援体制充実のた

 

め、(仮称)南部コラ

章

ボセンター内に設置予

 

定の子育て支援拠点に

子

ついて運営方針を決定

ど

しました。
〇コロナ禍

も

における子育て世帯へ

・

の支援として、全公立

若

園でワクチン接種翌日

者

の無料一時保育を実
施

が

しました。また、給付

夢

金（国制度2件、市制

や

度「とよなかっ子応援

希

特別給付金」及び「保

望

育施設
等利用子育て世

を

帯への副食費給付金」

も

）を支給し、経済的負

て

担等を軽減しました。

る

　以上により、安心し

ま

て妊娠・出産・子育て
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ち

を通して、具体的な制

づ

度構築を進めました。

く

　以上により、保育・

り

教育の充実のための取

総

組みは進んでいますが

計

、児童生徒の体力向上

掲

・不登校
児童生徒の増

載

大などのコロナ禍での

頁

新たな課題への対応、

4

またコミュニティ・ス

6

クールのさらなる
モデ

、

ル校実施の拡充を図る

4

必要があることから、

7

施策全体の評価は「Ｂ

、

」としました。

施策の

4

方向性の進捗状況
施策

8

の方向性 2018年度

２

2019年度 2020

．

年度 2021年度 20

保

22年度
(1)保育や

育

幼児教育の充実を進め

・

ます

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
(2)子

教

どもたちの学びを高め

育

る環境づく

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂり

の

を進めます

(3)子ど

充

もたちを育む学校・家

実

庭・地域

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂの連

担

携を進めます

市民の意

当

識 2017年度 201

部

9年度 2021年度

4

局

0.5 40.7 46.

教

5保育・教育環境が充

育

実していると感じてい

委

る市民の割合

員会

施策名 関連部局
子どもたちが健やかに成長・発達していくよう、乳幼児期から義務教育 人権政策課、こども未来

部、教育委員会

期まで発達段階に応じた連続性のある保育・教育を充実し、子どもたち

の「人とつながり、未来を切り拓く力」が育まれるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

保育・教育の充実のために、
〇豊中市教育保育環境ガイドラインを活用した研修を公民施設を対象に実施し、園の自己評価手法
や教育・保育の質の向上に係る意見交換・情報共有などを行うとともに、障害児保育実施園などに
幼児教育サポートセンターが巡回し、ガイドラインに基づく相談・助言等を行いました。
○全公立園で保育環境改善システムを稼働し、アプリの活用により保護者の利便性が向上するとと
もに、保育士等の事務改善を

2

図り、教育・保育に携

0

わる時間の確保につな

2

げました。また、使用

2

済
み紙おむつの廃棄処

年

理を開始し、保護者の

度

負担軽減につなげまし

政

た。
〇学びを高める環

策

境づくりについては、

評

小学校35人学級を小

価

学校3・4年生まで実

（

施し、一人一台タ
ブレ

施

ットを活用した児童・

策

生徒の情報活用能力の

）

育成などの取組みを行

シ

いました。英語教育で

ー

は、
外国人英語指導助

ト

手（AET）の派遣拡

（

充によりティームティ

2

ーチング体制が充実し

0

ました。また、
教職員

2

の授業研究の時間など

1

の確保のため、全小・

年

中学校にスクール・サ

度

ポート・スタッフを配

実

置
しました。
これらの

施

取組みにより、子ども

分

たちの学びを高めるた

）

め、よりきめ細やかな

章

指導ができました。
小

第

中学校へのスクールソ

1

ーシャルワーカー派遣

 

により、課題のある子

章

どもへの助言を行うと

 

ともに
、福祉部局等と

子

の連携を強化しました

ど

。
〇学校・家庭・地域

も

との連携については、

・

コロナ禍の影響を受け

若

ながら、地域こども教

者

室などの活
動を開催数

が

を縮小しながらも感染

夢

症対策を図りながら継

や

続しました。また、地

希

域全体で子どもの成
長

望

を支えるコミュニティ

を

・スクールについては

も

、モデル校において学

て

校運営方針の承認や取

る

組みの
熟議等を行う学

ま

校運営協議会の開催等
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ち

の方向性 2018年度

づ

2019年度 2020

く

年度 2021年度 20

り

22年度
(1)子ども

総

・若者がそれぞれの力

計

を活か

Ａ Ａ Ａ Ａし、社

掲

会に関わっていくこと

載

ができるよ
う支援しま

頁

す
(2)社会的援助が

5

必要な子ども・若者へ

0

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂの支援を充実

、

します

(3)子ども・

5

若者を取り巻く課題に

1

総合

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ的に対応

、

するしくみづくりを進

5

めます

市民の意識 20

2

17年度 2019年度

３

2021年度

36.8

．

37.3 46.0子ど

子

も・若者が地域のなか

ど

で、いきいきと活動で

も

きていると感じている

・

市民の割合

若者支援の充実 担当部局 教育委員会

施策名 関連部局
すべての子ども・若者が、希望に満ちた明るい未来を展望しながら健や 人権政策課、都市活力部

、こども未来部、教育委

かに育ち、地域社会の一員として成長し、自立した社会生活を営むこと 員会

ができるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

子ども・若者支援の充実のために、
〇「医療的ケアが必要な子どもとその家族のための支援ガイドブック」について、医療的ケア児の
保護者や豊中市医師会及び医療的ケア児支援連絡会議の構成団体の協力のもと作成しました。
「（仮称）豊中市児童相談所設置基本計画（素案）」についてこども審議会の答申等を踏まえてと
りまとめるなど、令和7年度の開設に向けた検討を進めました。
ヤングケアラー支援推進のため、庁内会議を設置し、今後の取り組みや関

2

係部局の役割分担など

0

検
討するとともに、既

2

存のネットワーク等を

2

活用した情報共有、職

年

員研修に加え、市立小

度

中学校長を
対象に実態

政

調査を実施しました。

策

〇放課後こどもクラブ

評

事業は、コロナ禍での

価

徹底した感染予防策を

（

講じながら、児童の安

施

全を確保
しクラブ運営

策

を継続しました。また

）

、待機児童ゼロの取組

シ

みも継続しました。
子

ー

どもたちの学びや育ち

ト

を支える環境づくりを

（

推進するため、学校を

2

拠点とした放課後の児

0

童の居
場所づくり事業

2

を10校で継続実施し

1

ました。
〇青年の家い

年

ぶきでは、新型コロナ

度

ウイルス感染症拡大防

実

止に注意を払いながら

施

、高校生たちが他
校の

分

生徒たちと工夫や配慮

）

をしながら協力して平

章

和月間記念事業やマン

第

ガ・イラスト展など事

1

業を
実施しました。
　

 

以上により、子ども・

章

若者への支援の取組み

 

は進んでいますが、子

子

どもの居場所づくり事

ど

業の実
施校拡充、令和

も

4年度に青年の家いぶ

・

きと少年文化館の統合

若

により設置された青少

者

年交流文化館い
ぶきで

が

の事業内容の検討、問

夢

題行動等を伴う児童生

や

徒ついての関係機関と

希

の一層の連携強化など

望

、
子ども・若者への支

を

援体制をより強化して

も

いく必要があるため、

て

施策全体の評価は「B

る

」としまし
た。

施策の

ま

方向性の進捗状況
施策

17



総

困難者に対する就労支

計

援及び受け入れ企業の

掲

開拓、採用マッチング

載

により290人が就職

頁

につ
ながりました。
　

5

以上により、自立生活

4

支援の取組みは進んで

、

いますが、社会情勢が

5

変化する中、課題は複

5

雑・複
合化しており相

、

談支援体制の強化が必

5

要であることから、施

6

策全体の評価は「B」

、

としました。

施策の方

5

向性の進捗状況
施策の

7

方向性 2018年度 2

1

019年度 2020年

．

度 2021年度 202

自

2年度
(1)多様な福

立

祉ニーズに重層的に対

生

応し

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂた福祉コ

活

ミュニティの実現に取

支

り組みま
す
(2)介護

援

サービス基盤の充実を

の

図るとと

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂもに

充

、高齢者を地域全体で

実

支える環境づ
くりを進

担

めます
(3)障害者福

当

祉サービスの充実を図

部

ると

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂともに、

局

障害者の社会参加を促

福

進します

(4)セーフ

祉

ティネットとしての社

部

会保障

Ａ Ａ Ａ Ａ制度の

施

充実を進めます

(5)

策

就労支援の充実を図り

名

ます

Ａ Ａ Ａ Ａ
市民の意

関

識 2017年度 201

連

9年度 2021年度

5

部

5.3 57.1 65.

局

3誰もが安全に安心し

個

て暮らせる環境が整っ

々

ていると感じている市

の

民の割
合

もつ力を活かし支えあいながら、住み慣れた地域で、自立して暮 総務部、市民協働部、福

祉部、健康医療部

らせる環境づくりに取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

自立生活支援の充実のために
○属性や世代にかかわらず市民からの相談を受け止め支援につなげるほか、就労支援など社会との
つながりを作る支援や市民が交流できる地域づくりなどを一体的に行う事業を開始しました。複雑
・複合化した課題を抱える市民（4件）に対しては、関係課・関係団体が連携し支援することがで
きました。また職員の支援力を向上するため実施した研修に14人が参加し、各分野の知識やモデル
ケースを使って具体的な連携方策などを学び、包括的な支援体制を強化することができました。
○各地域包括支援センターに認

2

知症地域支援推進員を

0

配置し身近な相談支援

2

体制を整えました。
○

2

筋力低下や生活課題を

年

改善したい方を対象に

度

短期集中的に運動・栄

政

養・口腔プログラムを

策

実施す
る教室に118

評

人が参加し、そのうち

価

約4割の人が自立した

（

生活に戻ることができ

施

ました。また自立し
た

策

生活を維持していくた

）

めにはセルフマネジメ

シ

ントを継続していく必

ー

要があるため、高齢者

ト

のセル
フマネジメント

（

をケアマネジャーが支

2

援するための制度を創

0

出しました。
○障害者

2

の相談支援については

1

、1か所だった基幹相

年

談支援センターを新た

度

に日常生活圏域ごと配

実

置するための準備を進

施

め、7か所に配置し身

分

近な地域で複雑・複合

）

化した課題に対応でき

章

る体制を
再構築しまし

第

た。また障害者グルー

2

プホームについて、2

 

022年度目標の25

章

床に対し65床の新規

 

整備
を行い、障害者の

安

安心・安全な居住スペ

全

ースの整備を進めまし

に

た。
○国民健康保険で

安

は、スマートフォン決

心

済などICTの活用に

し

よりコロナ禍でも安定

て

的に運営するこ
とがで

暮

きました。また府の健

ら

康マイレージ事業「ア

せ

スマイル」を活用し3

る

0歳～50歳代に対す

ま

る市独
自の健診受診ポ

ち

イントの付与の開始な

づ

どにより、健診受診や

く

健康づくりのきっかけ

り

となりました。
○就労

18



総

地域医療の充実を図り

計

ます

Ａ Ａ Ａ Ａ

市民の意

掲

識 2017年度 201

載

9年度 2021年度

5

頁

7.4 58.8 67.

5

6保健・医療体制が充

8

実していると感じる市

、

民の割合

59、60

２．保健・医療の充実 担当部局 健康医療部

施策名 関連部局
自身の心身の健康に関心をもって発病や重症化の予防を促進するよう、 福祉部、健康医療部、都

市基盤部、市立豊中病院

それを支える保健・医療体制の質の向上に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

保健・医療の充実のために、
〇かかりつけ医を持つきっかけとなり、コロナ禍でも定期的・継続的な健康管理を行えるよう、す
べてのけんしんの個別化・無料化を行いました。その結果、受診控えもある中、けんしんの受診率
は対象者の24.3％となり、前年比2.5％増となりました。
〇コロナ対策としては、感染拡大時に、医師会と療養支援連携事業の協定を締結し、早期に重症者
を見つけ適切な療養へと促すことができました。また、デジタルを活用した疫学調査の効率化を開
始し、陽性者が自らの情報をシステム入

2

力することにより、職

0

員による聞き取り調査

2

の効率化につ
ながると

2

ともに、症状等につい

年

ても正確に把握するこ

度

とができました。
○コ

政

ロナワクチン接種では

策

、若い世代へ接種を進

評

めるためのワクチンカ

価

ーの取り組み、また市

（

庁舎
では金曜夜間、土

施

曜日の集団接種を実施

策

し、接種機会を確保し

）

ました。
〇豊中病院で

シ

はコロナ感染症拡大の

ー

中、医療機関訪問を可

ト

能な限り実施するなど

（

、当院の診療体制
の情

2

報提供を行いました。

0

また、府からの委託を

2

受け「新型コロナウイ

1

ルス感染症ワクチン接

年

種後
の副反応に関する

度

相談」について地域医

実

療機関等からの問い合

施

わせ窓口業務を行いま

分

した。
〇コロナ禍での

）

フレイル予防などに対

章

応するため、組織を新

第

設するとともに心のケ

2

アにも寄り添う
取り組

 

みを進めていきます。

章

　以上により、今後の

 

新型コロナウイルス感

安

染症の感染状況は不透

全

明な部分はありますが

に

、ウィズ
コロナ・アフ

安

ターコロナを見据えた

心

取組みが進んでいるこ

し

とから、評価をAとし

て

ました。

施策の方向性

暮

の進捗状況
施策の方向

ら

性 2018年度 201

せ

9年度 2020年度 2

る

021年度 2022年

ま

度
(1)こころと体の

ち

健康管理・予防対策を

づ

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ進めます

(2

く

)生活衛生の確保を図

り

ります

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
(3)

19



総

でいることから、評価

計

を「Ａ」にしました
。

掲

施策の方向性の進捗状

載

況
施策の方向性 201

頁

8年度 2019年度 2

6

020年度 2021年

2

度 2022年度
(1)

、

救急救命体制および防

6

火安全対策を

Ａ Ａ Ａ Ａ

3

強化します

(2)消防

３

体制を充実強化します

．

Ａ Ａ Ａ Ａ

市民の意識 2

消

017年度 2019年

防

度 2021年度

55.

・

1 57.3 63.2消

救

防・救急救命体制が充

急

実していると感じてい

救

る市民の割合

命体制の充実 担当部局 消防局

施策名 関連部局
市民の生活を守る消防・救急救命体制のさらなる充実に取り組みます。 消防局

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

消防・救急救命体制の充実のために、
○救急救命に係る取組みについて、新型コロナウイルス感染症まん延時においても、救急活動に支
障が出ないよう、簡易型アイソレータの導入による職員の感染防止対策や、搬送困難事例に対応す
るため、傷病者が待機できる酸素ステーションの設置を実施する等、救急対応に万全を期しました
。また、救命力世界一推進事業として、救急活動の円滑化のため、救急タグの普及啓発を実施した
ほか、新型コロナウイルス感染症がまん延するなかでも、ＷＥＢ講習の活用や、感染対策を講じて
救命講習を実施することで、前年度よりも多くの受講者数を達成するなど、「救命力世界一」の取
組

2

みを推進しました。
○

0

防火・防災対策に係る

2

取組みについては、高

2

齢者に対する防火広報

年

や住宅用火災警報器の

度

設置・
維持に係る広報

政

のほか 、防火対象物

策

等の違反是正の推進な

評

ど、火災予防体制の充

価

実強化を図りま
した。

（

 また、災害時におけ

施

る自主救護能力を向上

策

させるため、二次元コ

）

ードにより訓練の各動

シ

作
を確認できる「防災

ー

訓練ハンドブック」を

ト

活用して、自主防災組

（

織、消防防災協力事業

2

所等に対す
る効果的な

0

防災訓練指導を行い、

2

新型コロナウイルス感

1

染症がまん延するなか

年

でも、感染対策を講
じ

度

て防災訓練を実施する

実

ことで、前年度よりも

施

多くの参加組織数を達

分

成し、地域防災力を高

）

めまし
た。
○消防体制

章

の強化については、消

第

防車両の更新整備や耐

2

震性貯水槽の整備など

 

、防災基盤を強化す
る

章

とともに、消防団の活

 

動支援、条例改正によ

安

る消防団員の処遇改善

全

、消防団員に対する教

に

育訓練
を実施し、災害

安

対応力と地域防災力を

心

高めました。 また、

し

広域連携による消防体

て

制の強化の取組
みとし

暮

て、豊中市・吹田市・

ら

 池田市・箕面市・摂

せ

津市の５市による消防

る

指令業務の共同運用に

ま

係
る調整、検討を行い

ち

、消防広域連携を推進

づ

しました。
　以上によ

く

り、消防・救急救命体

り

制の充実が着実に進ん

20



総

加え、未就学児の移動

計

経路
についても新たに

掲

対象として策定した「

載

豊中市通学路交通安全

頁

プログラム」に基づき

6

関係機関と連
携し、交

4

通安全対策を進めます

、

。
　以上により、安全

6

に安心して暮らせるま

5

ちづくりが着実にすす

４

んでいることから、施

．

策全体の評
価を「Ａ」

暮

としました。

施策の方

ら

向性の進捗状況
施策の

し

方向性 2018年度 2

の

019年度 2020年

安

度 2021年度 202

全

2年度
(1)防災力の

対

充実強化を図ります

Ｂ

策

Ｂ Ｂ Ａ
(2)犯罪や消

の

費者被害などの予防、

充

被害

Ａ Ａ Ａ Ａ拡大防止

実

を図ります

(3)交通

担

安全意識の向上を図り

当

ます

Ａ Ａ Ａ Ａ

市民の意

部

識 2017年度 201

局

9年度 2021年度

4

危

9.9% 49.8% 6

機

0.5%防災や防犯、

管

交通安全への対策が充

理

実していると感じてい

課

る市民の割合

施策名 関連部局
災害、犯罪、事故などの安全対策を進めるとともに、自ら守る、地域で 総務部、都市経営部、市

民協働部、都市基盤部、

守るという意識の醸成を図ります。 教育委員会

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

暮らしの安全対策の充実のために、
○防災公園の開設動画を視聴した小学生から「ベンチがキッチンになるなんてびっくりした」など
の感想があり、「防災公園の役割がわかった」との声がありました。また、とよなか防災アドバイ
ザー派遣制度の利用件数は減少しましたが、小学校区単位の災害リスクの周知やマイ・タイムライ
ンの作成などのアドバイスを行うことで、「避難ルートの確認など日頃の備えが重要と再認識した
」など意識の変化をうかがえる声がありました。今後は、住民自らが具体的な行動レベルに落とし
込むことが

2

必要です。その他、総

0

合ハザードマップの作

2

成・全戸配布をはじめ

2

、デジタルハザード
マ

年

ップや新型コロナウイ

度

ルス感染症に対応した

政

避難所開設訓練の動画

策

を公開しました。
〇見

評

守りカメラ等の管理・

価

運用により事件の早期

（

解決や街頭犯罪件数の

施

減少に結びつきました

策

。
○令和４年（202

）

2年）４月からの成年

シ

年齢引き下げを迎える

ー

にあたり、市内高等学

ト

校において、契
約上の

（

注意点や巻き込まれや

2

すいトラブル事例など

0

を紹介したＤＶＤを作

2

成・配布するとともに

1

同
ＤＶＤを活用した出

年

前講座を行いました。

度

出前講座を行うことに

実

より、「保護者の同意

施

なしに契約
ができるよ

分

うになるのでトラブル

）

を防ぐために契約書の

章

詳細をしっかりと読ま

第

なければならない」
な

2

どの声をいただきまし

 

た。またワクチン接種

章

や給付金の支給など社

 

会情勢にあわせた手口

安

に対す
る周知・啓発に

全

より、特殊詐欺被害を

に

未然に防ぐための情報

安

発信に努めました。
〇

心

交通安全教室や街頭啓

し

発等はコロナ禍でオン

て

ライン形式の教室など

暮

代替方法の実施でした

ら

が、新
型コロナウイル

せ

ス感染拡大による外出

る

自粛の影響もあり市内

ま

の交通事故件数は減少

ち

しました。関係
機関と

づ

連携し、啓発を継続し

く

て行うとともに、市立

り

41小学校の通学路に

21



頁

進するための総合的な

6

Ａ Ａ Ａ Ａしくみづくり

8

を進めます

(2)自然

、

環境や都市のみどりを

6

身近に感

Ｂ Ｂ Ｂ Ａじら

9

れる快適な環境づくり

、

を進めます

(3)環境

7

汚染防止対策など生活

0

環境の改

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ善を

１

進めます

市民の意識 2

．

017年度 2019年

快

度 2021年度

65.

適

7 65.9 70.6良

な

好な環境が保全され、

都

快適な都市環境づくり

市

が進んでいるまちだと

環

思
う市民の割合

境の保全・創造 担当部局 環境部

施策名 関連部局
良好な環境が保全され、うるおいのある自然環境や都市のみどりのもと 都市活力部、環境部、都

市基盤部

で、心豊かな暮らしができるよう取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

快適な都市環境の保全・創造のために、
〇「とよなか市民環境展」は、来場者にSDGｓを意識しながら環境問題を身近に感じてもらうこと
が出来た結果、実施した来場者アンケートから幅広い年代に環境問題に関する意識を向上させるこ
とができました。環境交流センターは、新型コロナウイルスの影響で来館者数が大幅に減少しまし
たが、新しい手法を取り入れるなど、コロナ禍の状況に対応しながら、地球環境の保全等の事業を
実施するとともに、地域活動団体との連携やSDGｓを意識した事業を進めた結果、市民アンケート
で高い満足度を得

2

ることができました。

0

○令和3年度から新た

2

に実施した「花とみど

2

りの名所づくり」にお

年

いて、54箇所の市民

度

による花壇
活動を市H

政

Pやイベントで展示す

策

ることで、市民の緑化

評

活動の意欲向上につな

価

がりました。また、「

（

みどりのフォーラム」

施

、「みどりのつどい」

策

などの緑化イベントを

）

市内でも緑化率が低い

シ

南部地域
にて初めて開

ー

催し、広く緑化の啓発

ト

が行えました。
○千里

（

中央公園では、公民連

2

携事業による公園の再

0

整備に向け、公募によ

2

り事業者を選定すると

1

と
もに、トイレやベン

年

チ等の施設改修工事を

度

実施し、公園活性化に

実

向けた民間活力導入や

施

公園利用者
の利便性向

分

上につながりました。

）

○環境汚染防止対策に

章

ついては、航空機騒音

第

を除き良好な状態を保

3

っています。航空機騒

 

音につい
ては、新型コ

章

ロナウイルスの影響を

 

受けた減便により、以

活

前より騒音値が減少し

力

ている状況が続い
てい

あ

ますが、環境基準を達

る

成していない状況です

快

。
　以上により、目標

適

に向け概ね順調に進ん

な

でいること、また市民

ま

の意識も向上してきて

ち

いることか
ら、施策全

づ

体の評価を「A」とし

く

ました。

施策の方向性

り

の進捗状況
施策の方向

総

性 2018年度 201

計

9年度 2020年度 2

掲

021年度 2022年

載

度
(1)環境政策を推

22



頁 72、73

２．低炭素・循環社会の構築 担当部局 環境部

施策名 関連部局
市民一人ひとりが、環境にやさしいライフスタイルを実践し、協働して 環境部

環境に配慮したまちづくりに取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

低炭素・循環型社会の構築のために、
〇「第2次豊中市地球温暖化防止地域計画」を改定し、ゼロカーボンシティ実現に向けての方向性
を明らかにすることができました。また、NATS4市による「地球温暖化対策の自治体間連携に関す
る基本協定」を締結し、4市の給水スポットマップの作成や再生可能エネルギーの普及促進をテー
マとした動画作成など、広域連携を活用した共同事業を実施することができました。
○食品ロス削減に向けた賞味・消費期限内の食品を有効活用するフードドライブの実施やペットボ
トル削減に向けたマイボトルの持参を促進するための給水機の設置など、ご

2

みの減量に取り組みま

0

した。また、コロナ禍

2

により事業系ごみ量は

2

引き続き減少したこと

年

もあり、ごみの焼却処

度

理量は年
度目標値を下

政

回りました。
　今後も

策

新型コロナウイルス感

評

染症がごみの排出量に

価

影響を与える可能性が

（

ありますが、目標に向

施

け順調に進んでいるこ

策

とから、施策全体の評

）

価を「A」としました

シ

。

施策の方向性の進捗

ー

状況
施策の方向性 20

ト

18年度 2019年度

（

2020年度 2021

2

年度 2022年度
(1

0

)低炭素社会の実現に

2

向けた取組みを

Ｂ Ｂ Ａ

1

Ａ進めます

(2)循環

年

型社会の構築に向けた

度

取組みを

Ｂ Ｂ Ａ Ａ進め

実

ます

市民の意識 201

施

7年度 2019年度 2

分

021年度

52.9 5

）

4.4 62.5環境に

章

やさしいまちだと感じ

第

ている市民の割合

3 章 活力ある快適なまちづくり 総計掲載
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頁

ーに頼らなくても移動

7

できる

Ｂ Ａ Ａ Ａ交通体

4

系の整備をめざします

、

市民の意識 2017年

7

度 2019年度 202

5

1年度

65.3％ 65

３

.4％ 71.2％道路

．

・上下水道などが充実

都

していると思う市民の

市

割合

基盤の充実 担当部局 都市基盤部

施策名 関連部局
快適な暮らしを守るために、道路・上下水道などの都市基盤の充実に取 財務部、都市計画推進部

、都市基盤部

り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ａ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

都市基盤の充実のために、
○木造住宅の耐震改修補助、震災対策除却補助については、コロナ禍の影響で事業の機運が高まら
ず、電子申込による相談受付や郵送による手続きなども可能としましたが、補助件数は減少しまし
た。コンクリートブロック塀撤去補助は例年並みであり、まちの安全性の向上に寄与しました。ま
た、庄内・豊南町地区の木造住宅の除却費補助や道路整備などを実施し、庄内・豊南町地区の不燃
化に寄与しました。今後も建物所有者等に耐震化促進や不燃化に関する普及啓発を行い、災害に強
いまちづくりの推進に向けた取り組みを進めます。
○上下水道施設を整備し、災害

2

や事故に強い施設づく

0

りを進めました。今後

2

も、安定的に財源を確

2

保しながら、「第２次

年

とよなか水未来構想」

度

に示す施策を進めます

政

。
〇歩道改良実施計画

策

（改訂版）に基づく改

評

良工事を進め、計画延

価

長23kmの内、これ

（

までに17.9kmの

施

バリアフリー化が完了

策

しました。
〇公共交通

）

改善計画に基づき、南

シ

部地域のデマンド型乗

ー

合タクシー及び豊中東

ト

西線バスの運行を開
始

（

することで交通空白地

2

が解消されました。ま

0

た、シェアサイクルの

2

エリアを市域全域に拡

1

大し、
月の利用回数が

年

事業開始時の約8倍に

度

増加しました。今後は

実

西部地域のデマンド型

施

乗合タクシーの
路線定

分

期運行の拡大、南部地

）

域のデマンド型乗合タ

章

クシーのルート・停留

第

所の見直し、豊中東西

3

線
バスのダイヤ見直し

 

など、さらなる交通環

章

境の充実のための施策

 

を進めます。
　以上に

活

より、都市基盤の充実

力

が着実に進んでいるこ

あ

とから施策全体の評価

る

を「A」としました。

快

施策の方向性の進捗状

適

況
施策の方向性 201

な

8年度 2019年度 2

ま

020年度 2021年

ち

度 2022年度
(1)

づ

安心して暮らせる市街

く

地の形成を進

Ａ Ａ Ａ Ａ

り

めます

(2)安全で安

総

心して移動できる総合

計

的な

Ａ Ａ Ａ Ａみちづく

掲

り、交通環境づくりを

載

進めます

(3)マイカ
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頁

取組みや、社会環境の

7

変化に応じた住まいの

6

確保策については、コ

、

ロナ禍により開発計画

7

の見直し
に時間を要し

7

ていることや、各々の

、

方針や計画における目

7

標に向けた事業の遂行

8

が必要であるため
、施

４

策全体の評価を「Ｂ」

．

としました。

施策の方

魅

向性の進捗状況
施策の

力

方向性 2018年度 2

的

019年度 2020年

な

度 2021年度 202

住

2年度
(1)地域特性

環

を生かした都市の拠点

境

づく

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂりを進め

の

ます

(2)社会環境の

形

変化に応じた住まいの

成

確

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ保を支援し

担

ます

(3)まちの魅力

当

として継承される住環

部

境

Ａ Ａ Ａ Ａづくりを進

局

めます

(4)まちの魅

都

力を高める都市景観づ

市

くり

Ａ Ａ Ａ Ａを進めま

計

す

市民の意識 2017

画

年度 2019年度 20

推

21年度

69.4％ 6

進

9.2％ 73.3％住

部

環境が魅力的だと思う

施

市民の割合

策名 関連部局
良好な住環境を保全・継承し、誰もが快適に暮らしやすい魅力的なまち 都市経営部、都市活力部

、財務部、都市計画推進

づくりに取り組みます。 部、都市基盤部

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

魅力的な住環境の形成のために、
○地域特性を活かした都市の拠点づくりについて、千里中央地区の土地区画整理事業認可に向けた
事業者との協議・調整について取り組み方針を公表し、検討状況を明らかにしました。大阪国際空
港や周辺地域の活性化に取り組むとともに、大阪国際空港周辺地域の今後の都市基盤となる施設整
備の方向性を示す大阪国際空港周辺地域整備構想を策定するなど、各地域の特性を活かしたまちづ
くりを進めました。豊中地区では、豊中駅周辺再整備構想を策定し、取組方針の実現化に向けて優
先的に取り組む事項

2

を示しました。
○社会

0

環境の変化に応じた住

2

まいの確保について、

2

居住支援協議会では、

年

ケース会議の実施など

度

に
より、住宅確保要配

政

慮者の円滑な支援に寄

策

与しました。市営岡町

評

北住宅１・２棟の建替

価

えを完了し
、宝山住宅

（

として管理開始しまし

施

た。住宅・住環境に関

策

する基本方針の中間見

）

直しを行い、住宅マ
ス

シ

タープランとして改定

ー

し良好な住環境の維持

ト

に向けた目標及び取組

（

みの方向性を明らかに

2

しまし
た。また、分譲

0

マンション管理適正化

2

のため、マンション管

1

理適正化推進計画を策

年

定しました。
○まちの

度

魅力として継承される

実

住環境づくりについて

施

、まちづくりのルール

分

となる地区計画の策定

）

支援、建築物の新築・

章

増改築時の審査、管理

第

不全空き家の所有者等

3

への啓発、指導・助言

 

等を行い
住環境の維持

章

向上に寄与しました。

 

○まちの魅力を高める

活

都市景観づくりについ

力

て、市制施行８５周年

あ

事業として、都市デザ

る

イン賞・
まちなみ市民

快

賞を実施し、景観に対

適

する意識の高まりにつ

な

なげました。また、新

ま

千里西町３丁目地
区を

ち

都市景観形成推進地区

づ

に指定し、住民発意に

く

よる住環境の保護を推

り

進しました。
　以上に

総

より、事業全体は順調

計

に進んでいますが、地

掲

域特性を活かした都市

載

の拠点づくりのための
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頁

020年度 2021年

8

度 2022年度
(1)

0

地域産業の活性化によ

、

る都市のにぎ

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

8

わいづくりを進めます

1

(2)新たな事業の創

５

出や担い手の育成を

Ｂ

．

Ｂ Ｂ Ｂ支援します

市民

産

の意識 2017年度 2

業

019年度 2021年

振

度

16.5 18.2 2

興

7.9地域産業が活性

の

化していると感じる市

充

民の割合

実 担当部局 都市活力部

施策名 関連部局
地域社会を支えてきた産業のさらなる振興を図るとともに、企業立地の

促進に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

産業振興の充実のために、
〇新型コロナウイルス感染症に伴う事業者支援として、「地域経済再生支援プログラム」に基づき
、事業継続を支援するための「小規模事業者事業継続応援金」、新しい生活様式に対応した取組み
を支援する「売上アップ応援金」を交付したほか、市内経済再生のために「キャッシュレス決済ポ
イント還元事業」や「プレミアム付商品券事業」といった消費喚起策により、市内店舗の売上げ増
加やキャッシュレス決済の普及を図ることで約77億円を超える額が市内に還流しました。
〇「豊中市新・産業振興ビジョン」を策定し、新型コロナウイルス感染症の拡大がもたらした、産
業構造や労働環境の

2

変化に適応した新たな

0

時代の産業振興のあり

2

方を示しました。20

2

22年度からは
、同ビ

年

ジョンに基づき、産業

度

振興策を実施します。

政

〇立地促進奨励金は、

策

支払件数26件のうち

評

、19件が産業誘導区

価

域内での立地によるも

（

ので、区域内
への産業

施

集積が進みました。ま

策

た、土地利用規制の導

）

入や立地支援施策の拡

シ

充により、事業所の集

ー

積を誘導し、産業振興

ト

を図る区域として重点

（

エリアの指定に向け、

2

候補地である「原田中

0

一丁目地
区」の関係者

2

（地権者や土地建物の

1

所有者）へのヒアリン

年

グを行い、合意形成を

度

図りました。今後
も産

実

業誘導区域への企業立

施

地の取組みを推進する

分

とともに、重点エリア

）

の指定・拡大を行い、

章

操業
環境の維持・形成

第

を図ります。
〇とよな

3

か起業・チャレンジセ

 

ンターを「北おおさか

章

信用金庫豊中支店」6

 

階に仮移転し、Wi-

活

Fi環
境や大型モニタ

力

ーを利用したオンライ

あ

ン会議、商談、テレワ

る

ークなど、同施設を利

快

用した新たな取
組みが

適

実施されるとともに、

な

きめ細やかな相談対応

ま

により起業に向けた相

ち

談件数が増加しました

づ

。
　以上により、産業

く

振興の充実は進んでい

り

ますので、施策全体の

総

評価はＡとしました。

計

施策の方向性の進捗状

掲

況
施策の方向性 201

載

8年度 2019年度 2
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く

いての情報発信や、接

り

種支援業務を実施し、

総

外国人が安心
・納得し

計

て接種をすることがで

掲

きました。
　以上の取

載

組み等により、施策全

頁

体の評価は「Ａ」とし

8

ました。

施策の方向性

4

の進捗状況
施策の方向

、

性 2018年度 201

8

9年度 2020年度 2

5

021年度 2022年

、

度
(1)非核平和都市

8

の実現をめざします

Ａ

6

Ａ Ａ Ａ
(2)同和問題

１

をはじめ、さまざまな

．

人権

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ課題に関

共

わる差別の解消を図り

に

、人権文
化の創造を進

生

めます
(3)男女共同

き

参画社会の実現に向け

る

た取

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ組みを進

平

めます

(4)多文化共

和

生のまちづくりを進め

な

ます

Ａ Ａ Ａ Ａ

市民の意

ま

識 2017年度 201

ち

9年度 2021年度

3

づ

8.0％ 40.0％ 5

く

2.3％人権が尊重さ

り

れていると感じている

担

市民の割合

当部局 人権政策課

施策名 関連部局
年齢や性別、国籍などのちがいにとらわれず、お互いの存在を理解し尊 都市活力部

重しあって、共に生きる平和な社会の実現に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

共に生きる平和なまちづくりのために、
〇平和展示室をリニューアルするとともに、空襲被災者や引揚者など市民の聞き取り及び映像化を
行い来館者からは大変わかりやすくなったとの感想をいただきました。引き続き、戦争被災や疎開
体験等の映像化を行うとともに、市民から軍装品などの戦争遺品の寄贈を受け付け、展示内容の充
実を図ります。
〇同和行政を取り巻く環境の変化や意識調査結果､同和問題解決推進協議会答申をふまえ､人権文化
に根ざした安心して暮らせる地域社会の実現と市民の主体的に学ぶ力､行動する力を育てること

2

を
新たに施策の基本的

0

方向に位置づけ豊中市

2

同和行政基本方針を改

2

定しました｡同和問題

年

をはじめ人
権に対する

度

誤解や偏見に対して疑

政

問を感じ反論できる力

策

を身につけられるよう

評

引続き啓発します。
○

価

事業所経営者・管理職

（

及び女性社員向けにセ

施

ミナーを開催すること

策

で、女性活躍につなが

）

る経営
の視点や女性社

シ

員のキャリアデザイン

ー

を個別に検討し、各事

ト

業所の職場風土の改善

（

に向けた取組み
につな

2

げることができました

0

。すてっぷに経済的な

2

理由で生理用品を購入

1

できない女性を対象と

年

し
た相談窓口を設置し

度

44件受け付けるとと

実

もに、令和4年1月か

施

ら就職面接用スーツ等

分

の貸出し事業を
開始し

）

13人に貸し出すなど

章

、経済面で困難を抱え

第

る女性等への支援を実

4

施しました。
○コロナ

 

禍における外国人市民

章

への影響を把握し施策

 

へ反映させるため、ア

い

ンケートとインタビュ

き

ーによる調査を実施し

い

、外国人市民が地域社

き

会とのつながりの弱さ

と

などから情報へのアク

心

セスに困
っているなど

豊

の実態を把握すること

か

が出来ました。今後は

に

、多文化共生のプラッ

暮

トフォームとなる
ネッ

ら

トワーク会議を設置し

せ

、課題解決のための施

る

策等の検討を行います

ま

。保健所と連携し、多

ち

言語
による新型コロナ

づ

ウイルス予防接種につ
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くり 総計掲載頁 88、89

２．市民文化の創造 担当部局 都市活力部

施策名 関連部局
文化芸術活動の場や機会を充実させ、歴史・文化遺産を大切に受け継ぎ 都市経営部、都市活力部

、教育委員会

、魅力あふれる市民文化の創造に取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

市民文化の創造のために、
○オンラインを活用したWEB豊中まつりをはじめ、まちなかクラシックや美術展、文化芸術祭など
、感染対策を講じながら実施し、コロナ禍でも文化芸術活動の推進につなげました。
〇次代を見通した人材育成のため、小学4年生を対象にした舞台芸術体験事業の実施や0歳からのコ
ンサート、こども園へのアーティスト派遣など、子どもが文化芸術に触れる機会を創出しました。
参加者からも文化芸術に触れるいい機会であったとの感想もあったことから、今後も感染防止対策
を講じながら、次代を見通した人材育成の

2

ための事業などを積極

0

的に実施していきます

2

。
〇郷土資料館の開館

2

準備を進めるとともに

年

、旧新田小学校の公開

度

再開や史跡名勝の一般

政

公開を通し
て、市民が

策

郷土の歴史や文化財に

評

親しむことのできる機

価

会を増やしました。ま

（

た国名勝西山氏庭園
・

施

国史跡春日大社南郷目

策

代今西氏屋敷の保存活

）

用計画を作成し、歴史

シ

・文化資源の保存・活

ー

用に向
けた取り組みを

ト

進めました。
　以上、

（

コロナ禍においても、

2

さまざまな開催手法で

0

事業を開催し、市民が

2

文化芸術や郷土の歴史

1

、文化財に親しむ機会

年

を創出し、市民の意識

度

も向上していることか

実

ら、施策全体の評価を

施

「A」と
しました。

施

分

策の方向性の進捗状況

）

施策の方向性 2018

章

年度 2019年度 20

第

20年度 2021年度

4

2022年度
(1)文

 

化芸術の創造、歴史・

章

文化資源の

Ｂ Ｂ Ａ Ａ保

 

全・活用を進めます

市

い

民の意識 2017年度

き

2019年度 2021

い

年度

57.0 58.6

き

64.2文化的なまち

と

であると感じている市

心

民の割合

豊かに暮らせるまちづ
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く

康で生きがいをも

Ａ Ａ

り

Ａ Ａって暮らせる環境

総

づくりを進めます

市民

計

の意識 2017年度 2

掲

019年度 2021年

載

度

46.9 49.6 5

頁

9.3生きがいをもっ

9

て心豊かに暮らせると

0

感じている市民の割合

、91

３．健康と生きがいづくりの推進 担当部局 教育委員会

施策名 関連部局
誰もが学びや運動などの生きがいを通して、地域とつながり健やかで心 都市活力部、市民協働部

、健康医療部、教育委員

豊かに暮らせるよう取り組みます。 会

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ
総合評価の理由

健康と生きがいづくりの推進のために、
〇豊中市の歴史・文化を身近に触れ合う場となる郷土資料館の開館に向け、展示レイアウトの検討
のほか、必要な設備の更新・修繕などの準備を進めました。
図書館では、図書館Webサイトより、来館前に資料予約を可能にし、ＩＣＴを活用し利便性の向上
を図りました。また、電子書籍の導入に向けて市場動向を踏まえながら、各提供事業者のサービス
内容や実績などについて比較検討を行うなどの準備を進めました。
公民館では、公民館講座のオンライン配信を行い、より広い市民が講座へ

2

参加することが可能と

0

な
りました。今後も、

2

ＩＣＴ機器やインター

2

ネットを活用して、コ

年

ロナ禍においても多様

度

な手法によ
る学習機会

政

の充実に努めます。
こ

策

れらの取組みにより、

評

生涯を通した学びの機

価

会の充実と成果を活か

（

せる場や機会づくりを

施

進める
ことができまし

策

た。
○健康で生きがい

）

をもって暮らせる環境

シ

づくりについては、と

ー

よなかパワーアップ体

ト

操を実施する
自主グル

（

ープへの継続支援とし

2

て、質問票による健康

0

状態の把握、体力測定

2

を通じ、新型コロナ影

1

響下におけるフレイル

年

（虚弱化）を早期に発

度

見し医療への受診勧奨

実

・介護サービスの紹介

施

等切れめ
のない支援を

分

実施しました。また、

）

武道館ひびきに空調設

章

備を導入し、安心安全

第

にスポーツを楽し
める

4

環境を整えました。
　

 

以上により、健康と生

章

きがいづくりのための

 

支援に加え、コロナ禍

い

における図書館・公民

き

館のＩ
ＣＴを活用した

い

取組みによる事業の新

き

たな形成を図ったこと

と

により、施策全体の評

心

価は「Ａ」とし
ました

豊

。

施策の方向性の進捗

か

状況
施策の方向性 20

に

18年度 2019年度

暮

2020年度 2021

ら

年度 2022年度
(1

せ

)生涯を通した学びの

る

機会の充実と成

Ｂ Ｂ Ｂ

ま

Ａ果を生かせる場や機

ち

会づくりを進めます

(

づ

2)生涯を通じて、健
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9

定に向けた支援を行い

4

ました。今後は、地域

、

自治組織設立に向けた

9

機運の形成及び、設立

5

し
ている地域における

１

取組みの充実に向け、

．

支援を行います。
　以

情

上により、情報共有・

報

参画・協働に基づくま

共

ちづくりは進んでいま

有

すが、庁内における協

・

働の
意識の浸透等、今

参

後さらなる充実の必要

画

があるため、施策全体

・

の評価を「B」としま

協

した。

施策の方向性の

働

進捗状況
施策の方向性

に

2018年度 2019

基

年度 2020年度 20

づ

21年度 2022年度

く

(1)市政情報の発信

ま

・提供・公開を推進

Ｂ

ち

Ｂ Ａ Ａします

(2)市

づ

民が参画できる機会の

く

充実を図り

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂま

り

す

(3)地域課題の共

担

有を図り、協働による

当

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂまちづくりを

部

推進します

(4)多様

局

な人たちが関わる地域

市

自治の推

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ進を

民

図ります

市民の意識 2

協

017年度 2019年

働

度 2021年度
－

部

施策名 関連部局
人と人、人と地域、地域と地域が支えあいながら安心して暮らせる地域 総務部、人権政策課、都

市経営部、財務部、市民

コミュニティを形成し、市民・事業者・行政が目標を共有し、それぞれ 協働部、教育委員会

の役割を意識してまちづくりに取り組みます。

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ
総合評価の理由

情報共有・参画・協働に基づくまちづくりのために、 
○広報活動に関し、ホームページ改修やオンラインメディアへの情報発信の開始、受信者が受け取
る情報を選ぶことができるLINE機能の充実により、効果的に必要な人へ必要な情報を届けました。
今後は、災害発生時などアクセスが集中した際のホームページへのアクセス負荷軽減や、リニュー
アル広報誌の発行により、より効果的な情報発信を行っていきます。
○広聴活動に関

2

し、オンライン出前講

0

座の対象テーマ拡大や

2

、LINEによる市民

2

の声・パブリックコ
メ

年

ントの受付を実施した

度

結果、市民の声の件数

政

が898件（2020

策

年度）から1,059

評

件に増えるなど、市
政

価

参画の機会が拡大しま

（

した。
〇市民公益活動

施

助成金は、初動支援コ

策

ース及び自主事業コー

）

スに加え、新型コロナ

シ

対策に関する助
成を行

ー

いました。通常のコー

ト

スの実績件数はコロナ

（

禍でも例年並みとなる

2

とともに、新型コロナ

0

対
策事業での助成金交

2

付は19事業となり、

1

コロナ禍における諸課

年

題解決の一助となりま

度

した。また、
市民活動

実

情報サロンを（仮称）

施

南部コラボセンターに

分

(仮称)市民活動支援

）

センターとして機能移

章

転
することに伴い、事

第

前説明会や意見交換会

5

を実施し、豊中市の市

 

民公益活動の成り立ち

章

や意義、基
本姿勢を再

 

確認するとともに、施

施

設の概要や実施予定事

策

業の内容等の説明を行

推

いました。
○地域自治

進

組織の認知度を高める

に

ことや、地域で取り組

向

まれている先進事例な

け

どを紹介することを
目

た

的に、地域自治組織の

取

活動情報誌を新たに発

組

行し、自治会長等に配

み

布しました。また、２

総

小学校
区における地域

計

づくり活動計画策定に

掲

向けた取組みに関し、

載

会議への参加や地域に

頁

関わる情報提供
等、策
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9

年の国勢調査において

6

、平成2年（1990

、

年）国勢調査以来、３

9

０年ぶりに人口が４０

7

万人を超
えました。都

、

市の魅力を高め、社会

9

情勢の変化に対応する

8

など持続可能な行財政

２

運営が推進できて
いる

．

ことから、評価を「Ａ

持

」としました。

施策の

続

方向性の進捗状況
施策

可

の方向性 2018年度

能

2019年度 2020

な

年度 2021年度 20

行

22年度
(1)公正で

財

効果的・効率的な市政

政

運営を

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ進めま

運

す

(2)適正な公共施

営

設マネジメントを進め

の

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂます

(3)都

推

市の価値の創造と魅力

進

の発信を進

Ａ Ａ Ａ Ａめ

担

ます

(4)多角的な連

当

携に取り組みます

Ｂ Ｂ

部

Ａ Ａ

市民の意識 201

局

7年度 2019年度 2

都

021年度
－

市経営部

施策名 関連部局
効果的・効率的に施策を展開し、都市の価値を高めながら、持続可能な 危機管理課、総務部、都

市経営部、環境部、財務

行財政運営を推進します。 部、市民協働部、福祉部

、こども未来部、都市計

画推進部、都市基盤部、

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｂ Ａ Ａ Ａ
総合評価の理由

持続可能な行財政運営の推進のため、
○新型コロナウイルス感染症対策などの影響で、例年と比べて歳出が増えましたが、国の臨時交付
金の活用や市税・各種交付金の回復、事業見直し等による財源の創出で今必要な投資を継続しつつ
、実質収支は黒字を達成しました。次年度以降もコロナ禍に対応する財政運営として、引き続き財
源創出・投資・変革の好循環を継続します。また中長期的には、税データの分析をもとに、市民所
得向上と経済循環による税収向上策の実施を通じ、コ

2

ロナ後の好循環の強化

0

をめざします。
○市制

2

施行８５周年に際し実

2

施した久石譲氏と日本

年

センチュリー交響楽団

度

による記念コンサート

政

や
、南部地域の魅力向

策

上事業として実施した

評

路上での音楽演奏会、

価

モノレール大阪空港駅

（

や市内各所
で行った「

施

豊中ストリートピアノ

策

プロジェクト」などに

）

より、「音楽あふれる

シ

まちとよなか」のブ
ラ

ー

ンドイメージを高めま

ト

した。また、助成金制

（

度活用によるロックフ

2

ェスの誘致、インスタ

0

グラム
での魅力発信（

2

フォロワー数：前年度

1

末から814人増）に

年

取り組み、 豊中に関

度

心を持つ人の増加に
つ

実

なげました。
○手続き

施

のオンライン化の拡大

分

やLINEを活用した

）

相談窓口予約の導入な

章

どのデジタル・ガバメ

第

ント
戦略に基づく取組

5

みや、教育や防災など

 

の分野で民間事業者と

章

実証実験を行い、デジ

 

タル活用によ
るサービ

施

ス向上につなげました

策

。
○新型コロナウイル

推

ス感染症の拡大を受け

進

て「コロナ健康支援チ

に

ーム」を設置し、フレ

向

イル悪化や
認知機能の

け

低下など健康二次被害

た

を受けた人や感染から

取

の回復後も何らかの症

組

状を抱える人に対す
る

み

支援を行いました。今

総

後とも新たな行政課題

計

には年度途中であって

掲

も柔軟に組織を見直し

載

、効率
的な組織体制を

頁

構築します。
2020
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1

・今後想定される事項

 

〇産後ケア事業利用者

章

アンケートにおいて、

 

産婦のケアや休息のさ

子

らなる充実が求められ

ど

ています。
〇特定不妊

も

治療の保険適用化に伴

・

い、国の補助制度が終

若

了するため、新たな支

者

援が求められています

が

。
〇育児支援家庭訪問

夢

で継続支援している家

や

庭に育児及び家事援助

希

が必要です。

今後の方

望

針
〇産後ケア事業の利

を

用者ニーズに対応する

も

ため、利用時間を延長

て

し支援充実に取り組み

る

ます。
〇不妊症の検査

ま

及び治療にかかる費用

ち

助成及び不妊症、不育

づ

症に係る相談支援に取

く

り組みます。
〇育児支

り

援家庭訪問で継続支援

総

している家庭を対象に

計

、専門的相談支援に加

掲

え、育児及び家事援助

載

の支援を行い、訪問型

頁

支援の充実を図ります

4

。

施策の方向性の進捗

4

状況
2018年度 20

施

19年度 2020年度

策

2021年度 2022

名

年度

B B B B

１．子育て支援の充実 担当部局 健康医療部

施策の (1)産前・産後の切れめない支援を進めます
関連部局

こども未来部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

相談（母子保健） 妊産婦、乳幼児に関する相談について専門職が応じました。特に、身近に支援がなく

育児不安が高い産婦を産後ケア事業につなげました。

乳幼児健康診査 新型コロナウイルス感染症拡大防止策を講じた健診実施（密を避けた体制、消毒の徹

底、定員の抑制、実施回数の追加）を実施しました。

不妊に悩む方への特定治療支援事業 特定不妊治療にかかる医療費の一部助成を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
妊娠届が満11週までに提出される割合 地域保健・健康増

％ 100 96.6 96.9 97.8 97.8
進事業報告

2
妊娠出産について満足している者の割合 健やか親子２１

％ 80 78.2 80.2 77.2 79.4

3
こんにちは赤ちゃん（乳児家庭全戸訪問）面談 担当課調査

％ 100 94.6 97.1 97.1 97.3
率

4
健康診査受診率（4か月児） 担当課調査

％ 100 97 97.1 95.2 97.1

5

成果
〇増加する産後ケア需要に対し、産後ケアの対象期間・実施医療機関を

2

拡充し、支援を必要と

0

する産婦に適切なケア

2

を提
供したことにより

2

、産婦の育児不安を軽

年

減することができまし

度

た。
〇感染対策を講じ

政

た乳幼児健診（４か月

策

児、１歳６か月児、３

評

歳６か月児）を実施し

価

、緊急事態宣言措置期

（

間中（令和2
年3月～

施

5月）の中止による実

策

施時期の遅れを令和３

の

年度中に解消し、乳幼

方

児の健康の保持・増進

向

を図ることができまし

性

た
。
〇特定不妊治療の

）

助成に加え、不育症治

シ

療等の費用助成を開始

ー

し、子を望む夫婦への

ト

経済的負担を軽減する

（

ことができま
した。
〇

2

多胎妊婦への追加受診

0

券交付を６月から開始

2

するとともに、多胎児

1

家庭への伴走型の育児

年

・家事支援制度を７月

度

より開
始し、利用を希

実

望した家庭において家

施

事育児支援及び外出支

分

援を実施することで、

）

保護者の身体的な負担

章

感や育児不安の
軽減に

第

つなげました。

問題点

35



1

(3回)、講演会のオ

 

ンライン開催(閲覧
5

章

2名)を実施し、機運

 

醸成のための情報発信

子

を行い、イクボス宣言

ど

登録は、24企業・団

も

体となりました。
〇国

・

制度「低所得の子育て

若

世帯に対する子育て世

者

帯生活支援特別給付金

が

」及び「子育て世帯へ

夢

の臨時特別給付金」、

や

市制
度「とよなかっ子

希

応援特別給付金」及び

望

「保育施設等利用子育

を

て世帯への副食費給付

も

金」を支給し、コロナ

て

禍における子
育て世帯

る

の経済的負担等を軽減

ま

しました。また、利用

ち

者負担額(保育料)等

づ

の変更・還付について

く

は、緊急事態宣言など

り

の
期間を実績払いとす

総

る事務変更等により、

計

迅速化・省力化を図り

掲

、適正に還付を行いま

載

した。

問題点・今後想

頁

定される事項
〇保育ニ

4

ーズの地域傾向や全体

5

量のピークアウト、就

施

学前児童数の減少を見

策

据え、整備地域や確保

名

量を精査し、保育定員

１

の確保策を検討する必

．

要があります。
〇入所

子

・入園業務におけるデ

育

ジタル化等、利便性の

て

向上にむけた検討が必

支

要です。
〇養育費確保

援

のための強制執行への

の

支援など、ひとり親家

充

庭へのさらなる相談支

実

援の充実が必要です。

担

〇子育て家庭のワーク

当

ライフバランス推進の

部

ため、男性の家事・育

局

児に関する知識や方法

こ

を学べる機会の充実が

ど

必要です
。
〇多様な保

も

育ニーズについて、と

未

りわけニーズの高い休

来

日保育及び病児保育に

部

ついて、拡充の検討が

施

必要です。

今後の方針

策

〇多様な方策で保育定

の

員を確保するため、令

(

和5年度以降のとよな

2

か保育士助成金の見直

)

しに向けて検討します

安

。
〇入所等の各種手続

心

きの電子申込化や郵送

し

受付対応、入所入園に

て

関する相談にかかるL

子

INE予約、オンライ

育

ン相談の検討な
ど入所

て

・入園業務の最適化に

が

取り組みます。
〇養育

で

費確保に向けた事業の

き

利用促進を図るととも

る

に、養育費確保のため

よ

の弁護士費用補助制度

う

を創設します。
〇男性

支

の家事・育児に対する

援

意識改革やスキル取得

し

を支援する取組みを展

ま

開します。
〇休日保育

す

について、令和5年度

関

に実施箇所を増設する

連

ことをめざし、場所の

部

選定及び実施手法の検

局

討を行います。
〇病児

こ

保育について、新たに

ど

南部地域において実施

も

できるよう取組みを進

未

めます。 
〇各種給付

来

金等、経済的援助につ

部

いては、国の動向等に

、

注視し、迅速かつ適切

教

に対応していきます。

育

施策の方向性の進捗状

委

況
2018年度 201

員

9年度 2020年度 2

会

021年度 2022年

方

度

B B B B

向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

私立認定こども園等整備事業（私立認定 子育て安心プランに基づく保育定員の確保を図るため、補助金等を活用して民間保育

こども園等整備費本年度支出額） 所の整備を行い、令和3年度中に2施設で約90人分の保育定員を確保しました。

ひとり親家庭支援事業 ひとり親家庭の養育費確保に向けた事業を実施し、養育費保証促進補助金２件、公正

証書等作成費用補助金28件の申請がありました。

コロナ禍における子育て世帯への支援 子育て世代のワクチン接種を促進するため、全公立園で接種翌日の一時保育を実施し

ました。また、国制度や市制度の各種給付金を支給し、経済的負担を軽減しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
保育所等待機児童数（4月1日現在） 担当課調査

人 0 0 0 0 0

2
本市の合計特殊出生率 担当課調査

- 上昇 1.52 1.45 1.47 -

3
子育て相談件数（子育て支援センター） 担当課調査

件 増加 3,932 4,279 5,940 6,326

4
ひとり親家庭相談件

2

数 担当課調査
件 増加 9

0

84 1,086 1,0

2

52 1,276

5
子育

2

て家庭の不安感・負担

年

感 担当課調査
％ 35 4

度

0.9 - - -
（就学前

政

）

成果
〇新規施設の整

策

備や幼稚園の認定こど

評

も園化のほか、保育定

価

員確保緊急対策事業の

（

実施など多様な方策に

施

より保育定員を
確保し

策

、令和4年4月1日現

の

在の待機児童がゼロと

方

なりました。
〇令和4

向

年4月入所選考スケジ

性

ュールを前倒しし、A

）

I選考ツールを活用し

シ

て結果通知までの期間

ー

を短縮しました。
〇子

ト

育て世代のワクチン接

（

種を促進するため、接

2

種翌日の一時保育を実

0

施しました（全公立こ

2

ども園、無料）。
〇養

1

育費確保に向けた事業

年

を開始し、養育費保証

度

促進補助金2件、公正

実

証書等作成費用補助金

施

28件の申請がありま

分

した。
〇とよなかイク

）

ボス大使とのイクボス

章

ＨＰの運営や、市内事

第

業者向けチラシの配布
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1

9月に運営方針検討に

 

向けた保護者アンケ―

章

トを実施し、11月に

 

事業運営方針を決定し

子

ました。

問題点・今後

ど

想定される事項
〇子ど

も

もと一緒に外出しやす

・

い地域づくりを進める

若

ため、「とよなか子育

者

て応援団」の登録団体

が

増加や具体的な取組み

夢

の
周知が必要です。
〇

や

子育て世代のニーズを

希

ふまえた子育ち・子育

望

て支援情報の発信を強

を

化するため、「とよふ

も

ぁみ」の発信強化につ

て

いて検
討が必要です。

る

○育児支援家庭訪問で

ま

継続支援している家庭

ち

に育児及び家事援助が

づ

必要です。
〇公立こど

く

も園の地域子育て支援

り

拠点機能をより高める

総

必要があります。

今後

計

の方針
〇「とよなか子

掲

育て応援団」や「赤ち

載

ゃんの駅」への登録促

頁

進及び市民向け周知の

4

ためPR冊子を作成し

5

ます。
〇「とよふぁみ

施

」について、市民向け

策

の活用方法の発信や、

名

施設によるイベントI

１

Dの活用促進を行うこ

．

とで発信強化を図
ると

子

ともに、子育て世帯の

育

声を把握する等、より

て

適切かつ充実した子育

支

ち・子育て支援情報提

援

供を進めます。
○育児

の

支援家庭訪問で継続支

充

援している家庭を対象

実

に、専門的相談支援に

担

加え、育児及び家事援

当

助の支援を行い、訪問

部

型
支援の充実を図りま

局

す。
〇公立こども園の

こ

地域子育て支援拠点機

ど

能向上のため、令和4

も

年度から順次、副園長

未

などを対象に利用者支

来

援専門員（子
育て支援

部

コーディネーター）の

施

資格取得研修を実施し

策

、保護者へのきめ細や

の

かな相談対応など支援

(

を強化します。
〇地域

3

人材の「顔の見える関

)

係づくり」を強化する

地

ため、地域福祉ネット

域

ワーク（こども部会）

で

に子どもの居場所関係

妊

者
をメンバーに加える

産

とともに、年度当初に

婦

開催します。

施策の方

お

向性の進捗状況
201

よ

8年度 2019年度 2

び

020年度 2021年

乳

度 2022年度

B B B

幼

B

児期の親子を支えるしく
関連部局

こども未来部

方向性 みづくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

「子育ち・子育て支援行動計画」の推進 子ども健やか育み条例及び第２期子育ち・子育て支援行動計画に基づき、こども審議

会で進捗を管理しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域福祉ネットワーク（こども部会）校区連絡 担当課調査

校区 41 41 41 13 41
会　開催校区数

2
地域子育て支援事業実施箇所数（公立・民間就 担当課調査

か所 維持 17 18 18 18
学前施設等）

3
赤ちゃんの駅登録施設数 担当課調査

か所 維持 169 175 185 172

4
とよなか子育て応援団登録箇所数 担当課調査

か所 維持 133 185 200 212

5

成果
〇「とよなか子育て応援団」や「赤ちゃんの駅」周知のため、『みんなが子育て応援団』を合言葉に、シンボルマークを
4,896人の市民投票によりリニューアルするとともに、「とよなか子育て応援団」や「赤ちゃんの駅」をスポットとして
巡るモバイルスタンプラリーを実施し、1,068人が参加しました。
〇「とよふぁみ」を

2

リニューアルし、母子

0

手帳の補完機能等の機

2

能強化を行うとともに

2

、利用者アンケートで

年

利用状況や
今後のニー

度

ズを把握し、発信強化

政

方法を検討しました（

策

令和4年3月末時点ア

評

プリ登録数5,596

価

）。
〇子育て支援に関

（

わる支援者及び各関係

施

機関と連携し、子育て

策

世帯にSNS（ほっぺ

の

ちゃん通信・同時点フ

方

ォロワー数1,645

向

人）を活用し周知を行

性

うとともに、多胎児家

）

庭支援の実施など、市

シ

域全体における子育て

ー

支援の充実を図りまし

ト

た。
〇地域子育て支援

（

センターにおいて、緊

2

急事態宣言発令中の園

0

開放等の中止期間にお

2

いても、相談事業を継

1

続するととも
に、絵本

年

の貸し出しなどを通じ

度

た子育て相談を行いま

実

した。
〇（仮称）南部

施

コラボセンター内に設

分

置予定の（仮称）子育

）

て支援センターほっぺ

章

南部分室の検討のため

第

、6月に吹田市
視察、

37



1

による幼保小の接続・

 

連携をより効果的なも

章

のとするため、関係機

 

関と協力体制の充実・

子

強
化が必要です。
〇保

ど

育環境改善システムの

も

活用により職員の事務

・

改善・効率化を図るこ

若

とで、さらなる保育の

者

質の向上や保護者の利

が

便性
の向上につなげる

夢

必要があります。
〇民

や

間保育施設においても

希

、使用済み紙おむつの

望

廃棄処理について保護

を

者の要望が高まってい

も

ます。
〇保育士確保の

て

ため、新たな手法の検

る

討や就職フェアの充実

ま

など、取り組み強化が

ち

必要です。

今後の方針

づ

〇ガイドラインの活用

く

を促進し、公開保育や

り

実践報告会を開催する

総

ことで、教育・保育の

計

質の向上を進めます。

掲

また、令
和4年度の各

載

施設の園評価の状況公

頁

開に向け、引き続き、

4

同ガイドラインの周知

6

を図ります。
〇幼保小

施

の接続・連携について

策

、関係機関との連携・

名

協力体制の充実化を図

２

り、架け橋期の教育の

．

質向上や各校区におけ

保

る課題と解決策などを

育

協議し、幼保小の教育

・

連携を推進します。
〇

教

公立園職員の事務負担

育

軽減のため、カリキュ

の

ラムや保育日誌など保

充

育士等の作成書類につ

実

いて、保育環境改善シ

担

ステム
での作成・管理

当

を進め、さらなる保育

部

の質及び保護者の利便

局

性の向上に努めます。

こ

〇民間保育施設におい

ど

て、使用済み紙おむつ

も

を各施設で廃棄処理す

未

るための補助金の創設

来

を検討します。
〇令和

部

5年度（2023年度

施

）以降の保育士確保対

策

策の新たな手法を検討

の

・決定します。また、

(

就職フェアについて、

1

内容の
充実や求職者が

)

参加しやすい環境整備

保

など、保育士等確保の

育

取り組みを強化します

や

。

施策の方向性の進捗

幼

状況
2018年度 20

児

19年度 2020年度

教

2021年度 2022

育

年度

B B B B

の充実を進めます
関連部局

こども未来部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

公立こども園施設運営 12月から保育環境改善システムを全公立こども園で稼働し、保育士など職員の負担軽

減及び保護者の利便性の向上を図りました。

公立こども園施設管理 9月より公立こども園で使用済み紙おむつの廃棄処理を実施し、衛生環境の改善とと

もに、保護者の利便性向上を図りました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
就学前施設職員研修への参加人数（年間のべ人 担当課調査

人 1500 1,263 823 1,044 1,858
数）

2
幼保小連絡協議会夏期研修参加者 担当課調査

人 300 178 195 0 65

3

4

5

成果
〇公開保育を含む豊中市教育保育環境ガイドラインを活用した研修を公民施設を対象に3回実施し、園の自己評価手法や
教育・保育の質の向上に係る意見交換・情報共有などを行いました。また、ガイドラインに基づく3年間の取り組みをま
とめた冊子「みらいへ」を作成し、公民施設へ配布しました。
〇教育・保育内容に関して保護者から問合せや意見があった施設や障害児保育実

2

施園などに幼児教育サ

0

ポートセンターが
巡回

2

し（90施設・192

2

回）、ガイドラインに

年

基づく指導・相談・助

度

言を行いました。
〇全

政

公立園で保育環境改善

策

システムを稼働し、ア

評

プリでの欠席連絡やお

価

知らせ配信など保護者

（

の利便性が向上しまし

施

た。
また、全保育室に

策

タブレット端末を配備

の

し、保育士等の事務改

方

善を図り、教育・保育

向

に携わる時間の確保に

性

つなげました
。
〇幼保

）

小連携に係る取り組み

シ

として、小学校入学予

ー

定の児童向け動画「小

ト

学校ってどんなとこ」

（

を作成し、各施設に周

2

知
しました。
〇9月か

0

ら、全公立園で使用済

2

み紙おむつの廃棄処理

1

を開始し、保護者の負

年

担軽減につなげました

度

。

問題点・今後想定さ

実

れる事項
〇教育・保育

施

の質の向上のため、引

分

き続きガイドラインの

）

活用を促進する取り組

章

みが必要です。
〇幼児

第

教育サポートセンター
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1

するために派遣人数の

 

拡充が必要です。
○デ

章

ジタル教科書等につい

 

ては、データ使用量の

子

増加によるネットワー

ど

ク負荷の増大、機器の

も

更新等、ICT環境の

・

整備が
必要です。
〇不

若

登校児童生徒数が増加

者

傾向にあります。

今後

が

の方針
○引き続き小学

夢

生陸上教室を開催する

や

ほか、ガンバ大阪等と

希

連携して小学校の体育

望

授業への指導者派遣や

を

動画を作成する
ことで

も

、児童生徒の運動に対

て

する関心や意欲を高め

る

ます。
○外国人英語指

ま

導助手の派遣を拡充す

ち

ることにより、英語指

づ

導体制（ティームティ

く

ーチング体制）を確立

り

し、児童生徒の
英語運

総

用能力全般の向上を図

計

ります。
○ICT支援

掲

育成、保護者からのヘ

載

ルプデスク対応を行う

頁

GIGAスクール運営

4

支援センターの開設や

7

ICT支援員の増員等

施

により
、ICTを活用

策

した児童・生徒の学び

名

の保障を継続していく

２

とともに、児童生徒の

．

情報活用能力の育成に

保

取り組みます。
〇長期

育

欠席等について早期の

・

対応にむけた具体的な

教

取組みの強化、また、

育

未然防止ができるよう

の

感度の向上を図ります

充

。

施策の方向性の進捗

実

状況
2018年度 20

担

19年度 2020年度

当

2021年度 2022

部

年度

B B B B

局 教育委員会

施策の (2)子どもたちの学びを高める環境づくりを進めます
関連部局

こども未来部、教育委員会

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

外国人英語指導助手派遣事業 外国人英語指導助手（ＡＥＴ）を小・中学校に派遣し、庄内さくら学園中、第七中へ

は通年派遣を行いました。

教育情報化推進事業 「一人一台タブレット」を活用した授業を実施し、また新型コロナウイルス感染症の

拡大時においては、オンライン授業等を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
小中学校の国語、算数、数学の平均正答率が全 全国学力・学習状

％ 全教科 100 60 － 100
国平均を上回る教科数の割合 況調査

2
全国体力等調査で「運動やスポーツが好き」「 全国体力等調査(

％ 増加 87.8 89.8 － 84.5
やや好き」と答える児童の割合 児童)

3
全国体力等調査で「運動やスポーツが好き」「 全国体力等調査(

％ 増加 82 85.1 － 79.3
やや好き」と答える生徒の割合 生徒)

4
少年文化館における不登校児童・生徒の学校復 少年文化館活動報

％ 85 80.3 87.4 78.7 84
帰率 告

5
支援が必要な児童・生徒・保護者への通

2

訳派遣 担当課調査
％ 1

0

00 100 100 10

2

0 100
率

成果
○外国

2

人英語指導助手（AE

年

T）の派遣期間を拡充

度

させたことにより、外

政

国語の授業における教

策

員とAETのティーム

評

ティーチ
ング体制が充

価

実し、きめ細やかな指

（

導をすることができま

施

した。
○2020年度

策

に配備した「一人一台

の

タブレット」を活用し

方

、児童・生徒の情報活

向

用能力の育成や、新型

性

コロナウイルス感染
症

）

の拡大時におけるオン

シ

ライン授業等により、

ー

学力保障の取組みを行

ト

いました。

問題点・今

（

後想定される事項
○新

2

型コロナウイルス感染

0

症の影響から、体育の

2

授業内容が制限された

1

ことにより、児童生徒

年

の体力の低下傾向が見

度

られ
ます。
○外国人英

実

語指導助手派遣につい

施

ては、学校がより活用

分

しやすいよう学校規模

）

に応じた派遣にしたり

章

、ティームティーチ
ン

第

グ体制を充実させたり
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1

学校１校で学校運営協

 

議会を3 回開催しま

章

した。コロナ禍におけ

 

るオン
ラインと参集を

子

組み合せた開催手法の

ど

検討・実施や課題の検

も

証等を進め、関係者の

・

意見聴取手法について

若

の規則の一部改
正や、

者

マニュアルの見直しを

が

行うなど、全校への学

夢

校運営協議会設置に向

や

け、制度構築を進めま

希

した。

問題点・今後想

望

定される事項
○教育活

を

動に携わる保護者や地

も

域の人などが固定化す

て

る傾向があり、持続可

る

能な取組みにするため

ま

には、新たな担い手の

ち

発掘・育成が必要です

づ

。
○コミュニティ・ス

く

クールなど、国の動向

り

を注視するとともに、

総

学校・家庭・地域の連

計

携による地域社会全体

掲

での教育活
動を具体的

載

に進めていく必要があ

頁

ります。
○コミュニテ

4

ィ・スクールについて

8

は、学校運営協議会に

施

かかる委員を確保する

策

必要があります。

今後

名

の方針
○学校支援コー

２

ディネーター研修を継

．

続的に実施し、新たな

保

担い手の発掘・育成を

育

進めます。
○学校と地

・

域をつなぐ役割を担う

教

学校支援コーディネー

育

ターの機能・体制を充

の

実し、｢学校地域連携

充

ステーション｣の活動

実

を広げ、地域の実情に

担

応じた多様な取組みが

当

広がるよう進めます｡

部

○学校支援コーディネ

局

ーターの連絡・調整に

教

より、幅広い地域住民

育

が連携し、家庭教育支

委

援事業、学校教育活動

員

の支援な
ど取組みを推

会

進することにより、社

施

会全体の教育力を向上

策

させ、地域の活性化を

の

図るとともに、子ども

(

が安心して暮らせ
る環

3

境づくりを推進します

)

。
○コミュニティ・ス

子

クールのモデル校実施

ど

を拡充し、全校への学

も

校運営協議会の設置を

た

めざします。

施策の方

ち

向性の進捗状況
201

を

8年度 2019年度 2

育

020年度 2021年

む

度 2022年度

B B B

学

B

校・家庭・地域の連携を進め
関連部局

人権政策課、教育委員会

方向性 ます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地域教育協議会（すこやかネット） 中学校区でフェスタ、子育て講演会など、学校・家庭・地域のネットワークを深める

事業を行い、地域教育の活性化を図りました。

とよなか地域子ども教室 放課後等の安心・安全な子どもの居場所づくりとして、地域ボランティアの協力のも

と、子どもの体験・交流活動の活性化を図りました。

学校地域連携ステーション 学校支援コーディネーターを配置し、地域社会との連携に向けた連絡調整を行い、学

校教育活動の活性化を図りました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域教育協議会各地域におけるフェスタ等のべ 担当課調査

人 維持 23,627 21,749 3,559 3,425
事業参加者人数

2
とよなか地域子ども教室の子どもの延べ参加者 担当課調査

人 維持 87,249 80,958 11,122 14,005
数

3
学校地域連携ステーションのコーディネーター 担当課調査

％ 70 66.1 66.1 60.3 62.7
配置校数（割合）

4
家庭教

2

育支援事業に係る講座

0

等の参加人数 担当課調

2

査
人 増加 2,012 2

2

,740 269 137

年

5

成果
○地域ぐるみの

度

教育活動としての、と

政

よなか地域子ども教室

策

・すこやかネット・学

評

校地域連携ステーショ

価

ンの事業などは
、昨年

（

度から続くコロナ禍の

施

影響により、開催数や

策

参加者人数は従前より

の

も少ない状況ですが、

方

活動を継続できました

向

。
○地域関連4事業（

性

学校地域連携ステーシ

）

ョン、地域教育協議会

シ

、地域子ども教室、家

ー

庭教育支援事業）につ

ト

いては、コ
ミュニティ

（

・スクールとの協働を

2

踏まえ、学校地域連携

0

ステーションを基礎と

2

して幅広く地域住民や

1

団体がつながった地
域

年

学校協働本部体制の中

度

に加わり取組みを進め

実

ていくという整理をし

施

、社会教育委員会議に

分

おいても承認を得るこ

）

とがで
きました。
○コ

章

ミュニティ・スクール

第

のモデル校として、中
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1

若者の社会的自立実現

 

化」に向けた「若者支

章

援相談窓口」との連携

 

を整えていきます。
○

子

新・放課後子ども総合

ど

プランに基づく、地域

も

子ども教室と放課後こ

・

どもクラブの一体型の

若

運営の推進とともに、

者

放課後
等の児童の居場

が

所づくり事業を進める

夢

ことにより、学校を拠

や

点とした地域社会全体

希

で子どもたちの学びや

望

育ちを支える環
境づく

を

りを推進します。

施策

も

の方向性の進捗状況
2

て

018年度 2019年

る

度 2020年度 202

ま

1年度 2022年度

A

ち

A A A

づくり 総計掲載頁 50、51
施策名 ３．子ども・若者支援の充実 担当部局 教育委員会

施策の (1)子ども・若者がそれぞれの力を活かし、社会に関
関連部局

人権政策課、都市活力部、教
育委員会

方向性 わっていくことができるよう支援します

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

子どもの居場所づくり事業 日曜日や長期休業中の地域における子どもたちの居場所づくりを行い子どもたちを健

やかで心豊かに育んでいく場を創出・提供しました。

寄り添い型学習支援事業 経済的困難等を抱える中学３年生に対して、自学自習力を育み、進路を切り開くこと

ができるよう学習の場を提供しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
青年の家いぶきを青少年が利用した回数 担当課調査

回 1400 1,193 968 742 35

2
子どもの社会参加事業数 担当課調査

事業 増加 38 40 40 50

3
青少年自然の家の延べ利用人数 担当課調査

人 増加 14,000 13,231 4,172 5,203

4
放課後の子どもの居場所づくり事業実施校数 担当課調査

校 26校 4 4 10 10

5

成果
○寄り添い型学習支援事業により経済的困難を抱える中学３年生を多く支援することができ、高校入試に向けて学習習慣
がつきました。
○

2

放課後の子どもの居場

0

所づくり事業の拡充に

2

向けて、次年度におけ

2

る雨天時の体育館利用

年

や三季休業期間の実施

度

に係る
準備を進めまし

政

た。さらに、夏季休業

策

期間中における小学校

評

全校でのプール開放事

価

業の実施に係る準備を

（

進めました。

問題点・

施

今後想定される事項
○

策

寄り添い型学習支援事

の

業の担い手となる支援

方

員の不足などの事業の

向

あり方について検討す

性

る必要があります。
○

）

学校を拠点とした地域

シ

社会全体で子どもたち

ー

の学びや育ちを支える

ト

環境づくりを推進する

（

ため、地域子ども教室

2

、放課
後こどもクラブ

0

事業及び放課後の子ど

2

もの居場所づくり事業

1

が連携する仕組みづく

年

りが必要です。

今後の

度

方針
○寄り添い型学習

実

支援事業では、引き続

施

き事業の充実を図りな

分

がらも、事業を活用し

）

た生徒の中学校卒業後

章

の支援を考え
たとき、

第

豊中市が立ち上げた「
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1

地域で相談しやすい環

 

境づくりが必要です。

章

〇いじめや児童虐待の

 

未然防止、早期発見強

子

化にむけ、豊中市子ど

ど

もを守る地域ネットワ

も

ークの運営強化やさら

・

なる相談
支援体制の充

若

実が必要です。
〇児童

者

相談所設置基本計画に

が

基づき、関係部門との

夢

連携を図り相談支援体

や

制の構築や人材の確保

希

及び育成、施設整備等

望

を
着実に進める必要が

を

あります。
〇ヤングケ

も

アラー支援について、

て

早期に支援につなげる

る

ため、認知度向上に向

ま

けた取り組みが必要で

ち

す。
〇家庭と教育と福

づ

祉が連携した切れめの

く

ない支援体制の構築が

り

必要です。

今後の方針

総

〇地域子育て支援セン

計

ターにおいて、子育て

掲

発達支援プログラム（

載

簡易版）及び相談会を

頁

実施します。また、民

5

間事業者
も含めてペア

1

レント・トレーニング

施

の講師の育成を図るこ

策

とで、支援の輪をより

名

身近な支援者まで広げ

３

ます。
〇豊中市子ども

．

を守る地域ネットワー

子

クにおいて、精神科医

ど

の招聘など外部スーパ

も

ーバイザーを充実する

・

とともに、関係
部局・

若

機関と連携し、いじめ

者

・児童虐待を許さない

支

地域社会づくりを推進

援

し支援体制を強化しま

の

す。
〇児童相談所開設

充

の準備体制を整え、人

実

材確保や施設整備、関

担

係機関調整等を進めま

当

す。また、児童相談所

部

の開設に向け
、大阪府

局

等との緊密な連携のも

こ

と社会的養護のあり方

ど

や里親ショートステイ

も

の取組みについて検討

未

していきます。
〇ヤン

来

グケアラー支援につい

部

て、子ども家庭総合支

施

援拠点に専用相談窓口

策

を設置して早期発見に

の

努めるとともに、広く

(

周
知することにより、

2

社会的認知を高めてい

)

きます。
〇校長会各ブ

社

ロックにおいて、教育

会

と福祉の連携に係る取

的

組みについて説明し協

援

力を依頼します。

施策

助

の方向性の進捗状況
2

が

018年度 2019年

必

度 2020年度 202

要

1年度 2022年度

B

な

B B B

子ども・若者への支援を充実
関連部局

こども未来部、教育委員会

方向性 します

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

児童相談所検討事業 「(仮称)豊中市児童相談所設置基本計画（素案）」を策定しました。児童相談所の設

置を見据え、職員の育成に取り組みました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
こども療育相談対応件数 担当課調査

件 増加 850 1,695 1,250 1,904

2
児童虐待相談件数 担当課調査

件 増加 824 961 1,049 1,159

3
こども総合相談窓口件数 担当課調査

件 増加 3,019 3,330 3,273 3,848

4

5

成果
〇児童発達支援センターにおける相談支援や子育て発達支援プログラムの拡充を図るための体制づくりを進めるとともに
、市民向け講演会を開催し、発達支援に関わる理解の促進を図りました。
〇保護者支援の充実を図るためペアレント・プログラム、ペアレント・トレーニングを基礎とした保護者支援の研修を行
うことにより、子どもとのやりとりや行動変化を参加者自身が実感でき、認知・情緒面での変化が見られました。
〇「医療的

2

ケアが必要な子どもと

0

その家族のための支援

2

ガイドブック」につい

2

て、医療的ケア児の保

年

護者や豊中市医師会
及

度

び医療的ケア児支援連

政

絡会議の構成団体の協

策

力のもと作成しました

評

。
〇児童相談所設置に

価

ついて庁内の合意形成

（

を図り、「（仮称）豊

施

中市児童相談所設置基

策

本計画（素案）」につ

の

いてこども
審議会の答

方

申等を踏まえてとりま

向

とめるなど、令和7年

性

度の開設に向けた検討

）

を進めました。
〇ヤン

シ

グケアラー支援推進の

ー

ため、こども施策推進

ト

本部会議にヤングケア

（

ラー支援検討部会を設

2

置し、今後の取り組み

0

や
や関係部局の役割分

2

担など検討しました。

1

また、既存のネットワ

年

ーク等を活用した情報

度

共有、職員研修を行う

実

とともに、
市立小中学

施

校長を対象に実態調査

分

を実施しました。

問題

）

点・今後想定される事

章

項
〇発達支援・療育の

第

充実について、身近な
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1

支援ネットワークとの

 

連携をした包括的な支

章

援体制に取り組みなが

 

ら、来館、オンライン

子

、訪問支援等相談者の

ど

状況に応じた支援を実

も

施します。

施策の方向

・

性の進捗状況
2018

若

年度 2019年度 20

者

20年度 2021年度

が

2022年度

B B B B

夢や希望をもてるまちづくり 総計掲載頁 52
施策名 ３．子ども・若者支援の充実 担当部局 市民協働部

施策の (3)子ども・若者を取り巻く課題に総合的に対応する
関連部局

方向性 しくみづくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

豊中市子ども若者支援協議会 情報共有するとともに、関係機関等が協働して行う支援を適切に組み合わせることに

より、効率的かつ円滑に支援を行いました。

ひきこもり対策強化事業 訪問支援や外出同行支援、居場所プログラムを実施しました。また、当事者団体と連

携した居場所の提供を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
若者支援総合相談窓口の新規相談件数 担当課調査

件 120 105 122 112 123

2

3

4

5

成果
〇若者支援総合相談窓口において、社会的支援を要する若者の相談に対して、個々の状況に応じた情報提供、助言、コー
ディネート等を行い、若者の社会的自立に向けた支援を行いました。
〇若者自立支援計画を改訂し、今後の方向性について定めました。
〇当事者団体と連携し、生きづらさを抱えた女性当事者が集える場（ひきこもり豊中女子会）を9回実施し、延べ11人が
参加しました。また、大阪府と連携し「ひきこもりUX女子会」を実施し、

2

29人が参加しました

0

。

問題点・今後想定さ

2

れる事項
〇コロナ禍が

2

長引く状況の中、若者

年

支援総合相談窓口の新

度

規相談者数は増加しま

政

した。
〇複数の阻害要

策

因と生きづらさを抱え

評

ている相談窓口の利用

価

者が多く、ひきこもり

（

となった若者が学校の

施

卒業や年齢によ
る制度

策

の切れ目で支援が途切

の

れないように取り組む

方

必要があります。
○ひ

向

きこもり状態の若者へ

性

の支援においては、支

）

援機関が複数年にわた

シ

るケースも多く、段階

ー

的支援の仕組みづくり

ト

とそ
の効果を検証する

（

仕組みが必要です。

今

2

後の方針
〇若者支援総

0

合相談窓口での支援経

2

験から、一定期間毎に

1

状況改善の兆しとなる

年

言動（成果指標）の有

度

無や、その効果に
つな

実

がった支援内容を確認

施

することで、現在の支

分

援内容の効果について

）

検証します。
〇多様な

章

課題を有する若者を支

第

援できるように既存の
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2

民生委員児童委員や校

 

区福祉委員会に感染症

章

対策の物品提供やIC

 

T環境を引き続き整備

安

し、オンラインでの子

全

育てサロ
ンが行われる

に

などコロナ禍での地域

安

福祉活動を支援しまし

心

た。

問題点・今後想定

し

される事項
○重層的支

て

援体制整備事業では、

暮

福祉部職員など支援関

ら

係部局だけでなく税や

せ

保険などの窓口部局の

る

職員の支援力も向上
さ

ま

せるため継続的に研修

ち

を実施していく必要が

づ

あります。
○災害時個

く

別避難計画推進事業で

り

は、計画対象者の避難

総

支援を行う地域の協力

計

者とのマッチングが今

掲

後、課題となってき
ま

載

す。
○交流・支え合い

頁

の場づくり推進事業が

5

、令和4年度は事業の

4

最終年度となりモデル

、

事業として総括を行う

5

必要がありま
す。
○令

5

和4年度は民生委員児

施

童委員の一斉改選が行

策

われますが、定数に達

名

していない状況が続い

1

ています。

今後の方針

．

○重層的支援体制整備

自

事業では、関係機関の

立

連携強化を引き続き進

生

めるとともに、支援部

活

局の職員だけではなく

支

窓口部局
職員に対して

援

も研修を行い、市全体

の

で支援力を向上させて

充

いきます。
○災害時個

実

別避難計画推進事業で

担

は、モデル地区を設定

当

し令和4年度以降に計

部

画の様式や避難の流れ

局

などを検証し、全市
展

福

開に向けて取り組みま

祉

す。
○民生委員児童委

部

員の活動を周知し担い

施

手の確保に取り組みま

策

す。

施策の方向性の進

の

捗状況
2018年度 2

(

019年度 2020年

1

度 2021年度 202

)

2年度

B B B B

多様な福祉ニーズに重層的に対応した福祉コミュ
関連部局

福祉部

方向性 ニティの実現に取り組みます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

重層的支援体制整備事業 多機関協働推進会議を設置し、複雑・複合化した課題を抱える人を支援したほか、職

員の支援力向上のための研修などを実施しました。

防災・福祉ささえあい推進事業 災害時個別避難計画作成に関する国のモデル事業に採択され、設置した専門部会にお

いて、計画の様式などについて検討を進めました。

交流・支え合いの場づくり推進事業 庄内及び北緑丘の活動拠点で健康や暮らしにかかわる講座の実施や動画による啓発な

どを行い、交流の場や機会づくりを進めました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域福祉ネットワーク会議参画団体数 豊中市社会福祉協

団体 777 829 830 850 859
議会調べ

2
CSW（コミュニティソーシャルワーカー）相談 豊中市社会福祉協

件 1080 1,048 829 895 811
支援件数 議会事業報告書

3

4

5

成果
○重層的支援体制整備事業を開始し、同事業の中核的役割の多機関協働推進会議では、複雑・複合化した課題

2

を抱える市
民（4件）

0

の支援を実施したほか

2

、職員（14人）を対

2

象に研修を行い支援力

年

を高めました。また令

度

和3年6月・12月に

政

くら
しを守る総合相談

策

会を開催し、外国人を

評

含め生活困窮などの課

価

題を抱える市民（6月

（

18件、12月11件

施

）の生活支援につな
げ

策

ました。
○災害時個別

の

避難計画作成の推進に

方

向け、国のモデル事業

向

に採択されました。個

性

別避難計画推進部会を

）

設置し、4回の会
議の

シ

中で関係課や民生委員

ー

児童委員などの地域団

ト

体、高齢・障害の福祉

（

事業者と計画の様式や

2

モデル事業の実施方法

0

など
について検討を重

2

ねました。
○交流・支

1

え合いの場づくり推進

年

事業では、講座やイベ

度

ントを220回、うち

実

オンラインで24回実

施

施したほか、緊急事態

分

宣
言下で来館ができな

）

い市民向けに健康情報

章

などの動画を19本作

第

成し発信しました。
○
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2

です。また、「福祉便

 

利屋事業」は、各校区

章

ごとに展開するには、

 

人材の確保が課題で
あ

安

り、活動継続のための

全

環境整備が必要です。

に

〇今後認知症高齢者の

安

増加に伴い、認知症に

心

関する相談が増加する

し

と見込まれます。医療

て

的認知症予防の観点と

暮

合わせ、
認知症の人と

ら

地域で共生できるまち

せ

づくりを進めるため、

る

地域包括ケアシステム

ま

を推進し、インフォー

ち

マルサービス等の
整備

づ

が必要です。

今後の方

く

針
〇生活支援サービス

り

従事者研修は、受講者

総

数を増やすため周知・

計

参加方法等工夫すると

掲

ともに、引き続き事業

載

所と修了者
をつなぐ取

頁

組みを進めます。また

5

、「福祉便利屋事業」

5

は、ニーズに対応でき

施

る人材確保及び活動継

策

続のための環境整備
を

名

進めます。
〇認知症カ

1

フェを認知症の人やそ

．

の家族介護者等が集え

自

る場、認知症に関する

立

正しい知識や情報を得

生

られる場、認知症サ
ポ

活

ーターの活躍の場とし

支

て新規立ち上げを支援

援

し、市全域への展開を

の

推進します。ステップ

充

アップ講座を受講した

実

認知症
サポーター等が

担

認知症カフェ等で、認

当

知症の人やその家族の

部

困りごとに合った具体

局

的な支援を検討するチ

福

ームオレンジの
構築を

祉

認知症カフェの展開と

部

合わせて一体的に実施

施

します。

施策の方向性

策

の進捗状況
2018年

の

度 2019年度 202

(

0年度 2021年度 2

2

022年度

B B B B

)介護サービス基盤の充実を図るとともに、高齢者
関連部局

福祉部、健康医療部

方向性 を地域全体で支える環境づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

介護予防・生活支援サービス事業 高齢者の生活の困りごとに対応するサービスなどを行う事業について、新たに支援メ

ニューを追加し、活動内容を拡充しました。

地域包括支援センター運営事業 各地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し（地域包括支援センターの

職員を増員し）、相談機能を強化しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域包括支援センターへの相談件数 地域包括支援セン

件 25200 24,586 28,538 42,284 51,730
ター関係資料

2
生活支援サービス従事者研修の受講者数 高齢者保健福祉・

人 80 27 53 26 16
介護保険事業計画

3
認知症サポーターの数 キャラバン・メイ

人 28000 18,507 20,287 20,791 21,401
ト連絡協議会資料

4
住民主体ささえあい活動・通所型「ぐんぐん元 高齢者保健福祉・

校区 39 28 33 33 34
気塾」実施校区数 介護保険事業計画

5
成年後見制度の市

2

長申立件数 高齢者保健

0

福祉・
件 16 14 14

2

31 43
介護保険事業

2

計画

成果
〇「ぐんぐん

年

元気塾」では、屋外で

度

の活動を取り入れるな

政

ど活動継続に努め、地

策

域で高齢者が定期的に

評

集まり運動する機
会を

価

確保しました。
〇生活

（

支援サービス従事者研

施

修をオンラインでも実

策

施し、新たな介護人材

の

の育成に努めました。

方

〇各地域包括支援セン

向

ターに認知症地域支援

性

推進員を配置するとと

）

もに、認知症の相談窓

シ

口として「地域包括支

ー

援センタ
ー」を周知す

ト

るためのチラシを全戸

（

配布し、つながりが希

2

薄になりがちなコロナ

0

禍で、認知症に関する

2

相談がしやすい環
境整

1

備を行いました。

問題

年

点・今後想定される事

度

項
〇生活支援サービス

実

従事者研修は、介護従

施

事者のすそ野を広げる

分

取組みとして有効であ

）

り、引き続き開催手法

章

を常に見直
し、受講者

第

増のための工夫が必要

45



2

ために
は、支援の質の

 

向上が求められます。

章

○新型コロナの影響を

 

受け、福祉的就労の場

安

における工賃や、活動

全

の場の減少がみられる

に

ため、支援が必要です

安

。
○医療的ケアが必要

心

な人に対する日中活動

し

の場の確保や短期入所

て

等の支援がより求めら

暮

れます。
○次期障害者

ら

長期計画、障害福祉計

せ

画策定に向け、現計画

る

の振り返りを行うとと

ま

もに障害のある人、な

ち

い人の意識や現状
を把

づ

握したうえで計画を策

く

定する必要があります

り

。

今後の方針
○入所し

総

ている人の地域移行を

計

進めるため、グループ

掲

ホーム等の整備を促進

載

する施策を実施します

頁

。
○福祉的就労や日中

5

活動の場における活動

6

を支援するため、補助

施

を行います。
○医療的

策

ケアが必要な人を受け

名

入れる施設に対するさ

1

らなる支援策等を検討

．

します。
○次期計画策

自

定に向けた市民アンケ

立

ートを実施します。

施

生

策の方向性の進捗状況

活

2018年度 2019

支

年度 2020年度 20

援

21年度 2022年度

の

B B B B

充実 担当部局 福祉部

施策の (3)障害者福祉サービスの充実を図るとともに、障害
関連部局

総務部、福祉部、健康医療部

方向性 者の社会参加を促進します

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

グループホーム開設助成 既存建物活用型の補助の仕組みを変更し、重度の障害のある人を受け入れることが可

能なグループホームの整備を促進しました。

重層的支援体制整備事業 基幹相談支援センターを日常生活圏域ごとに配置する体制に再編するため、担当事業

者の選定手続き等を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
「ライフスタイルに応じた生活ができる」と思 市民アンケート調

％ 60 - 63 - -
うと回答した障害者の割合 査

2
福祉施設から一般就労への移行者数 福祉施設からの一

人 80 89 112 83 52
般就労状況調査

3
障害福祉サービス支給決定者に対する入所施設 担当課調査

％ 6以下 7 6 6 6
利用者数の割合

4
基幹相談支援センターで受けた相談件数 担当課調査

件 3300 3,326 2,987 3,052 2,900

5

成果
○グループホームの整備については、既存建物活用型の補助の仕組みを開設時にスプリンクラー設備を設置する施設につ
いて

2

、補助金額が高くなる

0

よう変更したことで、

2

重度障害のある人を定

2

員の８割以上受け入れ

年

ることができるホーム

度

の整
備を進めることが

政

できました。
○障害者

策

の相談支援については

評

、日常生活圏域ごとに

価

基幹相談支援センター

（

の機能を持つ相談体制

施

に再編したことにより

策

人材育成や他分野にわ

の

たる支援ニーズにきめ

方

細やかな対応が可能に

向

なり、重層的支援体制

性

の整備を進めることが

）

できまし
た。

問題点・

シ

今後想定される事項
○

ー

入所している人の地域

ト

移行を進めるにあたり

（

、グループホーム等の

2

社会資源が依然として

0

不足しています。医療

2

的ケア
が必要な重度の

1

障害や強度行動障害な

年

ど様々な障害に対応で

度

きるグループホーム等

実

の整備が必要です。
○

施

再編した相談支援体制

分

が円滑に機能し、身近

）

な地域で他分野の相談

章

機関と連携したソーシ

第

ャルワークを展開する
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等、事業実績の向上が

 

見られました。

問題点

章

・今後想定される事項

 

〇国民健康保険では、

安

新型コロナウイルス感

全

染症拡大の影響を考慮

に

しつつも市独自減免で

安

ある特別減額や一部負

心

担金減免
を、広域化に

し

より府内統一基準へ円

て

滑に移行する必要があ

暮

ります。保健事業では

ら

新型コロナウイルス感

せ

染症の影響により
、特

る

定健康診査の受診率や

ま

特定保健指導の実施率

ち

が低下していることか

づ

らアフターコロナを見

く

据えた保健事業の取組

り

みが
必要です。
〇生活

総

保護では、就労支援対

計

象者の選定段階で状況

掲

把握をより的確に行う

載

ことや、支援中の状況

頁

変化に応じた支援方針

5

の
再検討が必要です。

6

また、生活保護受給前

施

の状況として、必要な

策

医療にかかることがで

名

きず、重症化している

1

ケースが見
受けられま

．

す。今後も保健師など

自

専門職員による健診受

立

診勧奨や、被保護者の

生

主治医と連携した保健

活

指導・ケースワーカ
ー

支

による生活支援等を継

援

続しながら、健康管理

の

支援を推進していくこ

充

とが重要になります。

実

今後の方針
〇国民健康

担

保険では、国保の安定

当

運営のための広域化に

部

より、激変緩和期間が

局

終了する令和６年度に

健

府内では保険料率や
減

康

免基準が統一化されま

医

す。保健事業では、ア

療

フターコロナを見据え

部

たフレイル対策などの

施

保健事業の取組みを実

策

施しま
す。
〇生活保護

の

では、対象者の状況を

(

的確に把握して就労支

4

援を行います。また、

)

健康管理支援に関する

セ

取り組みを推進する
こ

ー

とにより、生活保護受

フ

給者の生活の質の向上

テ

と健康寿命の延伸を図

ィ

り、自立の助長や医療

ネ

扶助費の適正な値の保

ッ

持につ
なげます。さら

ト

に、被保護者健康管理

と

支援事業の効果検証と

し

して、医療扶助費や介

て

護扶助費への影響に関

の

するデータ分析
を進め

社

ます。

施策の方向性の

会

進捗状況
2018年度

保

2019年度 2020

障

年度 2021年度 20

制

22年度

A A A A

度の充実を
関連部局

市民協働部、福祉部、健康医
療部

方向性 進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

国民健康保険事業 国民皆保険制度の中核を担っており、被保険者が疾病や負傷をしたときなどに必要な

給付を行います。

被保護者健康管理支援事業 福祉事務所がデータに基づき生活習慣病の発症予防や重症化予防等を推進するもので

、令和3年1月から必須事業として施行されています。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
国民健康保険の収支状況 大阪府豊中市各経

百万円 310 1,309 1,442 1,508 1,181
済歳入歳出決算書

2
介護保険の収支状況 大阪府豊中市各経

百万円 0 883 560 949 887
済歳入歳出決算書

3
就労支援事業の活用による生活保護受給者の就 担当課調査

％ 67以上 65.1 58.1 58.5 60.7
労率

4
生活保護受給者における健診受診率 医療扶助の適正な

％ 7以上 5.6 5.8 5 5.3
実施に関する方針

5

成果
〇国民健康保険では、保険料軽減制度申請手続きのオンライン化やスマートフォン決済による保険料収納ツールの拡充等
ＩＣＴの

2

活用によりコロナ禍に

0

おいても安定的に運営

2

することができました

2

。また、健康寿命の延

年

伸・医療費の適正化を

度

めざした府の健康マイ

政

レージ事業「アスマイ

策

ル」を活用して30歳

評

～50歳代に対する市

価

独自の健診受診ポイン

（

トの付与を開
始したこ

施

となどにより「アスマ

策

イル」の参加者が増加

の

し、健診受診や健康づ

方

くりのきっかけとする

向

ことができました。
〇

性

生活保護では、庁内の

）

常設ハローワークを活

シ

用し、就労支援員によ

ー

る支援対象者の状況に

ト

応じた「寄り添う支援

（

」が定
着しています。

2

また、健康管理支援員

0

の増員や、コロナ禍に

2

おいても持続可能な支

1

援手法の確立を目的と

年

した独自マニュ
アルの

度

整備により、被保護者

実

健康管理支援事業を積

施

極的に推進しました。

分

それにより、コロナ禍

）

が続く中においても、

章

生
活保護受給者におけ

第

る健診受診者数の増加
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要性が増しています
。

 

○多様な働き方が広が

章

る中、自らのライフス

 

タイルに合わせた働き

安

方が選択できるよう、

全

雇用の受け皿となる事

に

業所の開
拓や安心して

安

働ける環境づくりが必

心

要になってきます。

今

し

後の方針
○相談者等の

て

早期発見・窓口誘導の

暮

ために、さらなる支援

ら

ネットワークの充実・

せ

強化、関係機関との連

る

携強化を図るとと
もに

ま

、これまで以上にしご

ち

ととくらしに関してワ

づ

ンストップで相談でき

く

る仕組みづくりに取り

り

組みます。
○就労困難

総

者の出口施策を充実さ

計

せるために雇用の受け

掲

皿として、また雇用に

載

向けたトレーニングの

頁

場となる新たな企業
等

5

へのアプローチを実施

7

していきます。
〇短期

施

的な就労支援に有効な

策

講座やキャリアコンサ

名

ルティング機能の強化

1

や、採用企業への支援

．

策を実施します。
○地

自

域雇用活性化推進事業

立

を進め、地域事業所の

生

経営革新や昼間人口の

活

増加による地域内での

支

新たな経済循環をめざ

援

しま
す。
○豊中商工会

の

議所やとよなか起業・

充

チャレンジセンターと

実

連携し、講座の開催や

担

出会いの場の提供など

当

、フリーランス支
援を

部

進めていきます。

施策

局

の方向性の進捗状況
2

市

018年度 2019年

民

度 2020年度 202

協

1年度 2022年度

A

働

A A A

部

施策の (5)就労支援の充実を図ります
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

就労支援事業 コロナの影響により生活が困窮状態にある者などに対して、生活困窮者自立相談支援

事業をはじめとした就労支援を実施しました。

無料職業紹介事業 生活困窮者や就労困難者等の雇用機会を確保するため、くらし再建パーソナルサポー

トセンターの相談者を3か月以上雇用した事業主に緊急雇用支援金を支給しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
くらし再建パーソナルサポートセンターの新規 支援状況調査

件 維持 1,550 1,445 6,828 3,735
相談件数

2
就労困難者の就職者数 実績報告書

人 維持 178 191 194 290

3
緊急雇用支援金の申請件数 申請事業所リスト

件 拡充 － － － 26

4

5

成果
○生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援機関として、就労などの様々な課題を有する相談者を受け止め、関係機関
との連携を行いながら支援を実施することにより、一人ひとりの状況に応じた自立につながりました。
○就労困難者に対する就労準備支援事業や事業所内体験実習及び就労困難者の状況に応じた求人開

2

拓、マッチングにより

0

、支援対象者の就労に

2

繋がりました。
○コロ

2

ナ禍で離職・減収した

年

人、シニア世代や女性

度

などの求職者が市内の

政

事業所で活躍できる機

策

会を生み出すため、地

評

域
雇用活性化推進事業

価

を開始しました。
○新

（

たな働き方であるフリ

施

ーランスを選択する人

策

、選択している人が、

の

安心して働けるよう、

方

フリーランス支援の取

向

り組
みを開始しました

性

。

問題点・今後想定さ

）

れる事項
○就労困難の

シ

背景には、病気や障害

ー

、これまでの生活歴な

ト

どの個人の要因、家族

（

等の周囲との人間関係

2

など、様々な要因
があ

0

り、複雑で複合化して

2

いる事例が増え、単独

1

の支援機関での対応が

年

困難になってきており

度

、今後さらなる多機関

実

との
連携による支援が

施

必要です。
○コロナ禍

分

により、就労への課題

）

が少ない離職者からの

章

相談が増加しており、

第

短期的な就労支援の必

48



2

実施していく必要があ

 

ります。
〇コロナ禍に

章

おける受診控えや外出

 

自粛による運動不足等

安

により、がんの早期発

全

見を妨げたり生活習慣

に

病の悪化につなが
る可

安

能性があります。

今後

心

の方針
〇市民一人ひと

し

りのメンタルヘルスリ

て

テラシーの向上と地域

暮

のネットワーク構築の

ら

ために、メンタルヘル

せ

ス計画に基づき
多分野

る

の関係機関・団体と協

ま

議し、連携・協働して

ち

研修等の推進に取り組

づ

みます。特にコロナ等

く

により、人と人との繋

り

が
りが希薄となる中、

総

全市職員や地域の関係

計

者がゲートキーパーの

掲

スキルを身に着けるこ

載

とで悩みのある人のサ

頁

インに気づ
き、声をか

5

け、適切な機関や支援

8

者につなぐことができ

、

るよう研修を経年的に

5

実施します。
〇コロナ

9

禍においてもがん検診

施

や特定健診の大切さを

策

、あらゆる機会にツイ

名

ッター等の情報発信ツ

２

ールを活用して周知啓

．

発するとともに、医師

保

会等の関係機関との連

健

携により効果的な受診

・

勧奨を行っていきます

医

。また、コロナ禍での

療

フレイル
予防などに対

の

応するため、組織を新

充

設するとともに心のケ

実

アにも寄り添っていき

担

ます。

施策の方向性の

当

進捗状況
2018年度

部

2019年度 2020

局

年度 2021年度 20

健

22年度

B B B A

康医療部

施策の (1)こころと体の健康管理・予防対策を進めます
関連部局

福祉部、健康医療部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

健診（検診）事業 令和3年度より個別化、無料化により実施しました。

精神保健福祉に関する知識の普及事業 メンタルヘルスに関する正しい知識の普及啓発により生涯を通じたメンタルヘルスの

向上を図りました。

精神保健福祉相談 早期発見・早期回復を促し、生涯を通じたメンタルヘルスの向上を図りました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
特定健診受診率 特定健診・特定保

％ 55 28.8 27.8 21.8 24.3
健指導法定報告

2
こころの不調や精神疾患の予防等に関する知識 実績報告

件 5100 4,544 2,981 738 1,260
の普及事業参加者数

3
こころの不調や精神疾患の重症化防止等に関す 実績報告

件 6000 5,489 5,344 6,251 5,000
る相談件数

4
自分が健康であると思う人の割合 食と健康の市民意

％ 上昇 53.4 － － －
識調査

5
健康上の問題で日常生活に制限がない人の割合 食と健康の市民意

％ 上昇 53.3 － － －
識調査

成果
〇メンタルヘルス計画に基づく「

2

推進会議」のもと、多

0

分野・他機関で連携、

2

協働し、感染に留意し

2

ながらWebも活用し

年

た手法で研修会・講座

度

等を実施し、普及事業

政

参加者数は増加し、相

策

談件数もコロナ禍前と

評

同水準を維持したこと

価

で、メン
タルヘルスに

（

関する正しい知識の普

施

及を進めることができ

策

ました。
〇けんしんの

の

個別化・無料化を実施

方

することで、かかりつ

向

け医を持つきっかけと

性

なり、コロナ禍でも定

）

期的・継続的な健
康管

シ

理を行える環境づくり

ー

を推進することで、受

ト

診控えもある中、特定

（

健診受診率は24.3

2

％となり、前年度比2

0

.5％増と
なりました

2

。

問題点・今後想定さ

1

れる事項
〇市民や支援

年

者のメンタルヘルスリ

度

テラシーを向上させ、

実

地域ネットワークを広

施

げるためには引き続き

分

知識の普及啓発が
重要

）

であり、多分野・他機

章

関で連携、協働しなが

第

ら、研修会・講座等を
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よる聞き取り調査の効

 

率化につながるととも

章

に、症状等正確に把握

 

することができました

安

。
〇コロナワクチン接

全

種では、若い世代へ接

に

種を進めるためのワク

安

チンカーの取り組み、

心

また市庁舎では金曜夜

し

間、土曜日
の集団接種

て

を実施し、接種機会を

暮

確保しました。

問題点

ら

・今後想定される事項

せ

〇新型コロナ感染症に

る

よる有事体制下で、で

ま

きなかった啓発事業を

ち

、今後どのように工夫

づ

して行っていくか対策

く

を講じる
必要がありま

り

す。

今後の方針
〇コロ

総

ナ禍での啓発事業や講

計

習会等については、I

掲

CT等を活用しリモー

載

トで実施するなど、効

頁

果的に実施します。

施

5

策の方向性の進捗状況

9

2018年度 2019

施

年度 2020年度 20

策

21年度 2022年度

名

B B B A

２．保健・医療の充実 担当部局 健康医療部

施策の (2)生活衛生の確保を図ります
関連部局

福祉部、健康医療部、都市基
盤部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

予防接種手帳の送付、予防接種のお知ら 出生届が出された新生児の保護者あてに予防接種手帳を送付しました。定期予防接種

せはがきの送付 の対象年齢の人にお知らせはがきを送付しました。

食品営業施設への監視・指導数 豊中市食品衛生監視指導計画に基づき、食品営業施設の許認可及び

監視指導、食品の収去検査等を行いました。

新型コロナウイルスワクチン接種体制の 新型コロナウイルスワクチンの接種体制を構築し、接種機会の確保につとめました。

構築と接種機会の確保

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
結核喀痰塗抹陽性患者の罹患率 結核管理図

人/10万 6.5 8.8 9.5 8 5.5

2
予防接種率（ＢＣＧ） 担当課調査

％ 98 101.3 101.8 102.6 100.6

3
予防接種率（麻疹・風しんＩ期） 担当課調査

％ 98 102 94.3 99 92.6

4
予防接種率（四種混合） 担当課調査

％ 98 101.8 101.1 102 99.4

5
食品営業施設への監視・指導数 豊中市保健所事業

件 2500 2,4

2

44 2,495 1,6

0

32 1,604
概要

成

2

果
〇対象年齢児にお知

2

らせはがきを送ること

年

で、接種忘れを減らす

度

ことができました。ま

政

た、予防接種手帳を送

策

ることで、
接種スケジ

評

ュールをわかりやすく

価

案内することができま

（

した。
〇子宮頸がんワ

施

クチンについて、定期

策

接種の対象であること

の

、正しい知識を啓発す

方

ることで接種率増につ

向

ながりました。
〇新型

性

コロナ感染症の流行に

）

より増加した、テイク

シ

アウトを行う食品事業

ー

者に対して重点的に指

ト

導や検査を行うことで

（

、
食品による危害発生

2

防止につながりました

0

。
〇コロナ渦において

2

も、定期予防接種の対

1

象者に勧奨はがき送付

年

等の周知を行い、接種

度

率は低下を防ぎました

実

。
〇コロナ対策として

施

、電子申込システムを

分

活用した疫学調査を開

）

始し、陽性者が自らの

章

情報をシステム入力す

第

ることによ
り、職員に
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2

携支援体制の強化が必

 

要です。
○病床数を超

章

える市民が死亡するた

 

め、在宅での看取りが

安

増加する見込みです。

全

〇大阪国際空港メディ

に

カルセンターについて

安

、収支が赤字となって

心

おり、単独での事業継

し

続が困難な状況となっ

て

ています
。

今後の方針

暮

○在宅医療の提供体制

ら

を強化するため、在宅

せ

療養支援診療所数の増

る

加に向け、在宅医療に

ま

取り組む医療機関の負

ち

担を軽減
を図ります。

づ

○在宅医療・介護連携

く

を強化し、在宅看取り

り

ができる地域基盤を作

総

ります。
○市立豊中病

計

院において、地域医療

掲

機関への訪問や登録医

載

総会等の機会を通じて

頁

意見交換を実施し、連

6

携強化を進めます
。
〇

0

大阪国際空港メディカ

施

ルセンターについて、

策

豊中市医療保健センタ

名

ーと連携し、今後の方

２

向性を検討します。

施

．

策の方向性の進捗状況

保

2018年度 2019

健

年度 2020年度 20

・

21年度 2022年度

医

A A A A

療の充実 担当部局 健康医療部

施策の (3)地域医療の充実を図ります
関連部局

福祉部、市立豊中病院

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

在宅医療と介護の連携体制の構築 医師会等に委託し、専門職向けの研修会や、地域包括支援センターの市民教室で出前

講座を実施しました。

在宅医療と介護の連携体制の構築 「虹ねっとcom」を活用した空床情報提供システム構築に向けた検討を行い、現在試

行的に市内5病院の空床情報を提供しています。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
在宅死亡率 人口動態

％ 20 19.2 19.8 23 20

2
在宅療養支援診療所数 近畿厚生局届出デ

件 80 72 76 73 83
ータ

3
地域医療支援病院紹介率 担当課調査

％ 80 79.8 77.3 77.8 77.4

4
地域医療支援病院逆紹介率 担当課調査

％ 80 76.4 78.2 84.5 81.5

5

成果
〇在宅医療・介護連携支援センター運営事業において医療・介護関係者の研修会や意見交換会を開催し、スキルアップの
一助となりました。また、地域包括支援センターと連携しACP啓発を進めることで、人生最終段階における受けたい医療
・療養や受けたくない医療・療養について関心を

2

持っていただけるよう

0

になりました。
〇保健

2

所では、コロナ感染拡

2

大に伴い、医師会と療

年

養支援連携事業の協定

度

を締結しました。この

政

ことにより、早期に重

策

症
者を見つけ適切な療

評

養へと促すことができ

価

ました。
○市立豊中病

（

院では、新型コロナウ

施

イルス感染症拡大の中

策

でも医療機関訪問を可

の

能な限り実施するなど

方

、市立豊中病院の
診療

向

体制に関する情報提供

性

を行いました。新型コ

）

ロナウイルス感染症対

シ

応に関する取組みとし

ー

て、大阪府からの委託

ト

を受
け「新型コロナウ

（

イルス感染症ワクチン

2

接種後の副反応に関す

0

る相談」について地域

2

医療機関等からの問い

1

合わせ窓口業
務を行い

年

ました。

問題点・今後

度

想定される事項
○医療

実

を必要とする高齢者が

施

増える一方で、病床数

分

に限りがあるため、在

）

宅医療の必要量が増え

章

ることが予測されます

第

。
在宅医療・介護の連
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2

向上を図る必要があり

 

ます。
○女性防火クラ

章

ブ、自主防災組織、消

 

防防災協力事業所の育

安

成支援など、引き続き

全

市民、事業者との協働

に

に関する取組み
を推進

安

し、南海トラフ巨大地

心

震等の大規模災害発生

し

時における自主救護能

て

力を高める必要があり

暮

ます。
○住宅火災によ

ら

る死傷者を減らすため

せ

、効率的な査察の実施

る

や高齢者に対する防火

ま

普及啓発の推進等、防

ち

火に係る取組み
を継続

づ

的に進めていく必要が

く

あります。
○新型コロ

り

ナウイルス感染症等に

総

対応した救命講習や防

計

災訓練のあり方を検討

掲

し、継続して実施して

載

いく必要があり　　
ま

頁

す。

今後の方針
○市民

6

、事業者の救命意識の

2

向上など「救命力世界

、

一」の取組みを推進し

6

ます。
○「市民力」「

3

地域力」を消防資源と

施

して取り込み、自主救

策

護能力の向上により安

名

心・安全なまちづくり

３

を推進します。
○ジュ

．

ニア救命サポーター事

消

業について、毎年市内

防

全小学校（私立小学校

・

含む。）での実施をめ

救

ざします。
○高齢者に

急

対する応急手当及び防

救

火普及啓発を推進しま

命

す。
○火災予防体制の

体

充実化を図ることによ

制

り、火災の未然防止及

の

び火災による被害の軽

充

減を図ります。
○新型

実

コロナウイルス感染症

担

等の感染防止対策を徹

当

底したうえで、ＷＥＢ

部

講習等も活用しつつ可

局

能な限り対面での講習

消

や
訓練を実施します。

防

施策の方向性の進捗状

局

況
2018年度 201

施

9年度 2020年度 2

策

021年度 2022年

の

度

A A A A

(1)救急救命体制および防火安全対策を強化します
関連部局

消防局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

救命力世界一推進事業 救急活動円滑化のため、救急タグの普及啓発を行いました。

新型コロナウイルス感染症に対応した救急活動を行いました。

防火・防災事業（警防課） 地震等の大規模災害時における自主救護能力向上のため、自主防災組織や消防防災協

力事業所等の訓練指導を実施しました。

防火・防災事業（予防課） 住宅用火災警報器設置調査・維持に係る広報や取付支援事業、法令違反対象物に対す

る是正指導、高齢者への防火普及啓発を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
救命講習受講者数 市政年鑑

人 20000 25,249 25,958 12,116 13,810

2
火災発生件数 市政年鑑

件 0 56 73 74 71

3
自主防災組織訓練参加組織数 市政年鑑

組織 95 99 101 65 79

4

5

成果
○救急活動の円滑化のため、市民に救急タグ3,351枚を配布し、救急救命体制を強化しました。
○新型コロナウイルス感染症の対応については、簡易型アイソレーターの導入による職員の感染防

2

止対策や、搬送困難事

0

例に対応するため、傷

2

病者が待機できる酸素

2

ステーションの設置等

年

を実施しました。
○コ

度

ロナ禍により大人数に

政

よる救命講習が制限さ

策

れるなか、対面による

評

救命講習に加えてＷＥ

価

Ｂ講習等を活用した応

（

急手
当普及啓発を実施

施

し、計13,810人

策

が救命講習を受講しま

の

した。
○二次元コード

方

により訓練の各動作を

向

動画で視聴、確認でき

性

る防災訓練ハンドブッ

）

クを活用して自主防災

シ

組織や消防防災
協力事

ー

業所等に効果的な防災

ト

訓練指導を実施し、地

（

域防災力を高めました

2

。
○火災予防広報など

0

の住宅防火対策の推進

2

や防火対象物等の違反

1

是正の強化など、火災

年

予防に関する取組みを

度

推進し、火
災発生件数

実

が７年連続で100件

施

を下回りました。

問題

分

点・今後想定される事

）

項
○市内の小学生に救

章

命手当の必要性を根付

第

かせ、救命力の一層の

52



2

イルス感染症等への対

 

応力を強化するため、

章

人員体
制の効率化を図

 

りながら消防・救急救

安

命体制を強化するとと

全

もに、計画的な消防拠

に

点の再整備と人材育成

安

の取組みを推進
します

心

。

今後の方針
○５市消

し

防通信指令事務協議会

て

において、令和６年（

暮

2024年）４月から

ら

の共同運用開始に向け

せ

た具体的な検討、調整

る

を進
めます。
○消防資

ま

源の効率的な運用を図

ち

るため、消防広域連携

づ

及び人材育成を推進し

く

ます。
○消防庁舎、消

り

防車両、消防水利等の

総

防災基盤の整備を図り

計

ます。
○消防を取り巻

掲

く環境を注視し、常に

載

時代のニーズにあった

頁

施策を展開します。

施

6

策の方向性の進捗状況

3

2018年度 2019

施

年度 2020年度 20

策

21年度 2022年度

名

A A A A

３．消防・救急救命体制の充実 担当部局 消防局

施策の (2)消防体制を充実強化します
関連部局

消防局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

消防の広域連携の推進事業 豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市の５市による消防指令業務の共同運用につ

いて、協議会で具体的な調整、検討を実施しました。

消防一声訪問事業（警防課） 年度当初の計画どおり、対象者を各署所の担当区域に振り分け、一声訪問事業を実施

し、個別情報の更新を行いました。

消防団の充実強化 消防団活動への支援のほか、コロナ禍においても感染防止対策をとりながら消防団の

教育訓練を実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
消防団訓練件数 市政年鑑

回 200 230 254 215 231

2
一声訪問訪問件数 市政年鑑

件 6000 10,738 10,979 10,904 11,332

3
防火水槽整備数 事業別決算説明書

箇所 5 1 1 1 1

4

5

成果
○池田市との消防指令業務の共同運用及び能勢町から受託された消防事務を遂行しました。
○豊中市・吹田市・池田市・箕面市・摂津市消防通信指令事務協議会（以下「５市消防通信指令事務協議会」という。）
において、令和６年（2024年）４

2

月からの共同運用開始

0

に向けて具体的な調整

2

、検討を行うなど、消

2

防の広域連携を推進
し

年

ました。
○消防車両等

度

の更新整備や、耐震性

政

貯水槽の整備を計画に

策

沿って進めることで、

評

防災基盤が強化されま

価

した。
○地域に密着し

（

た災害活動を実施する

施

消防団の活動を支援し

策

、コロナ禍においても

の

感染防止対策を徹底し

方

て教育訓練を実
施する

向

とともに、条例改正に

性

より消防団員の処遇改

）

善を行うなど、消防団

シ

の充実強化を図り、災

ー

害対応力及び地域防災

ト

力
を高めました。

問題

（

点・今後想定される事

2

項
○南海トラフ巨大地

0

震等の大規模災害時の

2

被害を軽減するため、

1

さらなる消防力の強化

年

と効率的な運用が必要

度

です。
○老朽化する消

実

防庁舎について、計画

施

的な改修等を進めてい

分

く必要があります。
○

）

地震やテロ災害等の大

章

規模災害、増大する救

第

急需要、新型コロナウ
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2

ードマップの全戸配布

 

をはじめ、面的な周知

章

啓発は強化できました

 

が、マイ・タイムライ

安

ンや個別避難計画の
作

全

成など、個別具体的な

に

取組みについては、自

安

分事と捉えて行動変容

心

を促すような働きかけ

し

が求められています。

て

〇校区自主防災組織で

暮

未結成校区があり、全

ら

校区での結成に向け、

せ

継続して支援しますが

る

コミュニティの希薄さ

ま

が課題と
なっています

ち

。
〇とよなか防災アド

づ

バイザー派遣制度の利

く

用率向上に向けた周知

り

啓発が必要です。
〇大

総

阪府の備蓄方針を踏ま

計

え、必要数量・必要品

掲

目が拡充したことを受

載

け、さらなる備蓄スペ

頁

ースの確保が必要です

6

。
〇近年頻発する大規

4

模災害に併せて新型コ

施

ロナウイルス感染症対

策

策などが求められます

名

。

今後の方針
〇引き続

４

きとよなか防災アドバ

．

イザー派遣制度を周知

暮

し、利用の促進を図り

ら

ます。また、リモート

し

による防災出前講座等

の

の機会を通じ、防災に

安

係る市民啓発を行って

全

いきます。
○校区自主

対

防災組織への結成・活

策

動について、助成金制

の

度を継続して実施しま

充

す。
〇地域防災力の更

実

なる向上を図るため、

担

大阪府と連携し、地区

当

防災計画やコミュニテ

部

ィタイムラインの策定

局

に取り組みま
す。
〇引

危

き続き、新型コロナ対

機

策として、避難所で必

管

要な簡易テント及び簡

理

易ベッドなど必要な物

課

資を計画的に配備しま

施

す。
〇豊中市災害時個

策

別避難計画作成に関す

の

る基本的な方針に基づ

(

き、モデル事業を実施

1

し、考え方の検証・整

)

理を行います
。

施策の

防

方向性の進捗状況
20

災

18年度 2019年度

力

2020年度 2021

の

年度 2022年度

B B

充

B A

実強化を図ります
関連部局

総務部、都市経営部、都市基
盤部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地域防災計画関連事業 地域防災計画を改定しました。

自主防災体制推進事業 防災パネル展を開催し、防災市民講座はとよなかチャンネルに動画投稿を行いました

。とよなか防災アドバイザー派遣を行いました。

風水害対策 総合ハザードマップを全戸配布しました。デジタルハザードマップを公開しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
とよなか防災アドバイザーの派遣回数 担当課調査

回 25 - 4 9 3

2
校区自主防災組織の組織率 担当課調査

％ 73 65.8 68.3 70.7 73.2

3

4

5

成果
〇高潮浸水想定、市内各河川の洪水浸水想定等への対応、新型コロナウイルス感染症への対応等を踏まえた防災対策を強
化するため、地域防災計画の改定を行いました。
○防災パネル展における啓発に加えて、防災設備の使用方法などを解説した「防災公園って何？」動画を作成し、広く周
知しました。
〇総合ハザードマップを作成、全戸配布し、その解説動画も公開、地域で想定される災害リスクをより身近に

2

感じてもら
うことで日

0

頃の備えや適切な避難

2

行動に繋げる機会とな

2

りました。また、デジ

年

タルハザードマップを

度

公開、デジタル技術
の

政

活用により詳細な浸水

策

深を知ることが出来る

評

ようになりました。
○

価

防災出前講座及びとよ

（

なか防災アドバイザー

施

派遣制度の利用件数は

策

コロナ禍の影響により

の

減少しましたが、適切

方

な災害
情報の入手方法

向

のアドバイスを行うな

性

ど、より細やかで専門

）

的な支援を行うことで

シ

地域防災力が向上しま

ー

した。
〇簡易テント及

ト

び簡易ベッドなど必要

（

な物資を配備したこと

2

で、災害時に安心して

0

避難できる環境整備が

2

図れました。
〇個別避

1

難計画策定に向け、推

年

進体制を構築し、同計

度

画作成に関する基本的

実

な方針を定めました。

施

問題点・今後想定され

分

る事項
○災害種別や地

）

域の立地特性に応じた

章

防災の知識向上が求め

第

られます。
〇総合ハザ
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2

で被害の未然防止に向

 

けて取り組みます。

施

章

策の方向性の進捗状況

 

2018年度 2019

安

年度 2020年度 20

全

21年度 2022年度

に

A A A A

安心して暮らせるまちづくり 総計掲載頁 65
施策名 ４．暮らしの安全対策の充実 担当部局 危機管理課

施策の (2)犯罪や消費者被害などの予防、被害拡大防止を図
関連部局

総務部、市民協働部、教育委
員会

方向性 ります

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

防犯活動支援事業 地域防犯活動団体に対し、活動経費の補助を行いました。

防犯関係団体補助 豊中・豊中南防犯協議会の事業の経費の補助を行いました。

防犯設備管理運用事業 駅前防犯カメラ等の運用管理を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市内刑法犯認知件数 大阪府警統計

件 2500 2,826 2,325 1,870 1,614

2
青色回転灯パトロールカー活動団体数 担当課調査

団体 15 11 9 9 8

3
消費者啓発講座受講者数 担当課調査

人 4000 3,340 3,398 1,647 3,040

4
くらしの安心メール登録者数 担当課調査

人 1050 2,006 2,932 3,962 4,343

5
消費生活相談件数 担当課調査

件 2500 2,727 2,847 3,177 2,914

成果
○見守りカメラ等の管理・運用により、犯罪の未然の防止や早期解決につながり、街頭犯罪件数が減少しました。
○啓発講座やくらしの安心メールをとおして、契約のトラブルや被害を

2

未然に防ぐための情報

0

発信ができました。

問

2

題点・今後想定される

2

事項
〇見守りカメラに

年

ついては、適正配置を

度

考えながら、効果的な

政

設置について調整が必

策

要です。
○青色回転灯

評

パトロールカー活動団

価

体における運転手の担

（

い手不足が課題です。

施

○成年年齢引き下げに

策

よる若年層の契約トラ

の

ブルや、デジタル化が

方

進み生活様式が変化す

向

る中で、高齢者におけ

性

るネット
での契約トラ

）

ブル増加が懸念されま

シ

す。

今後の方針
○駅前

ー

防犯カメラ、見守りカ

ト

メラの運用・管理を継

（

続して行います。
○青

2

色回転灯防犯パトロー

0

ル活動を行う団体に対

2

し、継続して活動助成

1

を行います。
○豊中・

年

豊中南防犯協議会に対

度

し、継続して当該事業

実

の経費の補助を行うこ

施

とで、地域の防犯活動

分

を支援します。
○想定

）

される被害等について

章

の周知・啓発を行い、

第

家庭や学校・社会全体
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2

年度

A A A A

 章 安全に安心して暮らせるまちづくり 総計掲載頁 65
施策名 ４．暮らしの安全対策の充実 担当部局 都市基盤部

施策の (3)交通安全意識の向上を図ります
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

交通安全啓発事業 コロナ禍のため、警察や市による対面方式での交通安全教室は自粛しましたが、ＤＶ

Ｄ・紙芝居の貸出し、オンライン形式などの代替手法で実施しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
交通安全教室等参加者のべ人数 市政年鑑

人 - 28,176 32,393 607 12,572

2
豊中市内の交通事故件数（1月～12月） 豊中の交通事故

件 - 1,061 966 912 843

3

4

5

成果
〇豊中市内の交通事故発生件数は、平成23年をピークに減少傾向にあります。
〇交通安全教室をオンライン形式で実施した学校数が増加しました。
〇平成27年度（2015年）と平成30年（2018年）の「豊中市通学路交通安全プログラム」に基づき、関係機関と連携し対策
を進めることができました。
〇「第3次豊中市通学路交通安全プログラム」を策定しました。

問題点・今後想定される事項
〇コロナ禍が続けば交通安全期間に実施するイベントや交通安全教室では、対面形式の教室のほか、模擬道路や自転車シ
ュミレー

2

ターを使った体験型教

0

育も困難になります。

2

また、交通安全街頭啓

2

発では、声かけや啓発

年

グッズの配布が困難に

度

なります。

今後の方針

政

〇交通安全教室では、

策

こども園・小学校に対

評

して警察や市と連携し

価

た実施を働きかけると

（

ともに、コロナ禍の代

施

替手段と
してオンライ

策

ン形式や動画等の視聴

の

覚教材の活用も案内し

方

ていきます。
〇交通安

向

全街頭啓発では、警察

性

など関係機関と連携し

）

、コロナ禍での声かけ

シ

の代替手法として、プ

ー

ラカード等を活用して

ト

実施していきます。
〇

（

「豊中市通学路交通安

2

全プログラム」に基づ

0

き、関係機関と連携し

2

、交通安全対策を進め

1

ていきます。また、令

年

和4年
度には新設校で

度

ある「庄内さくら学園

実

」の通学路交通安全プ

施

ログラムを策定します

分

。

施策の方向性の進捗

）

状況
2018年度 20

章

19年度 2020年度

第

2021年度 2022
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3

リンクさせた事業展開

 

をさらに進めていく必

章

要があります。

今後の

 

方針
〇とよなか市民環

活

境展の内容の充実を図

力

るとともに、環境行動

あ

に対する関心の薄い市

る

民、特に次世代の担い

快

手である若年
層へのき

適

っかけづくりとなる事

な

業を検討します。
〇環

ま

境交流センターにおい

ち

て、引き続きSDGs

づ

を意識した事業展開を

く

図ります。

施策の方向

り

性の進捗状況
2018

総

年度 2019年度 20

計

20年度 2021年度

掲

2022年度

A A A A

載頁 68、69
施策名 １．快適な都市環境の保全・創造 担当部局 環境部

施策の (1)環境政策を推進するための総合的なしくみづくり
関連部局

方向性 を進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

とよなか市民環境展 市民・事業者・行政の環境問題解決に向けての取組みの発表と交流の場を設け、行動

計画「第3次豊中アジェンダ21」の普及啓発を図りました。

環境交流センター運営管理 地球環境の保全、環境への配慮及び資源・エネルギーの有効利用と廃棄物の減量のた

めの活動・交流の場や情報等の提供を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
環境に関するイベントの参加者数 とよなかの環境

人 45000 24,624 26,676 2,926 6,037

2
環境交流センター（環境学習施設）の来館者数 年度報告書

人 18000 18,458 18,354 9,822 11,900

3

4

5

成果
〇「とよなか市民環境展」においては、2年ぶりに豊島体育館で開催し、団体来場を実施したことで、より多くの小学生
に環境学習の場を提供できました。「SDGｓで豊中を笑顔にしよう」をテーマに、出展団体が日ごろの活動や事業の成果
を披露したり、来場者にSDGｓを意識しながら環境問題を

2

身近に感じてもらうこ

0

とが出来た結果、実施

2

した来場者アンケ
ート

2

から幅広い年代に環境

年

問題に関する意識を向

度

上させることができま

政

した。
〇環境交流セン

策

ターは、新型コロナウ

評

イルスの影響で来館者

価

数が大幅に減少しまし

（

たが、WEB会議シス

施

テムや動画配信な
どの

策

デジタル関連手法を取

の

り入れるなど、コロナ

方

禍の状況に対応しなが

向

ら、地球環境の保全等

性

の事業を実施するとと

）

もに
、地域活動団体と

シ

の連携やSDGｓを意

ー

識した事業を進めた結

ト

果、市民アンケートで

（

高い満足度を得ること

2

ができました。

問題点

0

・今後想定される事項

2

〇環境問題に関する意

1

識をさらに向上させる

年

ため、環境行動に対す

度

る関心の薄い市民、特

実

に次世代の担い手とな

施

る子育て
世代や若年層

分

に対する効果的なアプ

）

ローチ手法を検討する

章

必要があります。
〇市

第

のSDGsの取組みと
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3

掃に関する役割につい

 

て覚書を締結するアダ

章

プト活動団体の締結数

 

は、市内事業者への地

活

域清掃活動
調査や広報

力

とよなかを通じて呼び

あ

かけを行った結果、2

る

020年度と同数の団

快

体数を維持することが

適

できましたが、コロナ

な

禍
により地域清掃活動

ま

が不活性化している状

ち

況となっています。
〇

づ

優先順位を設定し効果

く

的に対策することで、

り

水路清掃延長を延伸す

総

ることができました。

計

問題点・今後想定され

掲

る事項
○市街地として

載

成熟している豊中市で

頁

は、開発行為等により

6

市内のみどりは減少傾

9

向にあり、公園や緑地

、

など公共のみど
りの大

7

幅な増加は難しくなっ

0

ており、今後はみどり

施

の維持とともに、質の

策

向上に向けた取り組み

名

が必要です。
〇農業者

１

の高齢化や後継者不足

．

のため、農地転用が年

快

々増加傾向にあります

適

。また、２０２２年に

な

生産緑地の営農３０年

都

が期限を迎え、買取申

市

出が増加する恐れがあ

環

り、農地面積の減少が

境

懸念されます。
〇地域

の

清掃活動を行っている

保

方々の高齢化が顕著と

全

なっていることやコロ

・

ナ禍の影響による地域

創

清掃活動の不活性化が

造

懸
念されます。
〇新型

担

コロナウイルス感染予

当

防対策のため多角的に

部

行われる消毒作業によ

局

り、水路清掃が計画的

環

に実施できない可能性

境

が
あります。

今後の方

部

針
○緑化支援制度の拡

施

充など、みどりを活か

策

した快適な暮らしの実

の

現を推進します。また

(

、千里中央公園では公

2

民連携によ
る公園運営

)

開始に向け、令和4年

自

4月から、駐車場事業

然

および活性化事業を開

環

始し、収益施設につい

境

てはR5年3月の運営

や

開
始をめざし、協議を

都

進めるとともに、次の

市

段階の再整備に向けた

の

検討を進めます。
〇地

み

域懇談会等実施し、「

ど

都市農地の貸借の円滑

り

化に関する法律」につ

を

いてや、市の施策のつ

身

いて農業者へ周知し、

近

農業
経営の安定的な継

に

続を図ります。
〇アフ

感

ターコロナを見据えた

じ

地域清掃活動について

ら

、ホームページ等の広

れ

報媒体で市民・団体に

る

向けて、地域清掃活動

快

の
ＰＲを行っていきま

適

す。
〇引き続き事前調

関

査をもとに、計画的に

連

水路清掃を実施します

部

。

施策の方向性の進捗

局

状況
2018年度 20

都

19年度 2020年度

市

2021年度 2022

活

年度

B B B A

力部、環境部、都市基
盤部

方向性 な環境づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

みどりの交流会運営事業 緑化重点地区に位置付ける市南部地域でのイベントの初開催や市民の花壇活動を取り

上げる制度を新たに実施しました。

市民農園 土に親しみ余暇を楽しむ場を市民に提供し、農地の保全・活用を行いました。

地域美化活動事業 地域の清掃活動に対し、清掃道具の貸与や地域清掃ごみの回収などの支援を行うこと

により、美しいまちづくりを推進しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市民一人あたりの公園緑地面積 担当課調査

㎡/人 7.17 7.13 7.13 7.08 7.11

2
みどり率（5年ごと調査） 担当課調査

% 26.3 25.7 - - 24.1

3
農地面積 担当課調査

㎡ 540000 624,084 602,236 581,782 568,524

4
アダプト制度による美化活動の協定数 担当課調査

団体 28 24 24 24 24

5
水路清掃延長距離 担当課調査

m 80000 73,720 68,938 63,467 92,720

成果
○令和

2

3年度から新たに実施

0

した「花とみどりの名

2

所づくり」において、

2

54箇所の市民による

年

花壇活動を市HPやイ

度

ベント
での展示するこ

政

とで、市民の緑化活動

策

の意欲向上につながり

評

ました。また、「みど

価

りのフォーラム」、「

（

みどりのつどい
」など

施

の緑化イベントを市内

策

でも緑化率が低い南部

の

地域にて初めて開催し

方

、広く緑化の啓発が行

向

えました。
○千里中央

性

公園では、公民連携事

）

業による公園の再整備

シ

に向け、公募により事

ー

業者を選定するととも

ト

に、トイレやベンチ
等

（

の施設改修工事を実施

2

し、公園活性化に向け

0

た民間活力導入や公園

2

利用者の利便性向上に

1

つながりました。
〇新

年

型コロナウイルス感染

度

症の拡大に伴う自粛生

実

活が続く中、農業体験

施

や市民農園等について

分

の問い合わせが多くな

）

り、
農業に対する市民

章

の意識が高まりました

第

。
〇市と団体が地域清

58



3

成していません。環境

 

基準の達成に向けた取

章

組みとともに、航空機

 

騒音対策区域内の騒音

活

被害の
防止又は軽減に

力

向けた制度の拡充が求

あ

められます。
○関西3

る

空港懇談会など、今後

快

、継続的に議論される

適

関西3空港の位置づけ

な

や役割、新たな課題や

ま

取組みを踏まえて、施

ち

策
を展開する必要があ

づ

ります。

今後の方針
○

く

事業所等に対する指導

り

啓発などの取組みを進

総

め、PM2.5や光化

計

学オキシダントなど、

掲

豊中市だけで対応が難

載

しい問題に
ついては、

頁

大阪府や国に積極的な

7

働きかけを行います。

0

○航空機騒音について

施

は、引き続き大阪国際

策

空港周辺都市対策協議

名

会等を通じて、国や空

１

港管理運営者、航空会

．

社等に対
する低騒音機

快

の導入促進や制度の拡

適

充などの環境・安全対

な

策の充実を要望します

都

。
○共同利用施設の再

市

編について、管理運営

環

委員会と協議を進めま

境

す。

施策の方向性の進

の

捗状況
2018年度 2

保

019年度 2020年

全

度 2021年度 202

・

2年度

B B B A

創造 担当部局 環境部

施策の (3)環境汚染防止対策など生活環境の改善を進めます
関連部局

都市活力部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

環境保全関係業務 市内の大気汚染、水質汚濁、騒音・振動に係る公害の状況を把握し、公害防止に必要

な措置を講じました。

公害関係窓口・相談業務 市内の大気汚染、騒音・振動、水質汚濁、土壌汚染などの公害に関する届出等の相談

ならびに受付を行いました。

空港周辺対策事業 大阪国際空港周辺都市対策協議会等を通じて、国や空港運営会社、航空会社等に対す

る環境･安全対策を要望しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
大気の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 88 88 88 88

2
水質の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 97.4 97.2 97.2 96.8

3
道路騒音の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 94.1 95 94.5 95.5

4
航空機騒音の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 0 0 12.5 -

5
ダイオキシン類の環境基準達成状況 とよなかの環境

% 100 100 100 100 -

成果
○市内の公害の状況を把握し、公害の防止に必要な措置を講じたことで、豊中市で

2

の環境基準達成状況は

0

、航空機騒音を
除き、

2

ほぼ良好な状態を保っ

2

ています。
○事業者か

年

ら出される公害に関す

度

る届出や相談等への受

政

付・審査・改善指導に

策

より、公害発生を未然

評

に防止することがで
き

価

ました。
○航空機騒音

（

については、大阪国際

施

空港周辺都市対策協議

策

会等を通じた要望等に

の

より、低騒音機の導入

方

が進められていま
す。

向

また、遅延便発生抑制

性

対策の要望を契機に、

）

航空会社による遅延便

シ

対策が強化され、新型

ー

コロナウイルス発生以

ト

前よ
り遅延便が減少し

（

ています。
○地元主体

2

により、引き続き花畑

0

の整備や開放イベント

2

の開催などの緩衝緑地

1

の有効活用を進めまし

年

た。

問題点・今後想定

度

される事項
○航空機騒

実

音については、新型コ

施

ロナウイルスの影響を

分

受けた減便により、以

）

前より騒音値が減少し

章

ている状況が続いて
い

第

ますが、環境基準を達
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ーボンプラン～」に基

 

づき、ゼロカーボンシ

章

ティ
の実現に寄与する

 

施策を展開する必要が

活

あります。
〇ライフス

力

タイルの変容をさらに

あ

進めるため、SNS等

る

を活用するなど、若年

快

層もターゲットとした

適

取組みをさらに進めて

な

いく必要があります。

ま

〇温室効果ガス排出量

ち

をさらに抑制するため

づ

、ＮＡＴＳ４市をはじ

く

め、近隣地域との連携

り

により広域的な取組み

総

を進める
必要がありま

計

す。

今後の方針
〇「第

掲

2次豊中市地球温暖化

載

防止地域計画（改定）

頁

～とよなか・ゼロカー

7

ボンプラン～」に基づ

2

き、再生可能エネルギ

施

ー
の導入促進、CO2

策

排出量と吸収量の均衡

名

を図るカーボンオフセ

２

ット事業など、様々な

．

施策を展開します。
〇

低

市民のライフスタイル

炭

変容に向け、動画やS

素

NS、ナッジ等を活用

・

した普及啓発を進めま

循

す。
〇温室効果ガス排

環

出量のさらなる抑制の

社

ため、吹田市をはじめ

会

とするＮＡＴＳ4市や

の

、大阪府と連携した取

構

組みについて
検討しま

築

す。

施策の方向性の進

担

捗状況
2018年度 2

当

019年度 2020年

部

度 2021年度 202

局

2年度

B B A A

環境部

施策の (1)低炭素社会の実現に向けた取組みを進めます
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地球温暖化防止地域計画の推進 「第2次豊中市地球温暖化防止地域計画」を改定し、2050年度温室効果ガス排出量実

質ゼロに向けての新しい目標と取組みを反映しました。

地球温暖化対策地域計画の推進 NATS4市で「地球温暖化対策対策の自治体間連携に関する基本協定」を締結し、広域

連携を活用した共同事業に取り組みました。

地球温暖化対策実行計画の推進 エコスタイルを推進しました。（クールビズ、ウォームビズの実施）

豊中市電力の調達に関する環境配慮方針の運用・更新等を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市民一人当たりの温室効果ガス排出量平成2年 とよなかの環境

% -23.5 -24 -28.8 -22.4 -
度（1990年度）比（排出係数を変動に変更）

2
市役所の事務事業から排出される温室効果ガス とよなかの環境

% -22.8 -22.1 -26.7 -27.8 -
排出量平成25年度（2013年度）比(確報値に修

3

4

5

成果
〇「第2次豊中市地球温暖化防止地域計画～チャレンジマイ

2

ナス７０プラン～」を

0

見直し、「第2次豊中

2

市地球温暖化防止
地域

2

計画（改定）～とよな

年

か・ゼロカーボンプラ

度

ン～」を策定し、ゼロ

政

カーボンシティ実現に

策

向けての方向性を明ら

評

かに
することができま

価

した。
〇地球温暖化対

（

策として、気候変動へ

施

の影響を緩和するため

策

、市民向け省エネ推進

の

事業において、SNS

方

を活用して省エネ
行動

向

を促す「せーのでエコ

性

活！」を実施すること

）

で若年層に気軽に参加

シ

してもらって実践を促

ー

した結果、ライフスタ

ト

イル
の変容につながる

（

きっかけとすることが

2

できました。
〇再生可

0

能エネルギーの導入促

2

進等の各種補助金交付

1

制度を実施することで

年

、豊中市域から排出さ

度

れる温室効果ガスの総

実

排出量の抑制につなが

施

りました。

問題点・今

分

後想定される事項
〇「

）

第2次豊中市地球温暖

章

化防止地域計画（改定

第

）～とよなか・ゼロカ
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、廃棄される手つかず

 

食品の削減に取り組み

章

ます。
○事業系ごみの

 

減量については、事業

活

系一般廃棄物の搬入物

力

展開検査及び搬入物目

あ

視検査を充実させると

る

ともに、事業所
にとっ

快

て2R（発生抑制・再

適

使用）を推進する上で

な

、取組みやすい事例や

ま

コスト削減につながる

ち

情報を提供し、ごみの

づ

減量
を図ります。

施策

く

の方向性の進捗状況
2

り

018年度 2019年

総

度 2020年度 202

計

1年度 2022年度

B

掲

B A A

載頁 73
施策名 ２．低炭素・循環社会の構築 担当部局 環境部

施策の (2)循環型社会の構築に向けた取組みを進めます
関連部局

環境部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

廃棄物関連計画の推進 「第４次豊中市ごみ減量計画」の進行管理及び市民周知を行いました。また、「豊中

市食品ロス削減推進計画」を策定しました。

事業ごみ減量対策事業 市許可業者が豊中市伊丹市クリーンランドに搬入する一般廃棄物の展開検査及び目視

検査を実施し、廃棄物の適正処理を推進しました。

再生資源集団回収報奨金交付事業 未実施である地域団体等へのPR活動や、既存の登録団体への回収量増に向けた働きか

けにより、事業の活性化に取り組みました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
ごみの焼却処理量 担当課調査

t 99275 104,700 103,041 100,928 100,137

2

3

4

5

成果
○食品ロス削減に向けた賞味・消費期限内の食品を有効活用するフードドライブの実施やペットボトル削減に向けたマイ
ボトルの持参を促進するための給水機の設置など、ごみの減量に取り組みました。また、コロナ禍により事業系ごみ量は
引き続き減少したこともあり、ごみの焼却処理量は年度目標値を下

2

回りました。

問題点・

0

今後想定される事項
○

2

コロナ禍による社会状

2

況の変化により、ごみ

年

の量が大きく変動する

度

可能性があります。
○

政

ごみ排出実態調査によ

策

ると市内食品ロスのう

評

ち約6割が家庭系食品

価

ロスとなっています。

（

また、家庭系可燃ごみ

施

のうち
、食品ロスの割

策

合が17.74％を占

の

め、その約半分が手つ

方

かず食品となっている

向

ことから、食品ロスの

性

なかでも手つかず食
品

）

を削減することが課題

シ

となっています。

今後

ー

の方針
○「第４次豊中

ト

市ごみ減量計画」の計

（

画期間中に生じる社会

2

状況等の変化をふまえ

0

、目標の達成状況や施

2

策の実施状況を
確認・

1

検証するとともに、現

年

行計画の中間見直しを

度

行います。
○「豊中市

実

食品ロス削減推進計画

施

」に基づき、食品ロス

分

の削減に取り組みます

）

。特に再使用・再生利

章

用より優先順位の高
い

第

発生抑制の指針として

61



3

した。また、関係機関

 

と調整をしながら神崎

章

川駅周辺まちづくりの

 

方向性の
策定をしまし

活

た。
○服部天神駅前広

力

場整備事業に向け、地

あ

権者等の協力を得なが

る

ら街路事業や土地区画

快

整理事業の認可を取得

適

し、事業着手
しました

な

。
○事故の起こりやす

ま

い老朽化した上下水道

ち

施設を災害や事故に強

づ

い施設に改築更新しま

く

した。

問題点・今後想

り

定される事項
○住宅の

総

耐震化に向けた取り組

計

みについては、法的な

掲

強制力がないことや、

載

旧耐震基準の木造住宅

頁

の所有者が高齢化して

7

おり耐震改修工事を実

4

施するための経済的負

施

担が大きく、また、新

策

型コロナウィルス感染

名

症の影響もあり、計画

３

的に耐震
化を進めるこ

．

とは容易ではありませ

都

ん。
○新型コロナウイ

市

ルスの感染拡大の状況

基

により地権者等と面談

盤

ができないなど事業進

の

捗に影響する恐れがあ

充

ります。また
、神崎川

実

駅周辺整備基本計画検

担

討には市民意見の反映

当

や関係機関との合意形

部

成が不可欠となってい

局

ます。
○服部天神駅前

都

広場整備事業について

市

、補償交渉が長引き事

計

業スケジュールに遅れ

画

をきたす恐れがありま

推

す。
○節水型社会の進

進

展等に伴う水需要の減

部

少により厳しい経営環

施

境が続く中、地震対策

策

や施設の改築更新など

の

の諸課題に対
応してい

(

くため、安定的な財源

1

の確保が不可欠となっ

)

ています。

今後の方針

安

○耐震化促進に関する

心

取り組みの普及啓発は

し

、さらに必要とする人

て

に情報が届くように、

暮

「豊中市住宅・建築物

ら

耐震改修
促進計画」の

せ

中間検証も踏まえなが

る

ら効果的・効率的な手

市

法で実施していきます

街

。
○庄内・豊南町地区

地

住宅市街地総合整備事

の

業において、対面を極

形

力控えるなど新型コロ

成

ナウイルス感染防止に

を

努めながら
、事業を進

進

めます。また、神崎川

め

駅周辺まちづくりにつ

ま

いては、整備基本計画

す

策定に向け検討を進め

関

ます。
○補償交渉時に

連

おいては、地権者と情

部

報を密に連携しながら

局

進めます。
○上下水道

都

の充実を進捗管理して

市

いる「第２次とよなか

計

水未来構想」に示す施

画

策を進めます。

施策の

推

方向性の進捗状況
20

進

18年度 2019年度

部

2020年度 2021

方

年度 2022年度

A A

向

A A

性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

耐震補助事業 昭和56年以前に建築の住宅や特定建築物の耐震診断、木造住宅の耐震設計・改修、除

却、コンクリートブロック塀等撤去の費用に対して一部を補助しました。

庄内豊南町地区住宅市街地総合整備事業 庄内・豊南町地区で不足している道路等公共施設整備や木造住宅等除却に関する補助

、神崎川駅周辺まちづくりの方向性の策定を行いました。

服部天神駅周辺地区整備（都市再開発事 服部天神駅前広場整備に向けて関係地権者等と調整し、街路事業及び土地区画整理事

業費） 業認可を取得し、補償交渉や公共施設整備を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
木造住宅耐震改修補助金・木造住宅除却補助金 実績値

件 75 60 95 47 34
の交付件数

2
地震時等に著しく危険な密集市街地地区数（庄 大阪府密集市街地

地区 9 - - 11 9
内・豊南町地区） 整備方針

3
老朽水道管路解消率 第２次とよなか水

％ 25 9.3 15 21.7 25.5
未来構想実行計画

4
水道管路耐震適合率 第２次とよなか水

％ 34.8 3

2

0.8 32.3 33.

0

8 35.2
未来構想実

2

行計画

5
下水道管路老

2

朽化対策達成率 第２次

年

とよなか水
％ 100 2

度

0.6 50.8 61.

政

9 79.4
未来構想実

策

行計画

成果
○木造住宅

評

の耐震改修補助、震災

価

対策除却補助について

（

は、相談カードについ

施

て電子申込による手続

策

きも可能としました
が

の

、コロナ禍の影響で事

方

業の機運が高まらず、

向

補助件数は減少しまし

性

た。コンクリートブロ

）

ック塀等撤去補助は補

シ

助件数
44件と例年並

ー

みであり、まちの安全

ト

性の向上に寄与しまし

（

た。
○道路等の公共施

2

設の整備のほか、木造

0

住宅等の除却費補助を

2

実施することにより、

1

庄内・豊南町地区の不

年

燃化促進に寄
与しまし

度

た。新型コロナウイル

実

ス感染症の影響で道路

施

等の整備に伴う地権者

分

と面談ができない期間

）

などがありましたが、

章

郵送など連絡手段の工

第

夫により事業を進めま
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3

。

今後の方針
〇「歩道

 

改良実施計画（令和3

章

年度改訂版）」のとお

 

り、令和8年度(20

活

26年度)の完了に向

力

け改良工事に取り組み

あ

ます。
〇「第3次豊中

る

市通学路プログラム」

快

の進捗管理及び「庄内

適

さくら学園通学路交通

な

安全プログラム」の策

ま

定に取り組みま
す。
〇

ち

夜間の放置自転車の撤

づ

去回数を増やす等、夜

く

間の放置自転車防止に

り

取り組みます。

施策の

総

方向性の進捗状況
20

計

18年度 2019年度

掲

2020年度 2021

載

年度 2022年度

A A

頁

A A

75
施策名 ３．都市基盤の充実 担当部局 都市基盤部

施策の (2)安全で安心して移動できる総合的なみちづくり、
関連部局

財務部、都市計画推進部、都
市基盤部

方向性 交通環境づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

交通安全整備事業 バリアフリーな移動環境の整備として、「歩道改良実施計画（改訂版）」等に基づく

改良工事に取り組みました。

交通安全啓発事業 市立の全小学校の通学路において点検を行い、「第3次豊中市通学路交通安全プログ

ラム」を策定しました。

放置自転車防止事業 放置自転車の移動・保管及び返還を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
阪急電鉄・大阪モノレール・北大阪急行電鉄市 豊中市統計書　　

人 450000 411,610 417,542 420,577 320,569
内各駅乗降員数（1日平均） 　（前年度調査）

2
歩道改良整備延長　＜指標の出典＞歩道改良整 上記

Ｋｍ 23 17 17.3 17.6 17.9
備工事による整備延長の積み上げ

3
住居地区バリアフリー化の進捗率＜指標の出典 のため整備した地

％ 100 75 87.5 100 -
＞住居地区内道路バリアフリー化 区割合

4
通学路交通安全プログラムを実施中の小学校の 担当課調査

2

％ 100 100 100

0

100 100
割合

5
市

2

内各駅周辺の放置自転

2

車数 駅周辺の自転車等

年

台 減少 292 308 2

度

96 230
台数調査

成

政

果
〇「歩道改良実施計

策

画（改訂版）」に基づ

評

き、曽根箕面線、岡町

価

熊野田線の改良工事を

（

実施するとともに、計

施

画の進捗状
況による見

策

直しを行い、着実な進

の

捗を図るため「歩道改

方

良実施計画（令和3年

向

度改訂版）」を策定し

性

ました。
〇市立の全小

）

学校及び希望する未就

シ

学児施設において通学

ー

路等の点検を行い、「

ト

第3次豊中市通学路交

（

通安全プログラム
」を

2

策定しました。

問題点

0

・今後想定される事項

2

〇「歩道改良実施計画

1

（令和3年度改訂版）

年

」の着実な進捗を図る

度

ため、財源の確保、改

実

良手法の検討が必要で

施

す。
〇通学路プログラ

分

ムの点検方法などに改

）

善が必要です。
〇夜間

章

の放置自転車対策につ

第

いて、対策が必要です
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3 章 活力ある快適なまちづくり 総計掲載頁 75
施策名 ３．都市基盤の充実 担当部局 都市基盤部

施策の (3)マイカーに頼らなくても移動できる交通体系の整
関連部局

都市基盤部

方向性 備をめざします

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

交通対策事業 関係機関や事業者との連携・調整により、交通体系の円滑化を進めました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
阪急電鉄・大阪モノレール・北大阪急行電鉄市 豊中市統計書　　

人 450000 411,610 417,542 420,577 320,569
内各駅乗降員数（1日平均） 　（前年度調査）

2
市内の交通空白地 公共交通改善計画

ｋ㎡ 0 0.31 0.02 0.02 0
に基づき算出

3
西部地域デマンド型乗合タクシー利用者数 事業者報告値

人/日 20 - 8.5 7.7 8.9

4
豊中東西線バスの利用者数 事業者報告値

人 113150 - - - 182,437

5
シェアサイクル利用回数 事業者報告値

回 75000 - 7,386 48,910 87,061

成果
〇マイカーに頼らなくても移動できる交通体系の整備を図るため、「公共交通改善計画」に基づく、具体的な施策として
豊中東西線バスおよび南部地域デマンド型乗合タクシーの運行を開始しました。また、公共交通を補完するシェアサイク
ルの

2

エリアを市域全体に拡

0

大しました。

問題点・

2

今後想定される事項
〇

2

人口減少、少子高齢化

年

の進展など、交通環境

度

の変化を踏まえ、現状

政

および将来的な市民ニ

策

ーズの把握が必要です

評

。
〇関係機関や事業者

価

との課題意識の共有、

（

施策に対する合意形成

施

が必要です。

今後の方

策

針
〇「マイカーに頼ら

の

なくても移動できる交

方

通体系の整備」を実現

向

するため、「公共交通

性

改善計画」に基づく施

）

策の推進お
よび評価改

シ

善に取り組みます。
〇

ー

交通問題対策やノンス

ト

テップバス導入促進を

（

行います。

施策の方向

2

性の進捗状況
2018

0

年度 2019年度 20

2

20年度 2021年度

1

2022年度

B A A A

年度実施分）
章 第
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3

指定し、事業所集積地

 

における住工混在防止

章

の対策を図りました。

 

問題点・今後想定され

活

る事項
○千里中央地区

力

再整備については、千

あ

里中央地区活性化基本

る

計画の実現に向け、土

快

地区画整理事業などの

適

詳細検討や、整
備計画

な

の検討などが必要です

ま

。
○将来的な人口減少

ち

や少子高齢化社会にお

づ

ける効率的な都市機能

く

サービス維持や事業所

り

集積地での住工混在防

総

止に向けた
居住・都市

計

機能・産業の適切な土

掲

地利用誘導や、防災ま

載

ちづくりに向けた対策

頁

の検討が求められてい

7

ます。
○豊中地区のま

6

ちづくりについては構

施

想実現に向けた検討に

策

おいて、豊中駅前まち

名

づくり推進協議会等の

４

地域住民との調
整が必

．

要です。岡町地区は基

魅

本方針に基づき、地区

力

の特性を活かした賑わ

的

いづくり等の取組みの

な

推進が必要です。また

住

、
老朽化した商業施設

環

の建替え等の支援が必

境

要です。
○就航都市と

の

の文化・スポーツ・産

形

業等の交流事業につい

成

て、効果的な事業のあ

担

り方の検討が必要です

当

。

今後の方針
○千里中

部

央地区については、今

局

後も再整備に向けた取

都

組みを継続し、土地区

市

画整理事業の手続きに

計

向けた協議・調整を行

画

います。
○豊中地区で

推

は構想実現に向け、具

進

体的な取組みの検討を

部

行います。
○立地適正

施

化計画の届出制度の運

策

用や産業振興施策との

の

連携により、居住・都

(

市機能・産業の適切な

1

土地利用誘導を進め
る

)

とともに、防災まちづ

地

くりに向けた検討を進

域

めます。
○空港及び周

特

辺地域の活性化に向け

性

て、交流事業のあり方

を

やコロナ禍における開

生

催手法等について検討

か

し、引き続き、就
航都

し

市との交流事業や空港

た

でのイベント開催など

都

を行います。
○（仮称

市

）原田緩衝緑地整備・

の

管理運営事業に向けて

拠

、ワークショップ等を

点

行うとともに、公募型

づ

プロポーザル方式を実

く

施します。

施策の方向

り

性の進捗状況
2018

を

年度 2019年度 20

進

20年度 2021年度

め

2022年度

B B B B

ます
関連部局

都市経営部、都市活力部、都
市計画推進部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

千里中央地区再整備 平成30年度に作成した「千里中央地区活性化基本計画」の実現に向け、事業者と土地

区画整理事業の概略検討を行いました。

都市・地域拠点の活性化の推進 岡町東地区都市再生整備計画に基づき補助金の申請を行いました。また、豊中駅周辺

の再整備構想策定を行いました。

空港を活かしたまちづくり推進事業 大阪国際空港就航都市との交流事業による連携強化、空港でのイベント開催などの空

港及び周辺地域の活性化について取り組みました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
千里中央駅の乗降員数（1日平均） 豊中市統計書（前

人 維持 131,579 133,584 133,118 106,075
年度調査）

2
豊中駅の乗降員数（１日平均） 豊中市統計書（前

人 維持 47,953 47,500 47,483 36,191
年度調査）

3
庄内駅の乗降員数（1日平均） 豊中市統計書（前

人 維持 28,301 28,119 28,243 22,190
年度調査）

4
大阪

2

国際空港の旅客数 関西

0

エアポート調
千人 増加

2

16,299 15,7

2

65 5,812 7,4

年

99
査

5

成果
○千里中

度

央地区の土地区画整理

政

事業に向けた事業者と

策

の協議・調整について

評

、取組み方針を公表し

価

ました。
○豊中地区で

（

は、豊中駅前まちづく

施

り推進協議会等の地域

策

住民と豊中駅前の再整

の

備について協議を行い

方

ました。また、過
年度

向

の駅前に関する調査を

性

もとに「豊中駅周辺再

）

整備構想」を策定しま

シ

した。
○コロナ禍の中

ー

、メルマガやデジタル

ト

サイネージ、豊中まつ

（

りにおける就航都市情

2

報の発信の充実に取り

0

組むとともに、
空港施

2

設の見学会を開催し、

1

多くの人に空港の魅力

年

を伝えることができま

度

した。
○関係機関との

実

協議、市民説明会、パ

施

ブリックコメントを経

分

て、大阪国際空港周辺

）

地域整備構想を策定し

章

ました。
○特別用途地

第

区（工業保全地区）を
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3

宅の空き家を活用した

 

セ
ーフティネット住宅

章

のニーズが高まってい

 

くことが想定されます

活

。
○市営住宅入居者の

力

高齢化が進んでいるこ

あ

とと、階段室型の高層

る

階の住戸は応募者が少

快

ない状況が続いている

適

ことから、
豊中市営住

な

宅長寿命化計画に沿っ

ま

て順次建替えを行う必

ち

要があります。
○マン

づ

ションの老朽化や居住

く

者の高齢化による管理

り

不全が生じさせないよ

総

う、居住者の管理意識

計

の醸成に向けた取組み

掲

が
必要です。

今後の方

載

針
○居住支援協議会に

頁

おいて、不動産事業者

7

や福祉事業者に向けた

7

セミナーや、緊急連絡

施

先代行サービス利用者

策

への補助制
度の実施な

名

ど、住宅確保要配慮者

４

が円滑に民間賃貸住宅

．

へ入居できるための取

魅

組みを充実させていき

力

ます。
○新たに策定し

的

た「豊中市マンション

な

管理適正化推進計画」

住

に基づき、管理計画認

環

定制度を開始するほか

境

、マンション管
理組合

の

を支援する事業の実施

形

や、適正な管理が行わ

成

れていない管理組合に

担

対し、必要に応じて助

当

言・指導を行います。

部

○令和3年度に中間見

局

直しを行った「豊中市

都

住宅マスタープラン」

市

に基づき、空家等対策

計

計画策定のための空き

画

家実態調
査を実施しま

推

す。
○コロナ禍により

進

住居の確保が困難な方

部

が増加すると考えられ

施

るため、市営住宅の一

策

時避難住戸の提供を継

の

続します。
○豊中市営

(

住宅長寿命化計画に沿

2

って、計画修繕および

)

建替事業を適切に実施

社

します。
○三世代同居

会

・近居を促進する補助

環

事業を継続して実施し

境

ます。

施策の方向性の

の

進捗状況
2018年度

変

2019年度 2020

化

年度 2021年度 20

に

22年度

B B B B

応じた住まいの確保を支援しま
関連部局

方向性 す

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

住宅セーフティネットの推進 住宅確保要配慮者が安心して住み続けられる住宅を確保するため、民間賃貸住宅を活

用した住宅セーフティネットの構築を推進しました。

市営住宅施設運営管理 市営住宅の適切な維持管理、入居者募集、家賃の決定・徴収などを行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
住宅確保要配慮者向け賃貸住宅の登録戸数 実績値

戸 増加 72 532 1,168 1,222

2
指定管理者による市営住宅管理運営業務の年度 担当課実施の年度

- 維持 A B B B
評価 評価

3

4

5

成果
○居住支援協議会では相談者の状況に応じ関係機関との連携を行っており、長寿安心課、地域包括支援センター、福祉事
務所との高齢者への相談対応を課題としたケース会議を行いました。主催のセミナーでは、「ひとり親家庭の住まいの現
状と支援」についての講演や、こども関連部局の取組みを紹介し、子育て世帯が直面する課題等の啓発を行いました。
○コロナ禍の影響による解雇等により、住宅の退去を余儀なくされている

2

方を対象に、豊中市営

0

住宅の空家を一時的に

2

提
供し、1件の入居が

2

ありました。
○市営岡

年

町北住宅1・2棟の建

度

替えを完了し、宝山住

政

宅として管理開始しま

策

した。
○豊中市住宅・

評

住環境に関する基本方

価

針の中間見直しを行い

（

、「豊中市住宅マスタ

施

ープラン」に改定し、

策

住宅セーフティ
ネット

の

の充実、マンションの

方

管理適正化、管理不全

向

空き家の防止等を柱と

性

して、良好な住環境の

）

維持に向けた目標及び

シ

取
組みの方向性を明ら

ー

かにしました。また、

ト

市内分譲マンション管

（

理適正化のため「豊中

2

市マンション管理適正

0

化推進計画
」を策定し

2

ました。
○三世代同居

1

・近居を促進する補助

年

事業を実施し、令和3

度

年度補助件数は33件

実

でした。

問題点・今後

施

想定される事項
○少子

分

高齢化等の社会情勢に

）

より、住宅確保要配慮

章

者は今後も増加傾向に

第

あるため、民間賃貸住
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3

二分に活用されないこ

 

とが考えられるため、

章

新たな活動団体の発掘

 

や有効な支援制度周知

活

が課題です。
○災害時

力

に状況が大きく変化し

あ

周囲に影響を与える空

る

き家があることから、

快

空き家の所有者等に対

適

し適切な維持管理とと

な

もに、災害時の状況確

ま

認の啓発を行う必要が

ち

あります。

今後の方針

づ

○セミナーや情報誌に

く

おいて啓発を行うとと

り

もに条例の改正や新た

総

な支援制度についての

計

広報活動を行い、初動

掲

期から充
実した支援を

載

行っていきます。
○管

頁

理不全空き家の改善・

7

解消に向け、関連部局

7

と情報共有、連携を図

、

りながら所有者等に助

7

言、指導を行うととも

8

に、
災害時も含めた空

施

き家の適切な維持管理

策

の啓発を行い、管理不

名

全空き家の発生の未然

４

防止にも取り組みます

．

。

施策の方向性の進捗

魅

状況
2018年度 20

力

19年度 2020年度

的

2021年度 2022

な

年度

A A A A

住環境の形成 担当部局 都市計画推進部

施策の (3)まちの魅力として継承される住環境づくりを進め
関連部局

財務部、都市計画推進部、都
市基盤部

方向性 ます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

まちづくり団体活動支援事業 豊中市地区まちづくり条例の改正とクラウドファンディング活用支援制度の創設に取

組みました。

建築基準法審査等事業 建築基準法に基づく確認、許可、認定の他、長期優良住宅建築等計画の認定、建築物

省エネ法に基づく適合審査等を行いました。

違反建築物等指導業務 違反建築等の発生抑止のための啓発及び是正に向けた指導、管理不全空き家の所有者

等に適切な維持管理の啓発、指導、助言等を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
まちづくりのルール区域面積 実績値

ha 増加 276.2 290.4 322.63 332.93

2
長期優良住宅の累計件数 実績値

件 増加 2,350 2,638 2,912 3,279

3
低炭素建築物の累計件数 実績値

件 増加 56 75 90 127

4
管理不全空き家是正累計件数 実績値

件 増加 447 591 709 783

5

成果
○地区計画推進事業とまちづくり活動団体支援事業を統合し、支援制度の効率的な運用

2

が可能になりました。

0

○多様な活動を支援す

2

るため豊中市地区まち

2

づくり条例を改正し、

年

新たに地区まちづくり

度

活動団体の登録制度及

政

び法令に
基づかない地

策

区まちづくりに関する

評

ルールを登録する制度

価

を創設するとともに、

（

クラウドファンディン

施

グ活用支援助成制
度を

策

創設し、支援制度の充

の

実を行いました。
○建

方

築基準法審査等事業に

向

おいて、適正な審査等

性

を行うことにより、良

）

質な住環境の形成に寄

シ

与しました。
○違反建

ー

築物等指導業務におい

ト

て、関係部局と情報共

（

有及び連携を図りなが

2

ら、管理不全空き家の

0

所有者等に適切な維持

2

管理の啓発、指導、助

1

言を行い、管理不全空

年

き家の改善・解消に取

度

り組むことで良好な住

実

環境の形成に寄与しま

施

した。

問題点・今後想

分

定される事項
○条例の

）

改正や新たな支援制度

章

について周知が不十分

第

であった際に制度が十
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景観を大切にする意識

 

の醸成のため、感染対

章

策を徹底しながら、ど

 

の
ようにPR活動を行

活

うかが課題です。

今後

力

の方針
○とよなか百景

あ

については景観資源と

る

してさらなる共有化を

快

図るため、「景観めぐ

適

るんマップ」を活用し

な

た周知を行うと
ともに

ま

、表彰事業の受賞物件

ち

・作品のパネル展など

づ

の事業成果を有効に活

く

用することで、景観の

り

重要性を感じ、自ら良

総

好
な景観を大切にする

計

意識の醸成に努めます

掲

。
○景観啓発事業とし

載

て、とよなか百景や、

頁

景観学習など、それぞ

7

れが独立して行ってい

8

る事業を関連させるこ

施

とで相乗効
果が生まれ

策

るよう、実施する方策

名

を検討し、横断的にす

４

ることや、とよなか百

．

景にとどまらず、豊中

魅

の魅力を広く共有で
き

力

る企画を実施すること

的

で各事業の相乗効果を

な

図ります。
○表彰事業

住

開催については、事業

環

者の建設・開発の事業

境

サイクルや、市制施行

の

周年事業としてのPR

形

効果が大きいことから

成

、引き続き5年に１度

担

開催していきます。

施

当

策の方向性の進捗状況

部

2018年度 2019

局

年度 2020年度 20

都

21年度 2022年度

市

A A A A

計画推進部

施策の (4)まちの魅力を高める都市景観づくりを進めます
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

都市景観形成推進事業 都市景観形成推進地区の指定に取り組みました。また、市制85周年事業として豊中市

都市デザイン賞・豊中まちなみ市民賞を実施しました。

景観法・都市景観条例に基づく景観指導 大規模建築物の新築等において、届出を義務付け、景観面の助言・指導を行いました

。

都市景観デザイン相談 周辺環境への影響が大きい物件についてデザイン相談を開催し、専門家からのアドバ

イスを活用して景観面への助言・指導を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
景観形成に関するルールの策定地区数 実績値

件 増加 6 7 8 9

2
景観計画区域内における行為の届出時の助言・ 実績値

％ 維持 40.6 37.8 29.8 27.6
指導による改善件数の割合

3

4

5

成果
○新たに新千里西町３丁目地区において、これまで培われてきた良好な景観を形成している住宅地を保全し、景観の継承
を図ることをめざし、都市景観形成推進地区に指定しました。
○市制施行85周年事業として、豊中市都市デザイン賞・豊中まち

2

なみ市民賞を実施し、

0

デザイン賞70件、市

2

民賞において
は、前回

2

を約20％上回る18

年

9件の応募があり、表

度

彰事業を通じて、良好

政

な景観形成に対する波

策

及効果や、市民の意識

評

向上
につながりました

価

。
○景観計画区域内に

（

おける行為の届出時の

施

助言・指導152件に

策

対して、42件改善す

の

ることができました。

方

問題点・今後想定され

向

る事項
○市民等の景観

性

まちづくりへの意識を

）

さらに高めていくため

シ

、とよなか百景や市内

ー

にある魅力的な景観を

ト

どのように活用
するか

（

が課題です。加えて、

2

2016年度から5年

0

ぶりに実施した都市景

2

観表彰事業の成果とし

1

て、前回を上回る応募

年

をいた
だいたまちなみ

度

市民賞受賞作品や、厳

実

正な審査を経て、景観

施

形成に寄与すると認め

分

られた都市デザイン賞

）

受賞物件につい
て、市

章

民・事業者が景観の重

第

要性を認識し、良好な
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3

け、候補地である「原

 

田中一丁目地区」の関

章

係者（地権者や土地建

 

物の所有者）へのヒア

活

リングを行い
、合意形

力

成を図りました。今後

あ

も産業誘導区域への企

る

業立地の取組みを推進

快

するとともに、重点エ

適

リアの指定・拡大を行

な

い、操業環境の維持・

ま

形成を図ります。

問題

ち

点・今後想定される事

づ

項
〇新型コロナウイル

く

ス感染症の拡大は、地

り

域経済に深刻な影響を

総

与えたため、引き続き

計

、事業活動の下支えに

掲

取り組むと
ともに、新

載

たな社会に対応できる

頁

環境づくりを中長期的

8

な視点で実施する必要

0

があります。
〇アフタ

、

ーコロナの地域社会に

8

おいては、従来からの

1

企業立地をさらに促進

施

しつつ、加えて新たな

策

生活様式に適応した多

名

様な都市機能をそれぞ

５

れの地域特性に応じて

．

誘導していくことが求

産

められています。

今後

業

の方針
〇「地域経済再

振

生支援プログラム」に

興

基づき、市内事業者の

の

事業活動の下支えを引

充

き続き行うとともに、

実

「豊中市新・産
業振興

担

ビジョン」に基づき、

当

産業構造や労働環境の

部

変化に適応した産業振

局

興策を実施します。
〇

都

アフターコロナを見据

市

え、地域特性を活かし

活

た多様な産業集積を図

力

るため、企業立地対象

部

業種の拡大について検

施

討しま
す。また、候補

策

地の地権者への説明、

の

住宅規制についての合

(

意形成を図るなど、重

1

点エリアの拡大に向け

)

た取組みを進め
ます。

地

施策の方向性の進捗状

域

況
2018年度 201

産

9年度 2020年度 2

業

021年度 2022年

の

度

B B B A

活性化による都市のにぎわいづくりを
関連部局

方向性 進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

産業振興事業 準工業地域・工業地域内における住工混在を防止し、事業用地として適切な土地利用

の誘導を図ります。

産業振興事業 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内経済再生のため、市内での消費喚起を

促進します。

産業振興事業 コロナ禍で売上が減少した事業者が行う、売上アップにつながる取組みを応援するこ

とで、地域経済の再生とさらなる産業の振興を図ります。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
産業誘導区域内の事業所数（町丁目単位） 経済センサス(H28

社 維持 1,663 - - -
)

2
企業立地促進条例の奨励金申請件数 担当課調査

件 29 22 22 25 26

3
市内事業所数 経済センサス(H28

社 維持 13,044 16,958 - -
)

4
市内事業所の従業員数 経済センサス(H28

人 127496 127,496 - - -
)

5

成果
〇新型コロナウイルス感染症に伴う事業者支援として、「地域経済再生支援プログラム」に基づき、事業継続を支援する
ための「小規模事業者事業継続応援金」、新しい

2

生活様式に対応した取

0

組みを支援する「売上

2

アップ応援金」を交付

2

した
ほか、市内経済再

年

生のために「キャッシ

度

ュレス決済ポイント還

政

元事業」や「プレミア

策

ム付商品券事業」とい

評

った消費喚起
策により

価

、市内店舗の売上げ増

（

加やキャッシュレス決

施

済の普及を図ることで

策

約77億円を超える額

の

が市内に還流しました

方

。
〇「豊中市新・産業

向

振興ビジョン」を策定

性

し、新型コロナウイル

）

ス感染症の拡大がもた

シ

らした、産業構造や労

ー

働環境の変
化に適応し

ト

た新たな時代の産業振

（

興のあり方を示しまし

2

た。
〇立地促進奨励金

0

は、支払件数26件の

2

うち、19件が産業誘

1

導区域内での立地によ

年

るもので、区域内への

度

産業集積が進みま
した

実

。また、土地利用規制

施

の導入や立地支援施策

分

の拡充により、事業所

）

の集積を誘導し、産業

章

振興を図る区域として

第

重点
エリアの指定に向
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3 章 活力ある快適なまちづくり 総計掲載頁 81
施策名 ５．産業振興の充実 担当部局 都市活力部

施策の (2)新たな事業の創出や担い手の育成を支援します
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

創業支援事業 チャレンジセンターの会員起業家の支援及び創業希望者への創業支援、セミナー開催

、相談対応などを行います。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
開業率 経済センサス（H2

％ 7.5 5.6 - - -
8）

2
起業に関する相談件数　　　　　　　　　　　 担当課調査

件 150 87 113 88 95

3

4

5

成果
〇とよなか起業・チャレンジセンターを「北おおさか信用金庫豊中支店」6階に仮移転し、Wi-Fi環境や大型モニターを利
用したオンライン会議、商談、テレワークなど、同施設を利用した新たな取組みが実施されるとともに、きめ細やかな相
談対応により、起業に向けた相談件数が増加しました。

問題点・今後想定される事項
〇テレワークの普及や、企業に依存しない自律的なキャリア形成など、今までとは違った、様々な生活・活動パターンに
応じた環境整備も必要になってきています。

今後の方針
〇令和4年度末(2022 年度末)に、とよなか起業・チャレンジセンターについて、庄内駅前庁舎に現在と同等の規

2

模・機能
を有し本移転

0

を行います。今後とも

2

関係機関と連携を図り

2

、企業に依存しない自

年

律的なキャリア形成な

度

ど多様なニーズに
も応

政

えながら、起業相談や

策

起業セミナーをはじめ

評

とした市内事業者への

価

きめ細かな支援を行っ

（

ていきます。

施策の方

施

向性の進捗状況
201

策

8年度 2019年度 2

の

020年度 2021年

方

度 2022年度

B B B

向

B

性）シート（2021年度実施分）
章 第
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争体験を抱え
て生きる

 

－｣をオンライン開催

章

し、兄弟都市･沖縄市

 

交流事業として開催し

い

た学習会には、沖縄市

き

民も参加し、学習と交

い

流
を行いました。

問題

き

点・今後想定される事

と

項
〇新型コロナウイル

心

ス感染拡大に伴う外出

豊

自粛等を考慮し、イン

か

ターネットを活用した

に

来館以外の情報発信や

暮

啓発手法を
充実してい

ら

く必要があります。
〇

せ

被爆者や戦争体験者が

る

減少していく状況の中

ま

、次世代へ戦争体験、

ち

被爆体験などを伝え、

づ

平和の大切さを継承し

く

続けて
いく必要があり

り

ます。
〇記録や証言の

総

収集が困難となる中、

計

当時の状況を伝える家

掲

庭での貴重な戦争遺物

載

が処分や散逸する恐れ

頁

があります。

今後の方

8

針
〇引き続き戦争体験

4

等映像化事業で8名の

施

聞き取りを実施し、映

策

像化を行うとともに、

名

市ホームページで戦争

１

体験や引揚
体験などの

．

体験談を記録・配信し

共

、平和啓発を進めます

に

。
〇次世代へ平和の大

生

切さを継承するために

き

、学校での平和学習や

る

夏休みの自主学習など

平

への活用が進むよう、

和

平和教材の
貸出を行い

な

、引き続き教育委員会

ま

と連携を図っていきま

ち

す。
〇市民からの戦争

づ

遺品の寄贈を軍装品（

く

軍服・軍靴・記章・ヘ

り

ルメット・かばんなど

担

）から受付を開始しま

当

す。

施策の方向性の進

部

捗状況
2018年度 2

局

019年度 2020年

人

度 2021年度 202

権

2年度

A A A A

政策課

施策の (1)非核平和都市の実現をめざします
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

平和展示室のリニューアル 6月にリニューアル。米軍戦闘機P51主翼右翼の一部､1トン爆弾の実物大模型等を新た

に展示するとともに、映像室を設置しました。

戦争体験等映像化事業 市在住の豊中空襲体験者、引き揚げ体験者ら5名の聞き取りを実施し、映像化を行い

ました。

大阪大学大学院文学研究科日本学研究室 地域における平和啓発事業に関する覚書を4月に締結し、6月に豊中空襲報告会、3月

との連携 に沖縄市との平和学習会をオンライン開催しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
平和月間事業の開催事業数 担当課調査

事業 20 17 17 17 13

2
平和月間事業の参加者数 担当課調査（継続

人 1000 927 729 471 69
実施の3事業）

3

4

5

成果
〇6月に平和展示室をリニューアルオープンしました。2,902人が来館し､豊中空襲を多くの市民に知っていただきました｡
〇戦争体験映像化事業で作成した空襲体験や被爆体験の映像を市ホームページで配信し、コロナ禍が続く中、市民が来館
しな

2

くても平和について学

0

びを提供しました。
〇

2

平和月間には、豊中空

2

襲を題材にした平和演

年

劇や、前高校生平和大

度

使の講演、音楽の演奏

政

など、地元高校生を中

策

心とし
た平和を考える

評

つどいを開催しました

価

。講談師による一人語

（

りなど、感性に訴える

施

啓発事業に取り組み好

策

評を得ました。
施設建

の

替えによる一時移転と

方

緊急事態宣言発令とが

向

重なり、事業の縮小･

性

入場者数の制限のため

）

参加者数は減少しまし

シ

た｡
〇平和展示室では

ー

、6月以降、企画展を

ト

開催し、9月には吹田

（

市立平和祈念資料館と

2

の連携事業「戦時下の

0

ポスター展」、
11月

2

～12月にはピースお

1

おさか出前展示「大阪

年

空襲体験画展」を行い

度

、府内平和関連施設と

実

の連携を深めました。

施

〇大阪大学と連携し､

分

報告会｢豊中空襲の被

）

害と実相を考える｣､

章

学習会｢生き残ったひ

第

めゆりの生徒たち－戦
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を行うことができまし

 

た。

問題点・今後想定

章

される事項
〇令和元年

 

人権についての市民意

い

識調査で、人権侵害を

き

受けた時の対応を尋ね

い

ると｢黙って我慢した

き

｣(57.9%)が最

と

も多く､
｢法務局また

心

は人権擁護委員に相談

豊

した｣(1.6%)｢

か

市役所に相談した｣(

に

7.1%)､｢警察に

暮

相談した｣(4.8%

ら

)と､公的機関への相

せ

談
は少ないという結果

る

でした｡相談後のフロ

ま

ーの具体例を示すなど

ち

､相談窓口機能を示し

づ

､周知を図ることが課

く

題です｡
〇同調査で、

り

この5年間に同和問題

総

に関する差別的な発言

計

を直接聞いた経験があ

掲

るかどうか尋ねたとこ

載

ろ、「聞いたこと
があ

頁

る」人は21.5%で

8

した。それを聞いたと

5

き、どう感じたのか尋

施

ねると、「そういう見

策

方もあるのかと思った

名

」が58,8
％と最も

１

多く、次いで「そのと

．

おりと思った」が13

共

.6％と続いています

に

。同和地区や同和地区

生

出身者に関わる差別的

き

な見
方や考え方を固定

る

化することにつながり

平

、誤解や偏見を批判で

和

きる力をつける人権教

な

育・啓発が必要です。

ま

今後の方針
〇引き続き

ち

公的相談機関の周知に

づ

努めます。また､数年

く

ごとに､冊子『人権に

り

関する相談窓口情報』

担

を更新し､発行します

当

｡
〇「相談及び人権平

部

和啓発事業」で、相談

局

や講座､フィールドワ

人

ーク､情報紙で人権課

権

題を積極的に取り上げ

政

るとともに､
ひゅうま

策

んプラザや人権パネル

課

展を開催し、人権侵害

施

の実態、人権の大切さ

策

を市民に発信していき

の

ます。
〇職員の人権研

(

修で、同和問題の理解

2

を深めるとともに、改

)

定版同和行政基本方針

同

の周知を図ります。
〇

和

相談及び人権平和啓発

問

事業､こどもの学び･

題

居場所事業､こども多

を

世代ふれあい事業の事

は

業者選定を行います｡

じ

〇ＤＶ被害者を迅速に

め

適切な支援に結びつく

、

よう、相談窓口の周知

さ

を図るとともに、被害

ま

者の特性をふまえた対

ざ

応ができ
るよう、相談

ま

担当者の資質や意識、

な

対応能力の向上に取り

人

組みます。

施策の方向

権

性の進捗状況
2018

課

年度 2019年度 20

題

20年度 2021年度

に

2022年度

B B B B

関わる
関連部局

都市活力部

方向性 差別の解消を図り、人権文化の創造を進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

豊中市同和行政基本方針の改定 同和行政を取り巻く環境の変化や、国や府、市の意識調査結果、平成30年の同和問題

解決推進協議会答申をふまえて改定しました。

①人権相談　②総合生活相談 ①部落・外国人・障害等を理由にした人権侵害、その他不安や悩み相談

②福祉・就労・住宅・年金・介護保険等、日常生活の不安や悩みの相談

①ＤＶ相談　②第３次豊中市男女共同参 ＤＶ相談を実施するとともに、ＤＶ対策基本計画を包含する「第３次男女共同参画計

画計画の策定 画」を2月に策定しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
人権相談件数（相談及び人権・平和啓発事業） 担当課調査

件 200 90 95 108 104

2
総合生活相談件数 事業実施状況及び

件 680 476 311 215 244
利用状況

3
ＤＶに関する相談件数 担当課調査

件 850 533 567 835 860

4
人権問題事業者学習会の参加人数 担当課調査

人 150 218 132 135

2

85

5

成果
〇令和3年

0

に実施した総合計画に

2

基づく市民意識調査で

2

は､「人権が尊重され

年

たまち」と回答した人

度

の割合が52.3%で

政

、2年
前の前回より1

策

2.3ポイントと大幅

評

に上昇しました。
〇平

価

成10年（1998年

（

）に策定した豊中市同

施

和行政基本方針を、同

策

和行政を取り巻く環境

の

の変化や、国・府・市

方

の人権に関
する意識調

向

査結果、平成30年（

性

2018年）の豊中市

）

同和問題解決推進協議

シ

会答申をふまえ、3月

ー

に改定し周知を図りま

ト

した｡
〇令和元年度に

（

作成した人権啓発パネ

2

ルの音声資料を市立中

0

学校3校の協力により

2

作成しました。参加し

1

た子どもたちは
人権に

年

ついて向き合うことが

度

できました。
〇ＤＶ対

実

策基本計画を包含する

施

「第３次男女共同参画

分

計画」を2月に策定し

）

ました。コロナ禍の影

章

響をふまえたＤＶや性

第

暴力に対する相談支援
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た。
○すてっぷに経済

 

的な理由で生理用品を

章

購入できない女性を対

 

象とした相談窓口（4

い

4件）を設置するとと

き

もに、就職面接
用スー

い

ツ等の貸出し事業（1

き

3件）を開始し、経済

と

面で困難を抱える女性

心

等への支援を行うこと

豊

ができました。

問題点

か

・今後想定される事項

に

○コロナ禍により雇用

暮

や就労面及び経済面で

ら

影響を受ける女性の生

せ

活基盤安定に向けた取

る

組みが今後も必要とな

ま

ります。
○男女共同参

ち

画社会の実現のために

づ

は、女性のエンパワー

く

メントに加え、子ども

り

への教育、男性や地域

総

、事業所の意識改
革が

計

より必要となります。

掲

今後の方針
○女性活躍

載

、働き方改革推進事業

頁

にて事業所経営者、管

8

理職対象のセミナー及

5

び各事業所へアドバイ

、

ザーを派遣します。
〇

8

経済面の課題やコロナ

6

禍の就労を支援するた

施

め、引き続き生理用品

策

を購入できない女性を

名

対象とした相談窓口を

１

設置す
るとともに、就

．

職面接用スーツ等の貸

共

出事業を行います。
○

に

小学生、中学生を対象

生

とした男女共同参画を

き

推進する教育の啓発教

る

材を作成します。

施策

平

の方向性の進捗状況
2

和

018年度 2019年

な

度 2020年度 202

ま

1年度 2022年度

B

ち

B B A

づくり 担当部局 人権政策課

施策の (3)男女共同参画社会の実現に向けた取組みを進めま
関連部局

総務部

方向性 す

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

第3次豊中市男女共同参画計画の策定 昨年度実施した意識調査を基礎資料として、令和4年度を始期とする同計画を作成し

ました。

男女共同参画に関する啓発・研修事業 市内事業所を対象とした、女性の就労継続、就労促進に向けた啓発セミナーを実施し

ました。

就職面接用スーツ等貸出事業 コロナ禍での就職活動等に活用できるよう、スーツ等の貸出事業を開始しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
男女共同参画を推進する学習講座数 担当課調査

講座 25 26 27 14 7

2
すてっぷ相談室における相談件数 すてっぷ指定管理

件 2000 1,967 2,013 2,006 2,047
者による調査

3
すてっぷ施設男女共同参画目的利用者数 すてっぷ指定管理

人 31000 27,812 26,516 18,009 10,392
者による調査

4
市の男性職員の育児休業取得率 担当課調査

％ 5以上 6.7 7.9 13.9 14.6

5
市の管理職（全職種）の女性の割合 担当課調査

％ 24 20.9 23.

2

4 24.4 25.4

成

0

果
○すてっぷではコロ

2

ナ禍及び空調設備機器

2

更新のため休館や感染

年

予防による運営のため

度

、施設利用者数は大き

政

く減少しま
したが、市

策

内各地域で各講座を実

評

施するなど、拠点以外

価

での男女共同参画の推

（

進につながりました。

施

○庁内各課の取組み内

策

容をふまえ、男女共同

の

参画社会実現に向けた

方

諸課題への対応を反映

向

させた第3次豊中市男

性

女共同参
画計画を策定

）

し、次年度以降の取組

シ

み方針を明らかとしま

ー

した。
○女性活躍、働

ト

き方改革推進事業にて

（

事業所経営者、管理職

2

、女性社員向けの各セ

0

ミナーを開催し、女性

2

活躍につながる
経営の

1

視点や女性社員のキャ

年

リアデザインの検討、

度

各事業所の職場風土の

実

改善に向けた取組みに

施

つなげました。
○性的

分

マイノリティに関する

）

職員向けハンドブック

章

を活用した庁内研修に

第

より、理解が進みまし
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策に関する様々な情報

 

を多言語で発信する必

章

要があります。

今後の

 

方針
○令和5年度の多

い

文化共生指針の改訂に

き

向け、多文化共生に関

い

するアンケート調査を

き

実施します。
○引き続

と

き、各部局や国際交流

心

協会と連携しながら、

豊

新型コロナ対策に関す

か

る様々な情報を多言語

に

で発信します。
○多文

暮

化共生のプラットフォ

ら

ームとなる地域団体や

せ

外国人コミュニティ、

る

学識者等で構成するネ

ま

ットワーク会議を設置

ち

し
、調査研究の結果を

づ

踏まえ、多文化共生の

く

まちづくりを推進する

り

ための、具体的な施策

総

の検討を行います。
〇

計

NATSの枠組みを活

掲

かして、広域連携によ

載

り、日本語教室をはじ

頁

め、相談事業や人材交

8

流を推進していきます

6

。

施策の方向性の進捗

施

状況
2018年度 20

策

19年度 2020年度

名

2021年度 2022

１

年度

A A A A

．共に生きる平和なまちづくり 担当部局 人権政策課

施策の (4)多文化共生のまちづくりを進めます
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

コロナ禍における外国人の生活等への影 外国籍市民を対象に、コロナ禍における外国人市民の生活等への影響に関する調査研

響に関する調査研究 究を行いました。

新型コロナウイルス予防接種に関する外 新型コロナウイルスワクチンに関する情報を多言語で発信しました。また、接種予約

国人市民支援 や相談、接種会場の支援を多言語で行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
国際交流センターの利用者数 担当課調査

人 62000 60,905 53,991 26,672 11,419

2
外国人の案内・相談・翻訳・その他対応件数 担当課調査

件 2500 2,243 2,471 1,769 4,784

3
国際交流センター事業で活躍したボランティア 担当課調査

人 900 633 692 395 441
の延べ人数

4
国際交流センターにおけるイベント・講座への 担当課調査

人 7500 8,769 8,453 3,773 6,665
参加者数

5

成果
○コロナ禍における外国人市民への影響を把握し施策へ反映させるため、アンケート

2

とインタビューによる

0

調査を実施し
、外国人

2

市民が地域社会とのつ

2

ながりの弱さなどから

年

情報へのアクセスに困

度

っているなどの実態を

政

把握することが出来ま

策

した。今後は、多文化

評

共生のプラットフォー

価

ムとなるネットワーク

（

会議を設置し、課題解

施

決のための施策等の検

策

討を行い
ます。
○保健

の

所と連携し、多言語に

方

よる新型コロナウイル

向

ス予防接種についての

性

情報発信や、接種支援

）

業務を実施し、外国人

シ

市
民が安心・納得して

ー

接種をすることに寄与

ト

しました。
○コロナ禍

（

による休館や空調工事

2

更新工事期間の貸室の

0

中止のため、国際交流

2

センターの利用者数は

1

大幅に減少しました
。

年

問題点・今後想定され

度

る事項
○調査研究の結

実

果を踏まえ、コロナ禍

施

の影響を受けている外

分

国人へ向けた施策が必

）

要になります。
○引き

章

続き、国や府の動向を

第

注視し、新型コロナ対
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目代今西氏屋敷の保存

 

活用計画を策定し、将

章

来における名勝・史跡

 

の望ましい
在り方やそ

い

の実現に向けた保存・

き

活用の基本的な方針を

い

明確にしました。
〇旧

き

新田小学校の公開再開

と

や史跡名勝の一般公開

心

を行い、市民が郷土の

豊

歴史や文化財に親しむ

か

機会を作りました。
〇

に

郷土資料館の開館準備

暮

に取り組みました。

問

ら

題点・今後想定される

せ

事項
○コロナ禍でも文

る

化芸術の火を絶やさず

ま

、市民に文化芸術に触

ち

れる機会を与えるため

づ

、開催手法などの対応

く

を検討してい
く必要が

り

あります。
〇文化芸術

総

関係者をはじめ市民や

計

事業者、関係機関と連

掲

携・協力し、文化芸術

載

推進基本計画における

頁

重点プログラム（南
部

8

地域の活性化、次代を

8

担う子どもの創造力を

、

育む取組み）を推進し

8

ていく必要があります

9

。
〇文化財資料を一元

施

的かつ集中的に保存・

策

管理する施設の確保に

名

ついて、今後の施設再

２

編にあわせて引き続き

．

検討してい
く必要があ

市

ります。
〇国名勝西山

民

氏庭園の保存と活用に

文

向けて、本格的な整備

化

を行う必要があります

の

。

今後の方針
○令和4

創

年度に音楽月間が10

造

周年を迎えることから

担

、記念事業を実施する

当

とともに、「音楽あふ

部

れるまち」をより広く

局

浸
透させていく取組み

都

が必要です。
○次代を

市

見通した人材の育成を

活

視野に入れ、小学生舞

力

台芸術体験事業の継続

部

実施など子どもを対象

施

とした事業を展開して

策

いきます。
〇郷土資料

の

館を令和4年11月に

(

開館します。
〇国名勝

1

西山氏庭園の整備基本

)

計画の策定に向けて取

文

り組むとともに、緊急

化

的な保存修理を実施し

芸

ます。
〇保存修理を終

術

えた文化財については

の

、より積極的な活用を

創

はかるため、他部局や

造

他自治体との連携を検

、

討し、多様な事
業展開

歴

へつなげていきます。

史

施策の方向性の進捗状

・

況
2018年度 201

文

9年度 2020年度 2

化

021年度 2022年

資

度

B B A A

源の保全・活用を
関連部局

都市経営部、都市活力部、教
育委員会

方向性 進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

音楽あふれるまち推進事業 コロナ禍で鑑賞機会が減少した子どもたちのために、本格的なクラシックコンサート

を体験する機会を創出しました。

保育施設へのアーティスト派遣事業 こども園に美術系アーティストを派遣し、ワークショップなどを行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
「満足」と答えた市民ホール利用者の満足度 市民ホール指定管

％ 増加 84.58 86.7 90.2 92.5
理者集計

2
市民ホール来館者数 市民ホール指定管

人 381000 530,805 477,148 162,327 240,229
理者集計

3
市民ホールの利用率 市民ホール指定管

％ 70 87.65 87.5 62 79.2
理者集計

4
とよなか音楽月間の参加人数（オンライン視聴 担当課集計

人 増加 34,526 26,726 54,103 13,410
者数含む）

5
文化財啓発・活用事業の実施件数 教育に関する事務

件 増加 11 24 14 41
の点検及び評価報

成果
○拡充の取組みと

2

して、文化芸術センタ

0

ーでプロの楽団による

2

クラシック演奏を鑑賞

2

する舞台芸術体験事業

年

「ホールでオ
ーケスト

度

ラ」を、小学4年生を

政

対象に実施しました。

策

子どもたちは手拍子な

評

どで積極的に参加して

価

演奏を楽しみ、学校か

（

らは「児童の心に響く

施

演奏であった」との好

策

評の感想をいただきま

の

した。また、乳幼児と

方

親子で鑑賞できる「0

向

歳からの
コンサート」

性

を開催し、周囲に気を

）

使わず親子でクラシッ

シ

クを楽しむ機会を創出

ー

しました。以上の取組

ト

みを通じて、文化
芸術

（

の担い手の育成にもつ

2

なげることができまし

0

た。
〇こども園に美術

2

系アーティストを派遣

1

し、年長クラスを対象

年

に、自分たちで作った

度

絵具や筆を使い制作。

実

最後に生活発
表会で披

施

露するなど、子どもた

分

ちの創造性や協調性を

）

育むことができました

章

。
〇国名勝西山氏庭園

第
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事項
〇コロナ禍におい

 

ては、図書館や公民館

章

における来館型サービ

 

スの実施が困難になる

い

ため、各電子書籍提供

き

事業者やオン
ライン講

い

座等の非来館型サービ

き

スのさらなる充実を検

と

討する必要があります

心

。また、インターネッ

豊

トなど情報通信技術を

か

利用できない人への情

に

報提供について配慮す

暮

る必要があります。
〇

ら

図書館施設の老朽化、

せ

設備の劣化などにとも

る

ない工事が必要となっ

ま

ており、今後を見据え

ち

た設備計画や戦略的な

づ

施設配
置についての検

く

討が必要です。また危

り

急の修繕や感染拡大防

総

止のための休館による

計

利用減少が予想される

掲

ことから、ICT
活用

載

等により、来館せずに

頁

利用できるサービスの

9

提供を示した新たな視

0

点による指標が必要で

施

す。
〇公民館の利用者

策

層は高齢者層に偏る傾

名

向があり、幅広い世代

３

の参加を促進していく

．

必要があります。

今後

健

の方針
〇図書館や公民

康

館事業において、オン

と

ラインを含め多世代に

生

届く情報提供の手法に

き

ついて試行していきま

が

す。
〇「いつでも、ど

い

こでも、だれでも、何

づ

度でも」学べる生涯学

く

習施設として市民が学

り

びの成果を発表する場

の

を提供し、非
来館者層

推

が参加しやすい効果的

進

な情報発信と「学び・

担

文化・情報」による地

当

域の新たなつながりの

部

形成をめざします。
〇

局

「（仮称）中央図書館

教

基本構想」に基づく事

育

業を推進するため、令

委

和４年度には(仮称)

員

中央図書館の候補地の

会

選定およ
び事業手法等

施

の検討を行うとともに

策

、「(仮称)豊中市立

の

図書館配置計画」を策

(

定します。
〇公民館に

1

整備された公衆Wi-

)

Fiの環境を活用し、

生

仕事・介護等により直

涯

接公民館に来館できな

を

い市民に対するサービ

通

ス
の提供や、遠方の講

し

師の招聘、公民館同士

た

をオンラインでつない

学

だ講座の実施など事業

び

の充実を図ります。

施

の

策の方向性の進捗状況

機

2018年度 2019

会

年度 2020年度 20

の

21年度 2022年度

充

B B B A

実と成果を生かせる
関連部局

教育委員会

方向性 場や機会づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

非来館型サービスの充実 図書館Webサイトより新規仮利用登録と読みたい本の予約を同時に受付開始しました

。

電子図書館推進事業 電子図書館サービス提供事業者のサービス内容等を比較検討しました。

大阪大学との連携事業 例年実施しているサイエンスカフェをコロナ対策のため、オンライン講座として実施

しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
図書館の年間利用者数 豊中市の図書館の

千人 増加 1,938 1,764 1,190 1,350
活動

2
図書館の貸出冊数 豊中市の図書館の

冊 増加 3,489 3,245 2,699 3,146
活動

3
図書館の個人登録者数 豊中市の図書館の

人 増加 146,862 144,055 138,699 140,454
活動

4
公民館の利用者数 教育委員会　点検

人 460000 425,429 379,063 162,601 204,595
及び評価報告書

5
公民館主催講座（テーマ別）の実施回数 教育委員会　点検

回 増加 506 482

2

250 347
及び評価

0

報告書

成果
〇図書館Ｗ

2

ｅｂサイトより「豊中

2

市在住ではじめて利用

年

者カードをつくる方」

度

を条件に仮登録ができ

政

、ご来館前に資料予
約

策

ができるようになりま

評

した。また、スマート

価

フォンから利用者カー

（

ドのバーコードを表示

施

し、利用者カードの代

策

わりに
お使いいただけ

の

るようになりました。

方

今後もＩＣＴを活用し

向

利便性の向上を図りま

性

す。
〇電子書籍の導入

）

に向けて市場動向を踏

シ

まえながら、各提供事

ー

業者のサービス内容や

ト

実績などについて比較

（

検討を行い次
年度の入

2

札準備に取り組みまし

0

た。
〇コロナ禍で講座

2

の中止も多くなった中

1

で、「ねえねえはかせ

年

、かぐや姫はどうやっ

度

て月に帰ったの？」「

実

承久の乱につ
いて」な

施

ど様々なテーマの講座

分

を実施することにより

）

、市民の学びの機会の

章

充実を図りました。

問

第

題点・今後想定される
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いないため、引き続き

 

誰もが気軽に取り組む

章

ことができる身近なス

 

ポーツを普及・啓発す

い

る必要があります。
○

き

シルバー人材センター

い

においては、会員全体

き

・新規入会会員とも平

と

均年齢が高くなってお

心

り、若い会員獲得が課

豊

題とな
っています。ま

か

た、シルバー人材セン

に

ターの運営においては

暮

インボイス制度の影響

ら

が大きいと見込まれる

せ

ため、対応を考
えてお

る

く必要があります。

今

ま

後の方針
○根拠に基づ

ち

く支援を実施するため

づ

にICTを用いた介護

く

予防事業の展開を推進

り

しデータを蓄積・分析

総

し個別の課題や地域
課

計

題に応じた介護予防対

掲

策について検討してい

載

く必要があります。
〇

頁

ウォーキングやラジオ

9

体操など3密を避けて

1

気軽にかつ継続して取

施

り組むことができる運

策

動を推進します。
○シ

名

ルバー人材センターと

３

連携し会員や就業人数

．

の増加をめざすととも

健

に、民間企業に70歳

康

までの就業機会確保が

と

義務付
けられる中、民

生

間企業で働いている人

き

が働き続けられるよう

が

支援を進めます。

施策

い

の方向性の進捗状況
2

づ

018年度 2019年

く

度 2020年度 202

り

1年度 2022年度

A

の

A A A

推進 担当部局 福祉部

施策の (2)生涯を通じて、健康で生きがいをもって暮らせる
関連部局

都市活力部、市民協働部、健
康医療部

方向性 環境づくりを進めます

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地域の通いの場づくり支援事業 とよなかパワーアップ体操を実施する自主グループの立ち上げ支援と継続支援を実施

しました。

武道館ひびき整備事業 空調設備の導入及び老朽化した設備等の改修工事を行いました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市内で実施された食育の取組み事業数(E11) 食育推進計画年次

件 維持 212 198 163 -
報告書

2
市内スポーツ施設の利用者(E11) 事業報告書

人 1207291 1,160,8141,058,365 726,002 764,960

3
65歳以上人口の占める要介護認定率(E11) 担当調（要介護認

％ 減少 21.9 22.4 23.1 23.4
定者数等統計）

4
シルバー人材センターを通じた就業延人数(E11 事業報告書

人 増加 193,618 187,305 177,965 181,768
)

5

成果
○自主グループへの継続支援として質問票による健康状態の把握、体力測定を通じ、医療への受診

2

勧奨・介護サービスの

0

紹介等を実施した結果

2

、自主グループの本年

2

度の継続率は100％

年

となりました。
〇武道

度

館ひびきに空調設備を

政

導入し、利用者が安心

策

・安全にスポーツを楽

評

しめる環境を整備しま

価

した。また、ウォーキ

（

ン
グイベントや歩き方

施

講座を実施し、コロナ

策

禍においても健康づく

の

りや運動・スポーツに

方

取り組めるきっかけづ

向

くりを行い
ました。
○

性

シルバー人材センター

）

では、高齢者のIT面

シ

でのサポートや会員向

ー

け情報発信にIT活用

ト

する等、ICTの活用

（

による会員サ
ービス向

2

上や業務効率化が進ん

0

でいます。

問題点・今

2

後想定される事項
○長

1

期化するコロナ禍によ

年

りフレイル（虚弱化）

度

状態が顕在化していま

実

す。
〇スポーツ施設の

施

整備は順次進めていま

分

すが、成人の週一回の

）

スポーツ実施者の割合

章

は55.4％と目標と

第

する65％には達し
て
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5

数が約2.2倍に伸
び

 

ました。
○ニュースリ

章

リース配信サービス「

 

PRTIMES」の導

施

入により、WEB系ニ

策

ュース配信サイト約2

推

0媒体へリリースが掲

進

載され、
ニュースアプ

に

リなどのメディア22

向

0媒体へリリースが配

け

信されるようになった

た

ことで、ニュースリリ

取

ースの掲載数が増加
し

組

、市民への情報提供機

み

会の増加につながりま

総

した。

問題点・今後想

計

定される事項
○災害な

掲

どでホームページへの

載

アクセスが集中した際

頁

に、ホームページがダ

9

ウンする可能性があり

4

ます。
○Facebo

施

ok、Twitter

策

、LINEそれぞれの

名

フォロワー数を増加さ

１

せるため、媒体の特性

．

やユーザー層に応じた

情

発信手法が課
題です。

報

○読者のニーズに合わ

共

せた広報誌を発行する

有

必要があります。

今後

・

の方針
○大規模災害や

参

選挙、新型コロナウイ

画

ルス感染症に関連する

・

情報の更新時などに、

協

市HPへのアクセスが

働

瞬間的に増大した
際に

に

も、サーバーダウンを

基

防ぎ、安定的に運用す

づ

るため、CDN（Co

く

ntents Del

ま

ivery Netw

ち

ork）を導入し、ア

づ

クセス負荷の
軽減を図

く

ります。
○情報発信に

り

関する手引きを策定し

担

、ソーシャルメディア

当

媒体毎の特性を活かし

部

た配信方法などについ

局

て外部の専門家の
助言

都

をもらいながら、効果

市

的な情報発信を行って

経

いきます。
○誌面のフ

営

ルカラー化や文字のサ

部

イズを大きくすること

施

でより読みやすく、表

策

紙への目次機能を充実

の

し、2次元コードを
活

(

用することでより探し

1

やすくリニューアルし

)

た広報誌を発行します

市

。

施策の方向性の進捗

政

状況
2018年度 20

情

19年度 2020年度

報

2021年度 2022

の

年度

B B A A

発信・提供・公開を推進します
関連部局

総務部、都市経営部、教育委
員会

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

広報とよなか等の発行 「広報とよなか」を毎月発行し、全世帯・事業所に配布しました。

令和4年4月号からのリニューアル誌の発行に向けて準備しました。

インターネットを活用した情報発信等 ホームページ、ソーシャルメディアにより感染症に関する情報を発信しました。

パブリシティ（報道機関への情報提供） 報道機関に対し、市政やイベント、地域情報などを提供しました。

オンラインメディアへのリリース配信を開始しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市ホームページの年度アクセス数 担当課調査

件 17000000 15,569 17,451 31,065 34,443

2
ソーシャルメディアのフォロワー数 担当課調査

人 20000 6,517 12,951 25,842 55,794

3
報道機関に対する情報提供数 担当課調査

件 500 642 455 321 359

4
PRTIMESによるオンラインメディア掲載数 担当課調査

件 8000 - - - 4,626

5
FAQ件数 担

2

当課調査
件 2360 2

0

,095 2,187 2

2

,819 2,647

成

2

果
○広報誌において、

年

新型コロナウイルス関

度

連の特集記事として、

政

市民や事業者が必要と

策

している各種支援策や

評

経済対策な
ど、必要な

価

情報提供を行いました

（

。
○ホームページ内の

施

全てのページをトップ

策

ページと統一感のある

の

デザインに改修し、ス

方

マートフォン等からの

向

閲覧性を向
上させたほ

性

か、各コンテンツにソ

）

ーシャルメディアのシ

シ

ェアボタンを設置し、

ー

市政情報を広く拡散で

ト

きる機能を実装した
こ

（

とで、ホームページの

2

アクセス数が約1.1

0

倍に伸びました。
○新

2

型コロナウイルス感染

1

症に関する市内の感染

年

動向や注意喚起、ワク

度

チン接種に関する情報

実

を発信することや、メ

施

ニュ
ーや受信者が受け

分

取る情報を選べる設定

）

などLINE機能の充

章

実により、ソーシャル

第

メディアのフォロワー
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5

2件）

今後の方針
○市

 

民の声・意見公募手続

章

は、市民が意見を出し

 

やすいよう周知すると

施

ともに、LINEによ

策

る受け付けを継続しま

推

す。
○出前講座は、実

進

施手段の拡充および実

に

施件数増加を図るため

向

、すべてのテーマをオ

け

ンライン対応可能とし

た

ます。

施策の方向性の

取

進捗状況
2018年度

組

2019年度 2020

み

年度 2021年度 20

総

22年度

B B B B

計掲載頁 94、95
施策名 １．情報共有・参画・協働に基づくまちづくり 担当部局 都市経営部

施策の (2)市民が参画できる機会の充実を図ります
関連部局

総務部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

市民の声への対応 市民からの意見を各担当課に伝え、市の考え方や対応を回答しました。また、意見な

どの要旨と市の回答内容を市ホームページなどで公表しました。

意見公募手続制度の推進 市の基本的な事項を定める計画、条例などの案を事前に公表して市民から広く意見を

募り、策定に生かしました。

市政等の市民への説明と対話 市政や市の事業、制度などについて、市長や職員が市民へ直接説明・対話することを

通じて、市政への参画を推進するとともに、情報や課題の共有を図りました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市民の声の件数 担当課調査

件 670 590 564 898 1,059

2
意見公募手続（パブリックコメント）における 担当課調査

件 240 211 377 492 252
提出意見数

3
出前講座の実施件数 担当課調査

件 190 166 150 21 52

4
市長ふれあいトークの実施件数 担当課調査

件 5 - 2 6 2

5

成果
〇市民の声・意見公募手続は、意見提出方法の拡充のためLINEによる意見

2

提出を実施するととも

0

に、意見公募手続は実

2

施
情報を市公式SNS

2

で発信し、意見数増加

年

につながりました。
○

度

市長と市民が直接対話

政

し意見を交換する市長

策

ふれあいトークは、新

評

型コロナウイルス感染

価

拡大防止のため2回の

（

実施に
止まりましたが

施

、若い世代の方などと

策

意見交換を行い情報や

の

課題の共有ができまし

方

た。また、ふれあいト

向

ークの様子を動
画配信

性

し、市政の普及の効果

）

を拡げました。
○出前

シ

講座は実施手段の拡充

ー

および対面実施の代替

ト

として、オンラインに

（

よる出前講座を開催し

2

ました。

問題点・今後

0

想定される事項
○意見

2

公募手続は、実施案件

1

により提出意見数に差

年

があります。
○出前講

度

座は、新型コロナウイ

実

ルス感染症による外出

施

自粛や3密回避など社

分

会情勢の変化が申込件

）

数・実施件数に影響し

章

ました。（申込件数：

第

67件、実施件数：5
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5

ナ
禍においても市民活

 

動が停滞しないよう支

章

援を行いました。

問題

 

点・今後想定される事

施

項
○協働事業市民提案

策

制度について、提案及

推

び成案化の件数が伸び

進

悩んでいます。
○協働

に

事業市民提案制度の活

向

用以外にも協働の取組

け

みが広がっており、制

た

度のあり方等について

取

の整理が課題です。
○

組

市民公益活動の活性化

み

に向けて、行政と市民

総

公益活動団体、また、

計

各種団体間をつなぐ中

掲

間支援機能の充実が課

載

題です
。
○(仮称)南

頁

部コラボセンター内に

9

設置する(仮称)市民

5

活動支援センターへの

施

市民活動情報サロンの

策

機能移転について、実

名

施事業等の検討が必要

１

です。

今後の方針
○協

．

働事業市民提案制度の

情

活用が進み、制度がよ

報

り効率的に運用できる

共

ように、庁内の研修等

有

で周知を進めます。
○

・

自律的、継続的に公共

参

を担う団体の発展をめ

画

ざし、市民公益活動推

・

進助成金による支援の

協

充実を図ります。
○市

働

民公益活動に関する中

に

間支援機能の充実に向

基

けた検討を行います。

づ

○(仮称)市民活動支

く

援センターの実施事業

ま

等について検討を行い

ち

ます。

施策の方向性の

づ

進捗状況
2018年度

く

2019年度 2020

り

年度 2021年度 20

担

22年度

B B B B

当部局 市民協働部

施策の (3)地域課題の共有を図り、協働によるまちづくりを
関連部局

人権政策課、財務部、市民協
働部、教育委員会

方向性 推進します

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

協働の推進体制の整備 協働推進本部会議の開催や、全課に協働推進員を配置することにより、協働の推進体

制の充実を図りました。

協働の公募制度 市民公益活動推進条例に基づく協働事業市民提案制度・提案公募型委託制度を活用し

、市と市民公益活動団体との協働を推進しました。

市民活動情報サロン主催事業 市民公益活動推進のための情報受発信と交流の場として、市民活動情報サロンを運営

しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
協働の取組み件数 協働の取組状況調

件 410 418 438 428 458
査

2
市民やＮＰＯ等と市が結んだ協定の締結数 担当課調査

件 増加 497 101 128 143

3
協働事業市民提案制度に基づき成案化した事業 実施状況報告書

事業 3 0 0 0 0
数

4
市民公益活動推進助成金の申込件数 実施状況報告書

件 20 26 16 16 34

5
市民活動情報サロン利用者数 実施状況報告書

人 10000 9,024 7,208 4,679

2

4,568

成果
○庁内

0

での協働推進本部会議

2

や全課への協働推進員

2

の配置等により、市民

年

公益活動推進施策の実

度

施状況や協働事業市民

政

提
案制度の見直し方針

策

等の情報を共有するこ

評

とができました。
○従

価

来の市民公益活動団体

（

育成の側面を持つ助成

施

金制度の運用に加え、

策

子育てを行う母親の孤

の

立防止など新型コロナ

方

ウイ
ルスの影響により

向

新たに生じた地域課題

性

に対応する取組みに対

）

する助成を行い、地域

シ

課題の解決に向けた取

ー

組みが進みま
した。
○

ト

協働事業市民提案制度

（

に基づく「豊中市にお

2

ける『協働の文化』づ

0

くり事業」の検討結果

2

をふまえ、協働事業に

1

おける
振返り会議の実

年

施をフローに位置付け

度

るなど制度の見直しを

実

行いました。
〇市民活

施

動情報サロンにおいて

分

、オンラインを活用し

）

た事業に対してアドバ

章

イスを行うIT相談室

第

の実施等により、コロ

80



5

域自治組織設立に向け

 

た機運形成の取組みが

章

必要です。

今後の方針

 

〇新型コロナウイルス

施

感染拡大予防のため、

策

対面での活動が難しく

推

なるため、オンライン

進

を活用した会議等が開

に

催できる
よう支援等の

向

見直しを行います。
〇

け

地域自治組織の設立に

た

至っていない校区につ

取

いて、地域自治組織の

組

形成に向けた機運の醸

み

成に向け、出前講座に

総

よる制
度の説明や地域

計

におけるラウンドテー

掲

ブルの開催など地域自

載

治組織の取組みを周知

頁

する必要があります。

9

施策の方向性の進捗状

5

況
2018年度 201

施

9年度 2020年度 2

策

021年度 2022年

名

度

B B B B

１．情報共有・参画・協働に基づくまちづくり 担当部局 市民協働部

施策の (4)多様な人たちが関わる地域自治の推進を図ります
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地域自治システムの運用 地域自治組織の運営や活動、地域づくり活動計画策定に対し、助言や情報提供、助成

金等の支給を行いました。

地域自治組織の形成支援 地域自治組織の形成に向けて、地域住民が実施する取組みに対し助言等の支援を行い

ました。

自治会活動支援 自治会からの相談対応、掲示板の配布、災害補償保険への加入などの側面的支援を行

うとともに、自治会ガイドブックの見直しを行い、自治会長に配布しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
地域自治組織設立数 担当課調査

団体 15 7 8 8 8

2
自治会加入率 担当課調査

% 50 41.6 40.4 39.1 37.9

3

4

5

成果
〇地域づくり活動計画策定に向け、小曽根小学校区地域自治協議会や刀根山小学校区地域自治協議会において、作業部会
や講演会の開催などNPO法人等と協働で活動支援を行いました。
〇地域自治組織の連携・協力に繋げることを目的に、事例発表やそれぞれの地域自治組織の課題や活動内容等を話し合い
、地域自治組

2

織の取組みや組織運営

0

について、情報共有を

2

することができました

2

。。
〇校区福祉委員会

年

の会議に出席し、地域

度

自治組織の必要性や取

政

組み事例等について説

策

明および意見交換を行

評

うなど、地域
自治組織

価

の形成に向けて支援を

（

行いました。
〇地域自

施

治システムに関心をも

策

ってもらうため、地域

の

活動の先進事例などを

方

掲載した地域自治組織

向

活動情報誌を新たに発

性

行し、自治会長等に配

）

布しました。

問題点・

シ

今後想定される事項
〇

ー

新型コロナウイルス感

ト

染拡大予防のため、昨

（

年同様に予定していた

2

事業が中止となるなど

0

、地域の各団体が意見

2

交換や
課題を共有する

1

場を設けることが難し

年

くなっています。
〇地

度

域ごとの現状や将来の

実

姿、課題、各種団体の

施

活動等について広く情

分

報収集と考察を行いな

）

がら、地域自治組織の

章

目的
、設立後について

第

地域と議論を重ね、地

81



5

情報システムの運用管

 

理を適切に行うことに

章

よって、市民サービス

 

の維持、職員の業務効

施

率の
向上及びDXの推

策

進に寄与しました。
○

推

令和2年度に引き続き

進

、新型コロナウイルス

に

感染症対策のため各種

向

支援策を実施したこと

け

から、歳出は例年と比

た

べて増
加する見込みで

取

すが、国の臨時交付金

組

の活用や、「創る改革

み

」の推進による財源創

総

出を行い、基金残高を

計

増加させつつ、
今必要

掲

な施策の財源を確保・

載

充当できました。

問題

頁

点・今後想定される事

9

項
○利便性の高いサー

6

ビスを市民の皆さんが

、

身近に感じ安心して使

9

っていただけるよう、

7

デジタルに不慣れな方

施

へのアプロ
ーチやセキ

策

ュリティ対策の強化が

名

必要です。
○市民ニー

２

ズの変化や先進技術の

．

動向を把握しつつ、サ

持

ービス導入にあたって

続

の費用対効果を検証す

可

るなど、デジタルへ
の

能

投資を戦略的に進める

な

必要があります。
○新

行

型コロナウイルス感染

財

症のための各種支援策

政

に加え、社会保障関係

運

経費の増加や公共施設

営

の老朽化対策などを見

の

据え
た一層の財源の創

推

出が必要です。

今後の

進

方針
○内部統制につい

担

ては、PDCAサイク

当

ルにより有効性を高め

部

ていきます。
○デジタ

局

ル・ガバメント戦略に

総

掲げた目標等の達成に

務

向け、取組みを進めま

部

す。
○既存事業の見直

施

し、及び歳入確保の取

策

組みなど、引き続き変

の

革をとおした財源創出

(

に取り組みます。

施策

1

の方向性の進捗状況
2

)

018年度 2019年

公

度 2020年度 202

正

1年度 2022年度

B

で

B B B

効果的・効率的な市政運営を進めます
関連部局

総務部、都市経営部、環境部
、財務部、市民協働部、福祉
部、こども未来部、都市計画

方向性 推進部、都市基盤部、会計課
、教育委員会、監査委員事務

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

デジタル化推進事業 『デジタル・ガバメント戦略』に基づく取組みを推進しました。

情報システム運営事業 住民情報システムや庁内情報システムの運用管理を行いました。

行政管理事業 内部統制制度の運用を開始しました。また、「コロナ健康支援チーム」を設置し、コ

ロナ禍のフレイル、認知症予防の推進を強化しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
市徴収金収納率 主な徴収金の収納

％ 増加 92.59 92.84 93.18 93.78
状況

2
基金残高（財政調整基金・公共施設等整備基金 決算内部資料

百万 増加 8,209 11,647 15,638 21,510
）

3
行政手続き等の電子化 スマートとよなか

％ 100 - - 20 50.3
プロジェクト

4
RPA、AI-OCR等の導入 スマートとよなか

業務 35 - - 25 54
プロジェクト

5
内部統制制度における重大な不備の件数 内

2

部統制評価報告
件 0 -

0

- - 3
書

成果
○内部統

2

制制度の運用を開始し

2

、中間評価等を通じて

年

明らかとなった課題を

度

次年度以降のリスク管

政

理に反映させました。

策

○年度途中に「コロナ

評

健康支援チーム」を設

価

置し、新型コロナウイ

（

ルス感染症による健康

施

二次被害、フレイル予

策

防や認知
症予防、さら

の

には回復後も何らかの

方

症状を抱える人に、保

向

健医療的な側面から支

性

援する体制を整備しま

）

した。
○手続きのオン

シ

ライン化率を50.3

ー

％に拡大したほか、L

ト

INEを活用したオン

（

ライン窓口予約等サー

2

ビスの導入や、手続き

0

案
内サービス、市民向

2

けのICT研修の実施

1

など、市民の皆さんの

年

利便性の向上につなげ

度

ました。また、AI・

実

RPAの５４業務へ
の

施

活用拡大やネットワー

分

クの最適化などに取組

）

み、効率性・生産性を

章

向上させました。
○住

第

民情報システムや庁内
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5 章 施策推進に向けた取組み 総計掲載頁 97
施策名 ２．持続可能な行財政運営の推進 担当部局 都市経営部

施策の (2)適正な公共施設マネジメントを進めます
関連部局

財務部

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

公共施設等総合管理計画の推進 公共施設等総合管理計画を改訂、公表し、公共施設等再編の取組みを推進しました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
総合管理計画対象の施設延床面積削減率 施設再編方針

％ 5.1 2.9 3.4 3.6 5.5

2

3

4

5

成果
○公共施設の統廃合・再編をさらに推進するため、公共施設等総合管理計画を改訂しました。
○公共施設の適切な配置実現のため、個別施設計画において、施設再編の実績や延床面積の推移を更新しました。
○学校再編に伴う庄内小学校、第六中学校の除却により、施設の延床面積が削減されました。

問題点・今後想定される事項
〇施設の統合や複合化による施設再編を進め、計画で掲げている施設総量80％の目標を達成するために、施設種別を越え
た横断的な取組みを進める必要があります。
○公共施設の再編に伴い、削減率は増減が想定されます。

今後の方針
〇施設の統合、複合化などの施設マネジメントを推進するため、個別施設計画に基づき、設所管課のヒアリング、

2

調整等
を進めます。

施

0

策の方向性の進捗状況

2

2018年度 2019

2

年度 2020年度 20

年

21年度 2022年度

度

B B B B

政策評価（施策の方向性）シート（2021年度実施分）
章 第
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5

ファミリー・子どもた

 

ちまで全年齢が音楽に

章

親しめる機会を創出し

 

ました。

問題点・今後

施

想定される事項
○魅力

策

創造事業を実施するだ

推

けでなく、市内外に積

進

極的に豊中の魅力を発

に

信していく必要があり

向

ます。

今後の方針
○「

け

暮らしの舞台」として

た

豊中が選ばれるよう、

取

音楽やアートなどを切

組

り口に多様な分野で、

み

都市ブランドを向上さ

総

せる
事業を展開します

計

。また、豊中魅力アッ

掲

プ助成金により、団体

載

・事業者のプロジェク

頁

トを支援し、市と団体

9

、団体同士の
交流を深

8

めるとともに、豊中ブ

施

ランド戦略の目標・趣

策

旨への共感を進めます

名

。あわせて、様々なメ

２

ディアを通じて市内外

．

にまちの魅力を発信し

持

ていきます。

施策の方

続

向性の進捗状況
201

可

8年度 2019年度 2

能

020年度 2021年

な

度 2022年度

A A A

行

A

財政運営の推進 担当部局 都市活力部

施策の (3)都市の価値の創造と魅力の発信を進めます
関連部局

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

魅力創造・発信の企画調整 「豊中ストリートピアノプロジェクト」の展開

コミュニケーション戦略事業 市公式インスタグラムの活用

豊中魅力アップ助成金 助成金制度の実施

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
人口の社会増加数 豊中市統計書

人 計6,000 865 2,225 1,325 314

2
魅力発信サイトアクセス数 豊中市魅力発信サ

件 150000 106,308 92,558 118,465 141,516
イト

3
今後も住み続けたいと思う市民の割合 豊中市市民意識調

％ 85％以上 - 85 - 86.5
査

4

5

成果
○豊中ストリートピアノプロジェクトでは、ペイントされた2台のピアノを地域共生センターや大阪モノレール「大阪空
港駅」、SENRITOよみうりなどに巡回・設置するとともに、本プロジェクト親善大使のピアニスト・西村由紀江さんによ
るコンサートや巡回先でのミニコンサート、アーティスト・山田龍太さんによる巨大絵本作成ワークショップ、愛称公募
などのほか、インスタグラムで「＃STAYHOME

2

に音楽を」と題し、コ

0

ロナ禍で外出が厳しい

2

中でも音楽に触れるこ

2

とができ
るよう動画を

年

発信するなど、ストリ

度

ートピアノを通じた多

政

彩な企画を行い、市の

策

イメージアップにつな

評

げました。
〇市公式イ

価

ンスタグラムでは、豊

（

中で活躍する人をリレ

施

ー形式で紹介したこと

策

などにより、豊中の人

の

や団体とのつながり
が

方

広がり、フォロワー数

向

が約1.4倍に増加し

性

ました。
〇上記におい

）

ては、市の職員として

シ

受け入れたANA大阪

ー

空港株式会社社員が企

ト

画・運営に加わり、企

（

業のノウハウを行政
サ

2

ービスの向上につなげ

0

ることができたととも

2

に、本事業を通じた人

1

的交流・職員育成を行

年

うことができました。

度

○「豊中魅力アップ助

実

成金」では、ふれあい

施

緑地を活用した民間音

分

楽団体の音楽フェスに

）

ふるさと納税型クラウ

章

ドファン
ディングによ

第

る支援を行うことで、
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5

、株式
会社関西ＨＵホ

 

ールディングスと「洪

章

水又は高潮時における

 

指定緊急避難場所とし

施

ての使用に関する協定

策

」を締結した結
果、災

推

害に強いまちづくりに

進

向けた連携が深まりま

に

した。

問題点・今後想

向

定される事項
〇市民サ

け

ービスをさらに向上さ

た

せるため、多様な主体

取

との連携、協働による

組

効果的、効率的な事業

み

手法の検討を進めます

総

。
○図書館の広域連携

計

の促進やお互いのサー

掲

ビス向上に向けて、情

載

報共有や意見交換また

頁

相互研修の検討等を引

9

き続き行っ
ていく必要

8

があります。
〇有事の

施

際に円滑な連携が図れ

策

、実効性が担保できる

名

よう、定期的に協定先

２

の担当者連絡先等を確

．

認する必要があります

持

。

今後の方針
○北摂地

続

区間や府域県域を越え

可

たＮＡTS等の図書館

能

広域連携の可能性に向

な

けて引き続き情報共有

行

や意見交換を行い検討

財

し
ます。
○地域課題を

政

解決するため、民間事

運

業者等のノウハウを活

営

用し、協働で実証実験

の

を実施します。
〇引き

推

続き、避難先や生活物

進

資等に関する災害時等

担

相互支援及び応援に関

当

する協定整備を進めて

部

行きます。

施策の方向

局

性の進捗状況
2018

都

年度 2019年度 20

市

20年度 2021年度

経

2022年度

B B A A

営部

施策の (4)多角的な連携に取り組みます
関連部局

危機管理課、教育委員会

方向性

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

地方分権・都市間連携調整事務 大阪府や中核市市長会などの広域会議に参加し、権限移譲や広域連携に関する事務共

同処理などの調査・研究等を行いました。

公民連携の推進 公民連携実績のある企業等と本市職員の交流の場となる公民連携フォーラムを実施し

ました。

危機管理課一般事務事業（災害対策費） 直近の災害対応の経験を踏まえ、民間事業者及び各種団体等と災害時の相互支援及び

応援に関する協定の整備を進めました。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
大学・事業者との連携協定の数 担当課調査

協定数 増加 9 14 33 41

2
他の市町村と協働で実施している事業の数（協 担当課調査

協定数 増加 142 147 149 149
定等の数）

3
災害時等相互支援協定 担当課調査

協定数 89 85 88 91 97

4

5

成果
○NATSの枠組みを活用し、自治体間連携に向けた情報交換や連携事業に向けた検討を行い、連携を強化しました。
〇地域課題を解決し、市民サービスを向上させるため、「地域課題解決支援事業」におい

2

て、民間事業者等のノ

0

ウハウを
活用し、協働

2

で実証計実験を実施し

2

ました。
〇図書館Ｗｅ

年

ｂサイト「北摂アーカ

度

イブス」において、関

政

係部局と連携をはかり

策

、新たに吹田市立千里

評

ニュータウン情報
館が

価

所蔵するデジタル画像

（

（写真）の提供をうけ

施

、公開することができ

策

ました。
〇災害時相互

の

支援協定では、201

方

8年度の大阪府北部地

向

震や台風第21号の経

性

験を踏まえ、合同会社

）

豊中市管工事組合や一

シ

般
社団法人関西ＳＢＭ

ー

事業協会と「災害時に

ト

おける応急対策業務に

（

関する協定書」、関西

2

電力送配電株式会社と

0

「災害時に
おける緊急

2

交通路の確保および停

1

電復旧に支障となる障

年

害物等の移動等に関す

度

る覚書」、大日本除虫

実

菊株式会社と「災害
時

施

における救援物資供給

分

に関する協定」、株式

）

会社スギ薬局と「災害

章

時における物資等の供

第

給協力に関する協定」
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1

度 2019年度 202

0

0年度 2021年度 2

0

022年度
南部地域活

リ

性化プロジェクト

Ｃ Ｂ

ー

Ａ Ａ

市民の意識 201

デ

7年度 2019年度 2

ィ

021年度
－

ングプロジェクト 担当部局 都市経営部

施策名 関連部局
南部地域に暮らしたい、訪れたいと思う人を増やし、南部地域に暮らす 都市活力部、財務部、市

民協働部、福祉部、こど

人々がより一層、愛着と誇りをもてる街づくりを進めながら、”みらい も未来部、都市計画推進

部、都市基盤部、教育委
のとよなか”につながるまちづくりを進めます。 員会

総合評価
2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｃ Ｂ Ａ Ａ
総合評価の理由

○令和5年の庄内さくら学園および（仮称）南部コラボセンターの開設に向けた取り組みについて
はスケジュール通り順調に進んでいます。（仮称）南校建設事業については、公募型プロポーザル
方式による選定を実施し、令和8年の開設に向けて進めて行きます。
○学校再編により生じる学校跡地については、個別活用計画に基づき、サウンディング市場調査を
実施しました。今後は、調査結果を踏まえ、学校跡地を活用した

2

新たな魅力の創出に向

0

けて事業者
公募を進め

2

ます。
○庄内さくら学

2

園開校に向けて、特色

年

ある教育カリキュラム

度

として独自教科のアウ

政

トラインの作成
や、関

策

連する小中学校の全教

評

職員が会議や研修に参

価

加することで、相互理

（

解、機運の醸成が行え

施

ま
した。それを踏まえ

策

て、令和4年度に実施

）

するモデル事業の内容

シ

を精査し、独自教科を

ー

設定します
。また、学

ト

校が掲げる「めざす子

（

ども像」や「教育目標

2

」などを共有するとと

0

もに、その実現に向
け

2

た方策や課題対応など

1

をともに検討できるよ

年

うに、学校運営協議会

度

を設置します。
○公共

実

空間で音楽を演奏でき

施

る「音楽をシェアする

分

駅前通り」、豊南市場

）

でのスポーツ体験「豊

章

南
市場ナイトパーク」

リ

など、南部地域活性化

ー

に資する事業を展開し

デ

ました。参加者からは

ィ

、新たな魅
力の創出を

ン

肯定する意見や継続を

グ

望む意見を踏まえ、次

プ

年度もまちの要素を体

ロ

感、参加できる事業
を

ジ

実施し、地域内外から

ェ

人を惹きつけるまちを

ク

めざします。
　以上に

ト

より、南部地域の活性

総

化に向けたまちづくり

計

については、想定して

掲

いるスケジュール通り

載

順調に進んでいること

頁

から、リーディングプ

1

ロジェクトの評価を「

0

Ａ」としました。

施策

0

の方向性の進捗状況
施

,

策の方向性 2018年

89



掲

の作成が必要です。

今

載

後の方針
○サウンディ

頁

ング市場調査の結果を

1

踏まえ、学校跡地を活

0

用した新たな魅力の創

0

出に向けて事業者公募

、

を進めます。
○次年度

1

もまちの要素を体感、

0

参加できる事業を実施

1

し、地域内外から人を

リ

惹きつけるまちをめざ

ー

します。
○庄内さくら

デ

学園の演劇・ミュージ

ィ

カルワークショップな

ン

どの特色ある教育カリ

グ

キュラムの作成にむけ

南

、令和4年度実施
のモ

部

デル事業をふまえて、

地

実施内容の精査し、独

域

自教科を設定します。

活

〇学校が掲げる「めざ

性

す子ども像」や「教育

化

目標」などを共有する

プ

とともに、その実現に

ロ

向けた方策や課題対応

ジ

などをと
もに検討でき

ェ

るように、学校運営協

ク

議会を設置します。

施

ト

策の方向性の進捗状況

担

2018年度 2019

当

年度 2020年度 20

部

21年度 2022年度

局

C B A A

都市経営部

関連部局

都市活力部、財務部、市民協

プロジェクト 働部、福祉部、こども未来部
、都市計画推進部、都市基盤
部、教育委員会

事業名 実施内容

か
っ
た
事
業

影
響
度
の
大
き

南部地域活性化構想の推進 南部地域の学校跡地に関する個別活用計画に基づき、学校跡地のサウンディング市場

調査、魅力向上事業を実施しました。

学校の適正規模にかかる企画立案 「庄内地域における『魅力ある学校』づくり計画」に基づき、義務教育学校の開校に

向けた準備を進めます。

2022 実績値の推移
指標名 指標の出典 単位 年度 2018 2019 2020 2021 2022

目標値 年度 年度 年度 年度 年度

1
全年少人口に対する南部地域の年少人口の割合 担当課調査

％ 11 9.8 10 9.9 9.8

2
子育てがしやすいと思う人の割合(南部地域) 市民意識調査

％ 35.5 - 31.9 - 37.7

3
防災や防犯、交通安全への対策が充実している 市民意識調査

％ 47 - 45 - 55.2
と思う人の割合(南部地域)

4
まちに愛着があるから、南部地域に住み続けた 市民意識調査

％ 30 - 22.3 - 24.1
いと思う人の割合

5

成果
○南部地域の学校跡地に関する個別活用計画に基づき、さくら学園中学校、野田小学校、島田小学校のサウンディング市
場調査を実施しました。
○公共空間で音楽を

2

演奏できる「音楽をシ

0

ェアする駅前通り」、

2

豊南市場でのスポーツ

2

体験「豊南市場ナイト

年

パーク」な
ど、南部地

度

域活性化に資する事業

政

を実施しました。
○庄

策

内さくら学園の開校に

評

向けて、関連小中学校

価

のすべての教職員が会

（

議や研修に参加するこ

施

とで、相互理解、機運

策

の醸
成が行えました。

の

○特色ある教育カリキ

方

ュラムとして独自教科

向

のアウトラインを作成

性

しました。

問題点・今

）

後想定される事項
〇令

シ

和5年度以降の学校跡

ー

地の活用、南部地域の

ト

活性化に向け、地域住

（

民や事業者などをまき

2

こんだ機運醸成が必要

0

です
。
○新たな魅力の

2

創出や取り組みの継続

1

が必要です。
○庄内さ

年

くら学園が掲げる地域

度

とともにある学校の実

実

現に向け、地域住民、

施

地域事業者とのこれま

分

で以上の連携が必要で

）

す。
○庄内さくら学園

総

の特色ある教育カリキ

計

ュラムのロードマップ
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用語集　　　

あ オンライン化

赤ちゃんの駅 か 簡易型アイソレータ

緩衝緑地
アスマイル

管理不全空き家

アダプト制度

き 基幹相談支援センター

い インフォーマルサービス
義務教育学校

え

エンパワーメント

救急タグ

お 大阪国際空港周辺都市対策協議会

その人が本来持っている力を引き出すこ
と。自ら意識と能力を高め、政治的、経済
的、社会的及び文化的に力をもった存在
になること。

大阪国際空港における航空機騒音・安全
対策の促進および空港と周辺地域との調
和を図ることを目的として、豊中市を含む
空港周辺10市で構成された組織のこと。

「カード」と「ＩＣチップ」により構成され、アレ
ルギー、飲んでいる薬、かかっている病
気、緊急連絡先等をあらかじめ本タグに書
き込んで、携帯することで、緊急時に救急
隊や病院の医師が書き込まれている内容
を参考にでき、安全な医療をすみやかに
受けることにつながるもの。

　　用語集

青色回転灯パトロールカー

インターネットなどの通信技術を用いて
サービス等を提供できるようにすること。

感染症傷病者を搬送するための器具であ
り、カプセル型のビニールシートで傷病者
を覆い、ウイルスなどの拡散を防止するも
の。

航空機騒音や排ガス等の緩和を目的に整
備された緑地のこと。

管理が不十分なため、防犯・防災面での
不安等、地域の住環境へ悪影響を及ぼし
ている空き家のこと。

総合的な相談業務（身体障害・知的障害・
精神障害）及び権利擁護・虐待防止の業
務を行う地域の相談支援の拠点のこと。

「学校教育法等の一部を改正する法律(平
成27年法律第46号)」（平成27年(2015年)6
月24日公布、平成28年(2016年)4月1日施
行）により創設された新しい種類の学校
で、一人の校長のもと、すべての教職員が
一体となって「めざす子ども像」などを共有
し、義務教育9年間で一貫した教育課程を
編成・実施する。また、9年間を見通して、
発達段階に応じた柔軟な学年段階の区切
り（例えば、4年-3年-2年）の設定や、独自
の小中一貫教科の設定などが認められて
いる。

青色回転灯を装備した自動車による自主
防犯パトロール活動のこと。

乳幼児連れの保護者が安心して外出でき
るように、授乳、おむつ交換、遊びのス
ペースのいずれか又は全てが自由に利用
できる公共的施設に「赤ちゃんの駅」標識
（看板又はステッカー）を掲示したもの。

大阪府が提供する、府民の健康をサポー
トするスマートフォンアプリ。18歳以上の府
民なら誰でも参加可能で、日々の健康記
録でポイントを貯めると抽選への参加や電
子マネー等と交換できる。

公的なサービス以外のものを指し、家族を
はじめ、近隣や地域社会、NPOやボラン
ティアなどが行う援助活動のこと。

疫学調査

陽性患者の発症前からの行動歴を調査
し、感染源の特定や発生状況、動向及び
原因を明らかにし、感染拡大防止を図る
目的として行われる調査のこと。

「アダプト」とは、英語で「養子にする」とい
う意味。道路や公園などの公共の場所を
わが子のように慈しみ、清掃・美化する活
動のこと。
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用語集　　　

旧耐震基準 け 景観計画

結核管理図
教育保育環境ガイドライン

ゲートキーパー
協働事業市民提案制度

緊急雇用支援金
けんしん

こ 交通空白地

くらし再建パーソナルサポートセンター
く

公民連携

くらしの安心メール

コミュニティ・スクール

ぐんぐん元気塾

コミュニティタイムライン

建築基準法が改正される以前の昭和56年
5月31日までの建築確認に適用されてい
た耐震基準。現行の耐震基準に比べ耐震
性が低く、阪神淡路大震災などの大地震
で大きな被害を受けた。

風水害の予報や河川水位情報等をもと
に、地域住民の取るべき防災行動や避難
のタイミングなど「いつ・誰が・何をするか」
を定めた行動計画のこと。

くらしに不安を感じている方への相談支援
に加え、就労支援や家計相談支援など包
括的な支援を行う総合相談窓口のこと。

登録している方を対象に、最近市内で起
こっている特殊詐欺、悪質商法やトラブル
等の事例、またその事例に対する対策や
注意点を月に２回程度くらし支援課より配
信しているメールのこと。

住民主体ささえあい活動として、介護予防
に資する体操などをボランティアにより地
域のサロン等で提供する活動のこと。

「景観法」に基づいて、景観に関するまち
づくりを進めるため、景観行政団体が良好
な景観の形成に関する基準などを定めた
基本的な計画。

結核予防会結核研究所が全国の結核に
関する統計をまとめたもの。年毎（1/1～
12/31）にまとめ、翌年10月頃に発表する
もの。

知識を研修等で身に着け、自殺の危機を
示すサインに気づき、適切な対応（悩んで
いる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、
必要な支援につなげ、見守る）を図ること
が出来る人のこと。

健診と検診の2種類がある。健診には特定
健診や市民健診等があり、病気を未然に
防ぐことを目的としている。検診には歯科
検診やがん検診等があり、特定の病気を
探すことを目的としている。

鉄道やバスなどの公共交通を利用するこ
とが困難なエリア。豊中市では鉄道駅から
半径1,000m、バス停から半径500mの範囲
から外れるエリアを交通空白地域としてい

主に自治体が提供してきた公共サービス
に、民間の知恵やアイデア、資金や技術、
ノウハウを取り入れ、事業効率の向上等
を図るための枠組みのこと。

コミュニティ・スクールとは、保護者や地域
住民等により構成する学校運営協議会が
設置された学校のこと。地域の声を学校
運営に反映させ共有していくことにより、学
校と地域が一体となって子どもたちの豊か
な成長を支えることを目的とする。

市民公益活動団体が、地域の課題を解決
するために市と一緒に取り組むことでより
効果が高まる事業を、市に提案する制

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
より経済的に困窮する市民が増加すると
ともに、雇用情勢が悪化している状況にお
いて、失業等により経済的な困窮状態に
ある市民やその家族、高齢者など就労に
むけた阻害要因を有する就労困難者等の
雇用機会を確保するため、くらし再建パー
ソナルサポートセンターの相談者又は豊
中しごとセンターの利用者を雇用し、一定
の支給要件を満たした事業主に対し、雇
用等に要する費用を支援するもの。

市内の就学前施設が公民協働で平成31
年4月に策定した、教育・保育内容の評価
の仕組みの土台となる保育環境評価ツー
ル。
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さ サウンディング市場調査 住宅セーフティネット

産業誘導区域 重点エリア

し 自主防災組織 食品ロス

シェアサイクル す スーパーバイザー

スクールソーシャルワーカー

指定管理者

せ ゼロカーボンシティ

重層的支援体制

そ ソーシャルメディア
住宅確保要配慮者

地域住民が協力・連携し、災害から「自分
たちの地域は自分たちで守る」ために活動
することを目的に結成する組織のこと。

都市内に複数のポート（自転車の貸し出
し・返却場所）を配置し、いつでもどのポー
トでも自転車の貸し出し・返却が可能な、
短時間・短距離の移動を目的とした都市
交通システム。

食品廃棄物のうち、食べ残しや賞味期限
切れに伴い廃棄されるものなど、本来食
べられるにもかかわらず捨てられるもの。

ケースの援助に熟練・精通し、ケースの援
助のあり方について具体的、専門的見地
から指導・助言する者のこと。

地方自治法第244条の規定で、公の施設
の管理に関して、公共的団体や民間企業
等が管理・運営を行うことで、より効果的・
効率的に施設運営を行うことを目的とした
制度。

市町村全体の支援機関・地域の関係者が
断らず受け止め、つながり続ける支援体
制を構築することをコンセプトに、「属性を
問わない相談支援」「参加支援」「地域づく
りに向けた支援」を一体的に実施する体制
のこと。

住宅の確保に何らかの支障があり、配慮
が必要な人。「住宅確保要配慮者に対す
る賃貸住宅の供給の促進に関する法律
（住宅セーフティネット法）」に規定されてお
り、低額所得者、被災者、高齢者、障害
者、子育て世帯など。

いじめや不登校など児童生徒の生徒指導
上の諸課題に対応するため、教育と福祉
の専門的知識・技術を用いて、児童生徒
の置かれた様々な環境に働きかけて支援
を行う者。

2050年に温室効果ガスの排出量又は二
酸化炭素を実質ゼロにすることを目指す
旨を首長自ら又は地方自治体として公表
した地方自治体のこと。なお、実質ゼロと
は、温室効果ガスの人為的な発生源によ
る排出量と森林等の吸収源による除去量
との間の均衡を達成すること。

ブログ、ソーシャルネットワーキングサービ
ス（SNS）、動画共有サイトなど、利用者が
情報を発信し、形成していくメディア。利用
者同士のつながりを促進するさまざまなし
かけが用意されており、お互いの関係を
視覚的に把握できるのが特徴。

市有地などの有効活用に向けた検討にあ
たって、活用方法について民間事業者か
ら広く意見、提案を求め、「対話」を通じて
市場性等を把握する調査のこと。

事業所が集積し、住宅立地が進んでいな
い地域で、今後も事業所の集積を図り、住
工混在の進行を防止することで、安定した
操業環境の維持・形成を図る区域のこ
と。。

経済的な危機に陥っても最低限の安全を
保障する社会的な制度や対策の一環とし
て、住宅に困窮する世帯に対する住宅施
策のこと。

平成３０年（２０１８年）１月に策定した「企
業立地促進計画」に基づき、操業環境の
維持・形成を最優先し、支援制度と条例に
よる規制により、事業所の集積を誘導し、
産業振興を図る区域。
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総合ハザードマップ 地区計画

た 待機児童数
チームオレンジ

多文化共生 つ 通学路交通安全プログラム

男女共同参画

て ティームティーチング体制

ち 地域自治システム

低炭素建築物

地域自治組織

デジタル

地域包括支援センター

地域包括ケアシステム デジタルハザードマップ

洪水、内水、津波、高潮、土砂災害といっ
た風水害時の浸水想定区域や浸水深な
どに加え、事前の備えや大雨時のとるべ
き行動、避難施設などを記載したハザード
マップのこと。

保育が必要で保育所等に入所申し込みし
たが、入所できず待機となった児童数
（国・厚労省「保育所等利用待機児童数調
査要領」に基づく）のこと。

地域の高齢者や介護家族から介護、福
祉、権利擁護、介護予防などの様々な相
談を受けて総合的に支援する機関のこと。

可能な限り住み慣れた地域で自分らしい
暮らしを人生の最後まで続けることができ
るよう、住まい・医療・介護・予防・生活支
援が一体的に提供されるシステムのこと。

「都市計画法」に基づいて、一定のまとま
りを持った「地区」を対象に、それぞれの地
区のまちなみや特性に応じて、道路・公園
などの配置や、建物の用途や形態などの
きめ細かなルールを決めることができる制
度。

通学路の交通安全の確保を継続的かつ
効果的に実施するため、3年毎に市内全
41小学校及び未就学児の移動経路を対
象に点検を実施し、道路管理者、交通管
理者、PTA、教育委員会、保育事業者及
び市が連携し対策を進め通学路等の安全
性の向上を図るもの。

ティーム・ティーチングとは、学級の子ども
の状況に応じて、特定教科において複数
の教員が協力してきめ細やかな指導を行
うこと。

「都市の低炭素化の促進に関する法律」
において、二酸化炭素の排出の抑制に資
する建築物で、所管行政庁(豊中市)が認
定を行うもの。認定を受けた低炭素建築
物については、税控除優遇や容積率緩和
等の対象となる。

くらしや仕事をデジタルデータによって変
革し、新しい価値を生み出すこと。社会課
題の解決にもつながる新しい技術。ICT・
情報化は、パソコンやインターネットなどの
これまでの情報技術のこと。

国籍や民族などの異なる人々が、互いの
文化的ちがいを認めあい、対等な関係を
築こうとしながら、地域社会の構成員とし
て共に生きていくこと。

男女が性別にかかわりなく、その個性と、
能力を十分に発揮し、男女共が等しく社会
に参加できること。

地域のことを、地域の特性に応じて、その
地域の市民・事業者・NPOが考え、決めて
実行していく仕組みのこと。

豊中市自治基本条例に基づき、市民及び
事業者が地域における自治を推進するた
めに自主的に形成し、地域の安全、教育、
福祉、環境その他の課題について協議
し、協力、連携しながら解決に向けて取り
組む組織のこと。

公開型WebGIS「地図情報とよなか」に、ハ
ザードマップ関連地図データとして、「浸水
想定区域図（洪水／内水はん濫／高潮／
津波）」「土砂災害警戒区域・土砂災害特
別警戒区域」「地震震度分布図」と「指定
緊急避難場所（災害種別ごと）」等を追加
したもので、本市域に想定される浸水や地
震の状況のほか、避難場所の情報等が閲
覧可能。

地域において認知症の人や家族の困りご
との支援ニーズと認知症サポーターをつ
なげる仕組みのこと。
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デマンド型乗合タクシー とよふぁみ

テレワーク
な 内部統制

と 特殊詐欺

に 虹ねっとcom

日常生活圏域

特定健診

認知症カフェ

特定不妊治療

ひ ピークアウト

とよなか防災アドバイザー

一声訪問

とよなか防災アドバイザー派遣制度

ふ 不育症

住民の福祉の増進を図ろうとする組織目
的が達成されるよう、市長自らが、組織目
的の達成を阻害する事務上の要因をリス
クとして識別及び評価し、対応策を講じる
ことで 、事務の適正な執行を確保するこ
と。

市内の医療・介護関係者間で情報共有を
目的に導入した非公開型SNSのこと。

一人ひとりが安心した生活を継続できるよ
うに住み慣れた身近な地域を「日常生活
圏域」として設定。市内に7つの圏域があ
り、おおむね中学校区。

認知症の人やその家族が、地域の人や専
門家と相互に情報を共有し、お互いを理
解し合う場。地域の実情に応じて認知症
地域支援推進員が企画する等、様々な実
施主体方法で開催されている。

頂点に達し、徐々に下り坂になるとみられ
る局面。

地域密着型の避難行動要支援者対策とし
て、平常時に消防職員が要支援者宅への
訪問を実施する事業のこと。要支援者の
避難方法や就寝階などの情報を把握して
おくことで、身の回りで火災や災害が発生
した場合に、迅速･的確にその人の状態に
応じた方法により必要な救助･救出活動を
実施することを目的としている。

妊娠はするけれども、流産、死産、新生児
死亡などを繰り返して、結果的に子どもを
持てない状態のこと。

地域の自主防災力を向上させるため、気
象防災アドバイザーや防災士などの防災
の専門家を自主防災組織や自治会などに
派遣する制度のこと。

豊中市の子育て情報、イベント情報の配
信や子育て関連施設情報を提供する子育
ち・子育て応援アプリ。また、予防接種の
スケジュールや子どもの成長記録などが
アプリ上で管理可能。

特殊詐欺とは、犯人が電話やハガキ（封
書）等で親族や公共機関の職員等を名
乗って被害者を信じ込ませ、現金やキャッ
シュカードをだまし取ったり、医療費の還
付金が受け取れるなどと言ってATMを操
作させ、犯人の口座に送金させる犯罪（現
金等を脅し取る恐喝や隙を見てキャッシュ
カード等をすり替えて盗み取る詐欺盗（窃
盗）を含む。）のことです。（警視庁ＨＰより

日本人の死亡原因の6割を占める生活習
慣病の予防のため、４０歳から７４歳まで
の方を対象に行うメタボリックシンドローム
に着目した健診のこと。

タイミング法、排卵誘発法、人工授精など
の一般不妊治療では妊娠の見込みがな
いか極めて少ない場合に行われる、体外
受精や顕微授精といった治療のこと。

地域の自主防災力を向上させるため、自
主防災組織や自治会などに派遣する気象
防災アドバイザーや防災士などの防災の
専門家のこと。

路線バスとタクシーの中間的な役割の交
通形態で、停留所間を固定の運行ダイヤ
により、事前の予約があった場合のみ運
行するもの。

ICTを活用し、場所や時間を有効に活用で
きる柔軟な働き方のこと。在宅勤務、モバ
イルワーク、サテライトオフィスでの勤務な
ど。
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用語集　　　

不育症治療 見守りカメラ

不妊症

め メンタルヘルス
フードドライブ

メンタルヘルスリテラシー

プラットフォーム

や ヤングケアラー

フリーランス

フレイル り 立地適正化計画

ほ 防災公園

わ ワークライフバランス

ま マイ・タイムライン

ワクチンカー

み みどり率

地域における街頭犯罪や侵入盗を未然に
防止し、犯罪のない安心・安全なまちづく
りの推進を目的に、1小学校区平均30台で
市内に1230台設置する防犯カメラのこと。

働く人の価値観やライフスタイルの変化に
対応して働き方を見直し、仕事と生活の調
和を図る考え方や取組みを重視すること。

ワクチン接種率が伸びない若年層や勤労
世代等をターゲットに「若年層ワクチン接
種加速化戦略」のひとつとして実施した
（2021年9月～11月）。大学のクラブやサー
クル仲間、ママ友仲間、マンション管理組
合、自治会、子ども会、商店街イベント、中
小事業者の皆さんなどを対象例として、
キャンピングカーでワクチン接種をお届け
するもの。24人以上の6の倍数の人数で、
団体として申込を受付け、指定いただいた
場所にワクチンカーを派遣し、車内でワク
チンを接種するもの。

公園樹・街路樹などの樹林地、草地、農
地、宅地内の緑（屋上緑化を含む）や、河
川などの水面面積の合計が市域全体の
面積に占める割合で、豊中市が独自に設
定した指標。

精神面（こころ）の健康のこと。

こころの健康に関する知識、知識を使う能
力のこと。

法律上の定義はないが、家事や家族の世
話など本来は大人が担うような負担や責
任を日常的に担い、家庭の支え手となって
いる子どものことをいう。責任や負担が大
きいと学校生活や友人関係に影響が出た
り心身に不調を感じたりする場合があり、
負担軽減など支援が必要。

「都市再生特別措置法」に基づいて、人口
減少・超高齢化社会の到来においても持
続可能な都市づくりを進めるため、人口密
度の維持と生活サービス機能などの適切
な誘導を図る方針や区域を示し、届出制
度により、長期的に緩やかに土地利用の
誘導を進める計画。

一般的に、特定の会社などに専従せずに
個人で仕事を請け負う働き方をする人の
こと。時間や場所に縛られずに働ける一
方で、保護のルールが十分には整備され
ていない。

加齢とともに心身の機能が衰えた状態の
こと。早めに気づいて対応することで、要
介護状態になる可能性を下げることがで
きる。

マンホールトイレやかまどベンチが設置さ
れており、災害が起きた時、様々な機能を
発揮することができるように整備された公
園のこと。

住民一人ひとりのタイムライン（防災行動
計画）であり、台風等の接近による大雨に
よって河川の水位が上昇する時に、自分
自身がとる標準的な防災行動を時系列的
に整理し、自ら考え命を守る避難行動の
ための一助とするもの。

何らかの治療をしないと、自然に妊娠する
可能性がほとんどない状態のこと。

家庭で余っている食品を持ち寄り、フード
バンク等を通じて、それを必要としている
福祉団体、施設に寄付する活動のこと。

土台や基盤となる環境のこと。

不育症のリスク因子に応じた治療のこと。
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A ACP啓発 N ＮＡＴＳ

R RPA

ＡＩ

S ＳＤＧｓ

AI-OCR

C CSW（コミュニティソーシャルワーカー）

SNS

D DV

F FAQ

I ICT

「Sustainable Development Goals（持続可
能な開発目標）」の略称。2016年から2030
年の15年間で達成すべき「世界共通の目
標」として、2015年9月に国連で開催された
持続可能な開発サミットで採択された。17
のゴール・169のターゲットから構成してお
り、地球上の「誰一人取り残さない（leave
no one behind）」ことを誓っている。SDGs
は発展途上国のみならず、先進国も含め
た全ての国、全ての人々が取り組むべき
国際目標。

ソーシャルネットワーキングサービス。イン
ターネット上の会員制サービスの一種で、
友人・知人間のコミュニケーションを円滑
にする手段や、新たな人間関係を構築す
る場所を提供する。

府県を越えて隣り合う、西宮市、尼崎市、
豊中市、吹田市の4市の頭文字を西から
東に位置する順番に並べて表現したも
の。府県の枠組みを越えて広域的に連携
し、都市間のネットワークを活かした取組
みを行っている。

ICT／情報通信技術のこと。知識やデータ
といった情報（Information）を適切に他者
に伝達(Communication）するための技術
（Technology）。これまではIT（Information
Technology）が同義で使われていたが、IT
にC（Communication）が加えられることに
よって、ICT（IT）が本来持つ役割が強調さ
れた表現となっている。

Robotic Process Automationの略。ロボッ
トによる業務自動化のこと。

「アーティフィッシャル　インテリジェンス」
（人工知能）の略。人間が行ってきた知的
行為を、機械が実行する人工知能のこと。

ACPとは、アドバンス・ケア・プランニング
の頭文字をとったもので、将来自分自身
が病気になったり介護が必要になったりし
たときに備えて、希望する医療や介護のこ
となどについて、家族や大切な人、医療・
介護関係者とともにあらかじめ考え、話し
合うプロセスの重要性を知っていただくた
めの活動のこと。

Artificial Intelligence Optical Character
Readerの略で、人工知能を活用し、手書き
文字や印刷文字を光学文字認証技術によ
り、テキストデータに変換する技術。

高齢者や障害のある人、子どもなどの分
野別の個別支援ではなく、地域を単位とし
た社会福祉における課題を総合的に把握
し、必要な支援をするために中心的な役
割を担う人や機関のこと。

ドメスティック・バイオレンスの略。配偶者
や恋人など、親密な関係にある人からの
暴力。暴力には身体的暴力だけでなく、精
神的暴力、社会的暴力、経済的暴力、性
的暴力、子どもを利用した暴力がある。

よくある質問と回答のこと。
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           １．はじめに                      

 

 

豊中市では、平成 12 年度（2000 年度）から事務事業評価を実施し、個々の事

務事業の見直しを行い、業務の効率化に取り組んできました。 

また、平成 19 年度（2007 年度）に施行された豊中市自治基本条例第 20 条の規

定により、総合計画に基づく行政評価制度を構築し、平成 24 年度（2012 年度）

から運用を開始しました。 

 

 平成 30 年度（2018 年度）からは第 4 次豊中市総合計画前期基本計画（以下、

「前期基本計画」という）に基づく市政運営を推進しています。 

前期基本計画は、社会環境の変化などに対応するため、第 3 次豊中市総合計画

後期基本計画から、施策を 66 施策から 17 施策にまとめ直しました。これを受け、

行政評価制度についても、前期基本計画行政評価指針を新たに策定するものです。 

 

前期基本計画行政評価指針に基づき、ＰＤＣＡ（Plan―計画、Do－実行、

Check－評価、Act－改善）サイクルをまわし、総合計画の着実な進行を図りま

す。 
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        ２．行政評価制度の目的                   

 

 

◆成果重視の行政運営 

◆職員間の目的・課題の共有 

◆説明責任の確保 

 

 

○成果重視の行政運営 

・「どれだけ仕事をしたか」ではなく「どれだけ成果があがったか」とい 

う視点を重視した行政運営を行います。 

 

○職員間の目的・課題の共有 

・行政評価を行うことにより、施策や事務事業の目的と政策をとりまく課 

題を職員間で共有します。 

 

○説明責任の確保 

・評価結果を公表することで、施策や事務事業の現状について、市民・事 

業者への説明責任を確保することや、目的・課題を共有することにつな 

げます。 
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        ３．行政評価制度の構成                   

 

（１）行政評価制度の基本的な枠組み 

 

 

◆「政策評価」及び「事務事業評価」で構成 

・政策評価 ⇒ 総合計画の政策・施策を評価 

・事務事業評価 ⇒ 個別の事務事業を評価 

   ◆政策評価については、豊中市総合計画審議会で検証 

 

 

 

○行政評価制度は、総合計画の政策・施策を評価する「政策評価」と個別の事務

事業を評価する「事務事業評価」で構成します。 

 

○「政策評価」により、次年度以降の政策・施策展開を定めるとともに、「事務

事業評価」により、個別の事務事業について適正化・効率化・質の向上を図り

ます。 

 

【行政評価の構成】 

 

  

総合計画 

実施計画 

基本構想 

基本計画 

政策体系 

 

事務事業 

 

施策 

政策 

行政評価 

■目的 

・成果重視の行政運営 

・職員間の目的意識の共有 

・説明責任の確保 

 

政策評価※ 

事務事業評価 

※豊中市総合計画審議会で検証 
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（２）政策評価 

 

 

【定  義】  「まちの将来像」の実現に向けて、政策がどれだけ進んだか

の評価を行うこと 

【目  的】  総合計画の進行管理 

【対  象】  前期基本計画の 17施策及び「施策の方向性」 

【評 価 者】  施策を担当する部局長 

【結果の活用】 政策・施策を改善していくうえでの判断材料とし、次年度以

降の「施策の方向性」に沿った取組みへとつなげる 

 

 

○前期基本計画では、各施策に「施策の方向性」を設定し、どれだけ「施策の方

向性」が進んでいるか、ということを基本的な視点として、施策ごとの進行管

理を行います。 

 

○「施策の方向性」ごとに「施策指標」を設定し、取組み結果に関する分析を行

い、17 施策の進捗状況を把握します。 

 

○施策指標は、成果指標を中心とし、活動内容や活動量を示す指標については、

成果指標を補助・代替するものとして設定します。 

 

○部局長が、「施策の方向性」の分析結果をふまえ、関係する部局と調整したう

えで、施策の評価を行います。 

 

○評価結果は、政策や施策を改善していくうえでの判断材料とし、次年度以降の

「施策の方向性」に沿った取組みへとつなげます。また、第 4 次豊中市総合計

画後期基本計画の策定の参考とします。 
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（３）事務事業評価 

 

 

【定  義】 個別の事務事業の費用や効果、効率などを分析し、事務事業 

の見直しを図ること 

 【目  的】 事務事業の適正化・効率化・質の向上を図るため 

【対  象】 前年度に実施した事務事業 

【評 価 者】  施策を担当する課の課長 

【結果の活用】担当課における事務事業の見直し 

業務の管理 

 

 

○事務事業評価では、手段や資源配分の観点から前年度に実施した事務事業をふ

りかえり、事務事業の適正化・効率化・質の向上を図ります。 

 

○事務事業評価は、事務事業それぞれの活動量を定量的に分析するとともに、必

要性や運営方法等、多面的な観点から評価します。 

 

○事務事業評価の結果については、予算や組織等、行政運営に関する既存の諸制

度と関連づけながら活用します。
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    ４．政策評価における総合計画審議会の役割              

 

 

【目  的】 政策評価の適正な運用及び客観性の向上 

【委員構成】 市民、学識経験者等 

【対  象】 前期基本計画の 17施策       

※【結果の反映】政策評価の制度の改善 

       施策指標等の見直し 

 

 

 

○政策評価の適正な運用及び客観性の向上を図るため、取組みの成果や問題点・

今後想定される事項をふまえて、今後の方針や総合評価の理由がわかりやすい

ものになっているか、分野横断的かつ俯瞰的な視点に立ち、検証を行います。 

 

※審議会による検証を受け、政策評価制度の改善や、「施策指標」等の見直しな

どについて検討を行います。 
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  ５．マネジメントサイクルにおける政策評価の位置付け           

 

【マネジメントサイクルイメージ】 

 

 

 

○政策評価結果を政策の進捗把握や市政運営を進めるうえで施策の優先を決め

る判断材料として活用します。 

 

○次年度の事業計画・予算編成などに十分反映できるよう、政策評価結果を５

月末に仮策定を行い、事務事業評価とあわせて公表します。 

 

 



政策評価の考え方とチェックポイント
（2020年度 政策評価研修より抜粋）

【政策評価の意義の確認】
～「施策シート」「施策の方向性シート」を書く前に～

●政策評価をなぜするのか？…共有しておきたい前提（基本のスタンス）

＝「自分たちのために」（評価されるからするのではない）
「毎年、振り返ることで仕事の質を上げる」（仕事をやりっぱなしにしない）

【政策評価の観点】
～過去2年間の「施策シート」「施策の方向性シート」の振り返りから～

●評価の観点＝PDCAサイクルが回っているか
Plan(計画)→Do(実行)→Check(評価)→Action(改善)を繰り返す

【施策シート・施策の方向性シートから見えてきた課題】

①過去2年間の評価シートを見ていると、「Do」(やったこと)ばかり書いている。

※なぜ「Do」ばかり書いてしまうのか？
→今日やる仕事、明日やる仕事というように仕事をやることばかりに気が向いてしまい、
Planに基づく目的・目標を意識していない。

⇒普段の仕事からPlanに基づく目的・目標を意識する。
・目的…何のために仕事をするのか(どういう状態を目指しているのか)
・目標…目的に合わせて今年度はどこまで到達するのか

●目的・目標を意識することで、自分の仕事がどのような状態になったら成功と言える
のかのイメージがもてる。
⇒自分の仕事に対する評価ができる。

例）食育イベントの成功とは？
×イベントの参加者数が増えること(成果ではない)
〇イベントに参加した人の食育に関する意識が高まること
⇒指標は食育に関する意識がどれだけ高まったか？
⇒イベント実施前に意識が高まったかを測る方法を考える必要がある
例えば…参加者にアンケートをして、イベントに参加してどのような意識を

もったのか、どのような意識が高まったのかを聞く など

参考4



②CheckとActionがつながっていない。

・Check…「どんな成果があったか、どんな課題が残ったか」
・Action…「成果、課題に対して今後どうするのか」を書くことが必要

→Checkで課題があると書いているにもかかわらず、その課題を次の年にどう改善する
のかが書いていない。また課題に対して「頑張ります」という意思表明だけで、
どう解決していくのかが明確でない場合もある。

→逆にAction(改善策)は書いているが、その前のCheck(評価)がないものもある。

⇒CheckとActionが対応しているかチェックが必要

●CheckとActionを明確にするにはどうしたらよいのか？

対策① Checkの要因分析を十分に行う

「結果を出すためには、何が必要なのか？」をしっかり分析する

例）イベントの参加者数が前年度比で大幅に減少した
×天候が悪かったので参加者数が減った
⇒次の年度の「天候」をコントロールすることはできない

〇天候が悪くても来てもらうためには、何が足りなかったのか？
⇒「次年度に何をすればよいか？」を考える

対策② 課題に番号を振って、課題に対応するACTIONを書く

課題とACTIONを一対一対応させる

参考1



【指標の考え方について】

●評価として求めているもの＝「アウトカム」
「施策・事業を実施することによってどんな成果があったか、効果があったか」

アウトカム指標の難しさ…複合的な要素が絡み合っている
一つの事業の結果で成果につながったといえるのか？

例）歩道を設置する事業
目的…歩行者と自動車の接触事故を減らすこと
アウトプット…歩道を〇〇ｍ整備する
アウトカム…交通事故の件数が減る

Q.歩道を整備したから交通事故が減ったといえるのか？

A.歩道の整備だけで交通事故が減ったとはいいがたい。
交通事故を減らすためにはどのような事業が必要なのかを考える。
その中で、何に力を入れた結果事故が減ったのか、事故が減らなかった原因は
何かを関係部署で一緒に考えて評価をすることが必要である。

【まとめ】

●仕事の成果は何かを明らかにする（目標を明らかにする）

●成果を何で測るのかを明らかにする（指標を明らかにする）

●アウトカムの指標を設定する
（どれだけがんばったかではなく、どんな成果がでたか）

＜参考＞
●目的＞目標
・目的…その仕事は何のためにやっているのか
・目標…どこまで到達するか

●指標について
・アウトプット…事業を実施することによって直接発生した成果物、事業量
・アウトカム…施策・事業の実施により発生する効果・成果

【施策、政策、事務事業の評価について】

●政策、施策、事務事業とは？
日頃している仕事が「事務事業」、その事務事業が合わさったものが「施策」、
施策が重なったものが「政策」
⇒つまり施策、政策は複数の事務事業で成り立っており、総合的な目的・目標がある
政策評価は、政策、施策の目的・目標がどこまで達成できたかを評価する。
※事務事業の積み重ね＝評価ではない



【書きやすくわかりやすい評価シートとは】

●シート記入にあたってのポイント
・要点を絞って書く。
たくさん書けば書くほど総花的になり、何が言いたいのかが不明確になる。
自分の仕事を評価するのは、「事務事業評価」

政策評価では、目的・目標に対して、成果が上がっていること、
大きな課題として残っていることを書く。
※「書いていない」＝「やっていない」ではない。

・根拠（エビデンス）をもって書く。
成果、課題としてあげるためには、それを示す根拠が必要。

・成果・課題を書く時には、内的要因と外的要因の両方を見て記述する。
内的要因：自分の仕事が与える影響
外的要因：社会情勢、社会環境の変化など

※今年度は、コロナ禍でたくさん課題が残ることが予想される。
これまでは順調に進んでいたが、コロナ禍の影響で課題が出てきたなど、
正直に書いてよい。

●評価の基準について
行政評価指針では…
・A評価…①目標を達成し、これまで通り実施する。

②目標を達成したため、事業を廃止・縮小する。
・B評価…①目標達成に向け概ね順調に進んでいるが、実施方法など一部取組みを見直す。
・C評価…①課題が多く、事業内容を見直し、新たな事業を実施する。

○もっとわかりやすく言うと…
・A評価…目標が達成できた状態、またはこのまま順調にいけば目標を達成できる状態
・B評価…Aに対して何かが足りない状態、課題が少し残っていてA評価にできない状態
・C評価…大きく事業を見直さないといけないほど課題が残っている状態

※A評価ではなく、C評価でもないから、B評価というようなつけ方はダメ！
B評価をつけるのであれば、何が足りないからA評価にできないのかを明確に
書く必要がある。



【評価シートの考え方と書き方】

第４次豊中市総合計画より

●施策の方向性シートについて

「第1章－１－(1) 産前・産後の切れめない支援を進めます」を達成するための
主な取組みとして、以下の3つがある。

①産前からの正しい知識習得の環境づくり
②産後ケアの充実
③妊産婦や乳幼児の健康を確保するためのさまざまな機会の充実

※この①～③を1つずつ達成すれば、「産前・産後の切れめない支援を進めます」を
達成したといえるのか？

⇒これを達成するためには、産前の話・産後の話・妊産婦や乳幼児の検診の話が
組み合わさって「切れめない」支援ができているかで判断。
つまりライフステージごとの支援ではなく、それが「切れめなく」できているかで
評価する。

ここがPLAN

(参考)

「第1章－2－(2) 子どもたちの学びを高める環境づくりを進めます」では、
「学びを高める」とはどういうことかが明確でないと評価はできない。

⇒子どもたちがどういう状態になったら学びが高まったといえるのかを意識して
評価する。



【施策の方向性シートの書き方について】

【STEP1】

【STEP1】：成果と課題を書く
「D：成果」「E：問題点・今後想定
される事項」を記入する。

【STEP2】：根拠を書く
成果、課題の根拠となる実施した事
業と指標を記入する。

ここがPLAN

【STEP2】

【STEP3】

【STEP3】：今後の方向性を書く
成果、課題を受けて、どのように課
題を解決するか、成果をさらに伸ば
していくかを記入する。

※成果・課題を書く時の留意点
・どのような成果があったか具体的に書けているか？
×～に取り組みました。
×「〇〇〇〇計画」を策定しました。
○～に取り組むことで、●●できました。

・今年度のトピックに絞って、メリハリをつけているか？
各部局の取組みについて足し算ではなく、引き算で伝えたいことを絞る。

●施策の方向性シートを書く前に、今年度の自分の仕事を振り返って、
取組み・成果・課題を箇条書きで書き出してみる。

●書き出した内容に優先順位をつける。

●総合計画にあるPlanを意識して、優先順位をつけた内容の成果・課題を書く。



【施策のシートについて】

●考え方

●施策シートの書き方

・総合計画にあるPlanを意識して、成果・課題を書く。
・施策の方向性シートの内容をまとめるのではなく、Planに対して今年度
成果が上がっていること、大きな課題として残っていること、それに対
する次年度の取組みを書く。

○どのように内容を取捨選択するのか？
→施策の方向性のどの部分が、施策のPlanに一番効果があったのかで判断
する。

→具体的には、施策の方向性シートごとに、今年度一番成果があったこと、
または課題として残ったことを挙げて、その中から施策シートに書く内
容を話し合って決める。
今年度の新規・拡充事業からトピックとして書くこともOK。

例) 第1章ー１「子育て支援の充実」では、施策の説明文に3つの観点がある。

①地域のなかで、周りの人々に支えられているか
②喜びや楽しさを感じているか
③安心して妊娠・出産・子育てができているか

⇒評価するときには、この3つの観点を意識して書く。

ここがPLAN



【シート記入後のチェックポイント】
各課でシート作成した後やとりまとめの際に確認してください。

●成果、課題・今後想定される事項、今後の方向性がPLANとつながっているか？

総合計画の施策、施策の方向性に書いている内容につながっているか。

●成果がDOになっていないか？

例） × ～に取り組みました。 ⇒ 〇 ～に取り組むことで〇〇できました。
× 「〇〇計画」を策定しました。 ⇒ 〇 「〇〇計画」を策定し、〇〇できました。
× ～を実施しました。 ⇒ 〇 ～を実施し、〇〇につながりました。
× ～を図りました。 ⇒ ○ ～を図った結果、○○できました。
× ～を進めました。 ⇒ ○ ～を進めることで○○につながりました。

成果は「どれだけ頑張ったか」ではなく「どれだけの効果があったか」

●抽象的な表現になっていないか？

例） × ～が十分できています。 ⇒具体的に何ができているか？
× 計画に基づき取組みを進めます。⇒どんな取組みをすすめるのか？

●CHECKとACTIONはつながっているか？

成果、問題点・今後想定される事項と今後の方向性に書いている内容がつながっているか？
今後の方向性に書いている内容は、問題点・今後想定される事項の解決になっているか。

●影響度の大きかった事業、指標が成果、課題とつながっているか？

成果、問題点・今後想定される事項の内容のエビデンスとなるような事業、指標か？

●内容が今年度のトピックになっているか？

昨年度と同じ内容になっていないか。（今年度伝えるべき内容が明確になっているか）
重要なトピックに絞れているか。（すべてを足し算ではなく引き算できているか）

＜参考＞
記入にあたっては、総合計画審議会の意見集に各シートに関する委員からの意
見を掲載していますので、今年度のシートを記入する際に参考にしてください。


